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はじめに 
 
本報告書は，2015 年に実施された OECD（経済協力開発機構）「生徒の学習到達度調
査」（PISA：Programme for International Student Assessment）のうち，革新分野とし
て実施された協同問題解決能力調査の国際調査結果を基に，日本にとって特に示唆のあ
るデータを中心に整理，分析したものです。 
 
これは，15 歳児が持っている知識や技能を実生活の様々な場面でどれだけ活用でき
るかを見る PISA 調査において，更に現実社会に近づいた測定を行ったという点で，
2003 年，2012 年問題解決能力調査の蓄積も踏まえた，より革新的な調査といえるでし
ょう。 
 
本報告書は，当研究所において次のように分担執筆し，新木 聡（国立教育政策研究
所国際研究・協力部 副部長・総括研究官）が全体監修しました。 
 
大塚 尚子（国立教育政策研究所国際研究・協力部 総括研究官）：第 1 章 1.2.4～ 
1.3，第 5 章 
小田 沙織（同 教育課程研究センター基礎研究部 研究員）：第 1 章 1.1～1.2.3,  
第 3 章 3.2 
梅澤 希恵（同 国際研究・協力部 研究員）：第 2 章 2.3, 2.4, 第 4 章 
中岡  礼（同 国際研究・協力部 国際調査専門職）：第 2 章 2.1, 2.2 
山中 秀幸（同 国際研究・協力部 国際調査専門職）：第 3 章 3.1 
吉冨 花枝（同 国際研究・協力部 翻訳担当）：第 5 章 
櫻井 直輝（会津大学短期大学部専任講師，国立教育政策研究所フェロー）：付録 1 
 
また，山田文康・静岡大学情報学部名誉教授，田村学・國學院大學人間開発学部教授，
白水始・東京大学高大接続研究開発センター教授，河﨑美保・静岡大学教育学部准教授，
林勇吾・立命館大学総合心理学部准教授，渋谷一典・国立教育政策研究所教育課程調査
官には，それぞれの専門の立場から助言を頂きました。図表作成にあたっては，国立教
育政策研究所非常勤職員の関口好子，二條麗子，宇田川佑子，高木加奈絵，猿田かほる
の各氏にも協力いただきました。 
  
PISA2015年調査における協同問題解決能力は，「複数人が，解決に迫るために必要な
理解と労力を共有し，解決に至るために必要な知識・スキル・労力を出し合うことによ
って問題解決しようと試みるプロセスに効果的に取り組むことができる個人の能力で
ある」と定義されています。この定義を基に，協同問題解決能力の中でも，三つの主要
な能力（コンピテンシー）である「共通理解の構築・維持」「問題解決に対する適切な
行動」「チーム組織の構築・維持」に焦点をあてて調査問題及び質問調査を開発し，生
徒の能力を評価しています。
 
 
 
なお PISA2015 年調査のうち，科学的リテラシー，読解力，数学的リテラシーの調査
結果については，国立教育政策研究所編『生きるための知識と技能 6－OECD 生徒の学
習到達度調査（PISA）2015 年調査国際結果報告書－』（明石書店，2016 年 12 月）が
公表されていますので，併せて参考にしていただければ幸いです。 
 
本報告書が，教育に関わる多くの方々によって，様々な形で十分活用されることを願
ってやみません。 
 
国立教育政策研究所 国際研究・協力部長 
大野 彰子 
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1. PISA2015 年調査の協同問題解決能力について 
 
1.1. PISA 調査の概要 
 
1.1.1. PISA 調査とは 
 
「生徒の学習到達度調査」（PISA〈ピザ〉：Programme for International Student 
Assessment）は OECD（経済協力開発機構）が 2000 年から 3 年ごとにその加盟国及
び非加盟国・地域の参加を得て世界的に実施している，15 歳児を対象とする学習到達
度調査である。 
調査内容は，主要分野が読解力，数学的リテラシー，科学的リテラシーであり，2015
年調査では革新分野として，「協同問題解決1能力」も併せて実施した。PISA 調査は，
義務教育修了段階の 15 歳児が持っている知識や技能を，実生活の様々な場面でどれだ
け活用できるかを見るものであり，特定の学校カリキュラムをどれだけ習得しているか
を見るものではない。思考プロセスの習得，概念の理解及び各分野の様々な状況の中で
それらを生かす力を重視している。 
2015 年調査には，72 か国・地域（OECD 加盟国 35 か国，非加盟国 37 か国・地域）
が参加した2（図表 1－1）。 
国際的な調査の実施・調整は，Educational Testing Service（ETS）を中心とする国際
 
日本では，国際的な枠組み，方針，手続に基づきながら，国立教育政策研究所を中心
に，文部科学省と連絡・調整・協力しながら調査実施体制を敷いている。国立教育政策
研究所は所内に OECD−PISA 調査プロジェクトチームを組織して国内調査の実施を担
当し，国立大学法人東京工業大学は学校における調査の実施状況のモニタリングを担当
している。また，読解力，数学的リテラシー，科学的リテラシー及び協同問題解決能力
の各分野については，必要に応じて所外の協力者から幅広い助言を受けながら調査の準
備を進めている。さらに，都道府県・政令指定都市教育委員会，学校等関係機関の協力
を得ながら調査を実施している。 
                                                  
1 PISA2015 年調査では，調査の枠組みにおける定義や注釈等に基づき，Collaborative 
Problem-Solving を「協同問題解決」と訳した。Collaborative Problem-Solving や Collaborative 
Learning の研究や測定評価については数多くの理論や実践があり，Collaborative の訳語につい
ても，「協同」だけでなく「共同」「協働」「協調」等が用いられている。 
2 ラトビアは，2015 年調査実施時点では OECD 非加盟国であったが，2016 年に OECD に加
盟したため，国際結果の分析においては OECD 加盟国として扱われている（調査実施時点の
OECD 加盟国は 34 か国）。中国については，2009 年調査，2012 年調査に上海が参加したが，
2015 年調査では北京・上海・江蘇省・広東省が 1 地域として参加したため，本報告書では
「北京・上海・江蘇・広東」と表記している。なお，2015 年調査において実施上の国際基準を
満たさなかったマレーシアのデータは本報告書では取り上げていない。 
コンソーシアムが担当し，テスト問題及び質問調査項目の開発，調査の実施・調整，デ
ータの収集，結果の分析等を行った。
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1.1.2. 調査サイクル・内容 
 
PISA 調査は読解力，数学的リテラシー，科学的リテラシーの 3 分野について， 2000
年の第 1サイクル以降，3年ごとのサイクルで実施されている。各サイクルについては，
3 分野のうちの一つを中心分野として実施され，第 6 サイクルとなる 2015 年調査は科
学的リテラシーを中心分野として行われた。 
 
1.1.3. 調査対象 
 
15 歳児に関する国際定義に従って，日本では，調査対象母集団を「高等学校本科の
全日制学科，定時制学科，中等教育学校後期課程，高等専門学校の 1 年生」の約 115 万
人と定義し，層化二段抽出法によって，調査を実施する学校を決定し，各学校（学科）
から無作為に調査対象生徒を選出した。日本からは，198 校（学科）の約 6,600 人の生
徒が調査に参加した3。 
 
1.1.4. 調査方法 
 
2015 年調査では，コンピュータ使用型調査により 2 時間の学習到達度評価テストと
約 45 分間の生徒質問調査及び ICT 活用調査を実施した。学習到達度評価テストでは，
問題の組合せによって 66 種類の問題フォーム（テスト問題群）が準備され，生徒はそ
のうちの 1 種類の問題フォームに解答した。 
また，科学的リテラシー，読解力，数学的リテラシーの調査結果と生徒や学校が持つ
様々な特性との関連を分析するため，以下の三つの質問調査を実施した。 
① 生徒を対象とした，生徒自身及び学習環境等に関する情報を収集する生徒質問調査 
② 生徒を対象とした，生徒のコンピュータに対する態度や経験についての情報を収集
する ICT 活用調査（国際オプション） 
③ 学校長を対象とした，学校（学科）に関する情報を収集する学校質問調査 
  
                                                  
3 調査対象に関する詳細は，国立教育政策研究所（2016）第 1 章 1.5 を参照。 
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1.1.5. 結果の分析尺度 
 
PISA 調査では，それぞれの調査分野で測定される知識や技能を習熟度（proficiency）
と呼び，調査問題の難易度を基に，それぞれの調査分野が最初に中心分野であった調査
実施年（読解力は 2000 年，数学的リテラシーは 2003 年，科学的リテラシーは 2006 
年）の OECD 加盟国の生徒の平均得点が 500 点，約 3 分の 2 の生徒が 400 点から 600 
点の間に入る（標準偏差が 100 点となる）ように得点化されている。 
また，PISA 調査では調査分野ごとに，習熟度を一定の範囲で区切ったものを習熟度
レベル（proficiency level）と呼ぶ。習熟度レベルは， 
○読解力及び科学的リテラシー：8 段階（1b 未満，1b，1a， 2， 3， 4， 5， 6） 
○数学的リテラシー：7 段階（1 未満， 1， 2， 3， 4， 5， 6） 
○協同問題解決能力：5 段階（1 未満， 1， 2， 3， 4） 
となっている（2.1.1 参照）。 
 
1.1.6. コンピュータ使用型調査への移行 
 
これまでの PISA 調査では，2009 年調査で国際オプションとして実施されたデジタ
ル読解力，2012 年調査で同様に国際オプションとして実施されたデジタル読解力，コ
ンピュータ使用型数学的リテラシー及び問題解決能力調査において，コンピュータ使用
型調査が筆記型調査と並行して実施された。これらのコンピュータ使用型調査では，筆
記型調査とは異なる調査問題が使用されていた。 
2015 年調査ではこれまでの調査サイクルを通じて初めて，コンピュータ使用型調査
に全面移行した。ただし，コンピュータ使用型調査への移行は過渡期にあるものであり，
中心分野である科学的リテラシーについては新規問題が開発されたものの，読解力及び
数学的リテラシーについては 2012 年までの筆記型調査で使用された問題をコンピュー
タ画面上に表示し，生徒に解答を求める形式となっており，調査実施形態の変更にとど
まっているという点は否めないだろう。なお，各分野の問題は，これまでの調査サイク
ルとの経年比較の可能性を十分に考慮しつつ，コンピュータ使用型調査のために新規に
開発された問題に今後置き換えられていくことが予定されている4。 
また，コンピュータ使用型調査では，生徒の調査中の様々な操作，例えばマウスのク
リックの履歴や画面の閲覧回数や時間等が記録され，分析可能なログデータが提供され
ている。  
                                                  
4 コンピュータ使用型調査への移行及びその影響に関しては，国立教育政策研究所（2016）第
1 章及び付録を参照。 
4 
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1.1.7. PISA2015 年調査国際報告書の構成及び本報告書を読む際の留意点 
 
OECD では，PISA2015 年調査結果の第 1 次報告（initial report）として，以下の 5 巻
で構成される国際報告書を順次公表することとしている。なお，Volume I 及び Volume 
II を受けて，日本にとって有益な情報となる分析結果を中心に構成した国立教育政策研
究所『生きるための知識と技能 6－OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）2015 年調査
国際結果報告書－』（明石書店，2016 年 12 月）が公刊されている。 
 
Volume I: Excellence and Equity in Education（2016 年 12 月 6 日公表） 
Volume II: Policies and Practices for Successful Schools（同上） 
Volume III: Students' Well-Being（2017 年 4 月 19 日公表） 
Volume IV: Students' Financial Literacy（日本不参加，2017 年 5 月 24 日公表） 
Volume V: Collaborative Problem Solving（2017 年 11 月 21 日公表） 
 
本報告書は，このうち Volume V: Collaborative Problem Solving の主要な結果に基づ
いて，日本にとって特に示唆のあるデータを中心に整理，分析することを目的に作成し
たものである5。 
国名表記については，以下，文章中における説明や図表での表記における煩雑さを避ける
ために，アメリカ合衆国をアメリカとするなど，原則として全ての国について略称を用いて
いる。また，香港，マカオ等，国としての参加ではない場合もあるが，同様に煩雑さを避け
るために，「国・地域」という表記はやめ，全て「国」としている。 
また，本報告書では，基本的に PISA2015 年協同問題解決能力調査に参加して国際基準を
満たした全ての国の結果を掲載することとした。 
 
  
                                                  
5 本報告書は，Volume V: Collaborative Problem Solving 3rd draft（2017 年 10 月現在）を参照
して作成しているため，OECD から最終的に公表される数値とは必ずしも一致しない場合があ
る。 
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図表 1－1 PISA 調査参加国 
問題解決能力 協同問題解決能力
オーストラリア
オーストリア
ベルギー
カナダ
チリ
チェコ
デンマーク
エストニア
フィンランド
フランス
ドイツ
ギリシャ
ハンガリー
アイスランド
アイルランド
イスラエル
イタリア
日本
韓国
ラトビア 2016年加盟
ルクセンブルク
メキシコ
オランダ
ニュージーランド
ノルウェー
ポーランド
ポルトガル
スロバキア
スロベニア
スペイン
スウェーデン
スイス
トルコ
イギリス
アメリカ (※プエルトリコ)
OECD加盟国計 28か国 － 30か国 30か国 34か国 － 34か国 28か国 35か国 32か国
アルバニア ※
アルジェリア ※
アルゼンチン ※
アゼルバイジャン
ブラジル
ブルガリア
香港
マカオ
上海
北京・上海・江蘇・広東
台湾
コロンビア
コスタリカ
クロアチア
キプロス
ドミニカ共和国
ジョージア ※
タミル・ナードゥ州（インド）
ヒマーチャル・プラデシュ州（インド）
インドネシア ※
ヨルダン ※
カザフスタン ※
キルギス
コソボ ※
レバノン ※
リヒテンシュタイン
リトアニア
マケドニア ※
マレーシア
マルタ ※
モーリシャス
ミランダ州（ベネズエラ）
モルドバ ※
モンテネグロ
パナマ
ペルー
カタール
ルーマニア ※
ロシア
セルビア
シンガポール
タイ
トリニダード・トバゴ ※
チュニジア
アラブ首長国連邦
ウルグアイ
ベトナム ※
非OECD加盟国計 4か国 9か国 11か国 27か国 31か国 10か国 31か国 16か国 37か国 20か国
32か国 11か国 41か国 57か国 65か国 10か国 65か国 44か国 72か国 52か国
　　２．2003年調査時においては，モンテネグロとセルビアが「セルビア・モンテネグロ」として参加しているため，これを1か国としている。
　　３．アラブ首長国連邦は2009年調査ではドバイのみの参加で，国としての参加は2009プラス調査以降。
　　４．中国については，2009年調査，2012年調査に上海が参加したが，2015年調査では「北京・上海・江蘇・広東」が1地域として参加。
　　５．※は，2015年調査において，コンピュータ使用型調査での実施ではなく，筆記型調査で実施した15か国及びプエルトリコ（アメリカの1地域）を示す。
出所：OECD(2016)をもとに国立教育政策研究所が作成。
合計
O
E
C
D
加
盟
国
非
O
E
C
D
加
盟
国
(注)１．網掛けは調査に参加したことを示す。灰色の網掛けは非OECD加盟国。
国　名 2000年調査 2000プラス 2003年調査 2006年調査
2012年調査
2009年調査 2009プラス
2015年調査
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1.2. 協同問題解決能力調査の概要 
 
1.2.1. 参加国 
 
PISA2015 年調査の革新分野である協同問題解決能力調査に参加したのは，52 か国
であった。このうち，OECD 加盟国はオーストラリア，オーストリア，ベルギー，カナ
ダ，チリ，チェコ，デンマーク，エストニア，フィンランド，フランス，ドイツ，ギリ
シャ，ハンガリー，アイスランド，イスラエル，イタリア，日本，韓国，ラトビア，ル
クセンブルク，メキシコ，オランダ，ニュージーランド，ノルウェー，ポルトガル，ス
ロバキア，スロベニア，スペイン，スウェーデン，トルコ，イギリス，アメリカの 32 か
国で，非加盟国はブラジル，北京・上海・江蘇・広東，ブルガリア，コロンビア，コス
タリカ，クロアチア，キプロス，香港，リトアニア，マカオ，モンテネグロ，ペルー，
ロシア，シンガポール，台湾，タイ，チュニジア，アラブ首長国連邦，ウルグアイ，マ
レーシアの 20 か国であった（図表 1－1）。 
 
1.2.2. 調査の実施方法 
 
協同問題解決能力を含む PISA2015 年調査は，生徒がふだん学校で使用しているコン
ピュータを用いて実施された。まず，各学校の教員が調査問題の入った USB メモリに
より調査配信プログラムを立ち上げ，次に，生徒が練習問題（約 20 分）に引き続き調
調査終了後に回収される。生徒一人一人に，調査問題と質問調査が入っている USB メ
モリが用意され，生徒は 66 種類ある問題フォームから，事務局が事前に割り当てた 1
種類に 2 時間かけて解答する。調査問題への解答は，前半 1 時間行った後，5 分程度の
休憩を挟んで後半 1 時間行った。 
一つの問題フォームは四つの「大問群」で構成され，「大問群」一つ当たりの所要時
間は 30 分である。各生徒は 2015 年調査の中心分野であった科学的リテラシー1 時間
（「大問群」二つ）に加え，残りの 1 時間はローテーション設計に従って，読解力，数
学的リテラシー，協同問題解決能力のうちの一つまたは二つの分野に解答した。 
 
1.2.3. 採点方法 
 
コンピュータ使用型調査の採点は，生徒の解答データを収集後，一旦採点用のソフト
ウェアにデータを読み込んで行われた。自由記述形式の問題のみ各国の調査・採点担当
者が採点し，それ以外の問題はコンピュータによる自動採点であった（図表 1－2）。 
自由記述形式の問題の採点については，主観的な判断を最小限にするため，事前に採
点ガイド（コード化・採点基準のマニュアル）が用意され，各国の調査・採点担当者を
集めた採点に関するトレーニング・セッションが開かれ，それを基に各国で採点者のト
レーニングを行った後，採点作業が行われた。また採点者間の採点の一致度を見るため
に各国とも，一部の解答については，複数の採点者が独立して採点を行い，採点者間の
査問題及び質問調査に取り組む。それらへの解答は，自動的に USBメモリに保存され，
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一致度を国際センターがチェックし，採点の質を担保した。 
なお，協同問題解決能力調査では自由記述形式の問題が出題されていないため，全て
コンピュータによる自動採点であった。 
 
図表 1－2  PISA 調査の問題の出題形式と採点方法 
出題形式 問題の特徴 採点方法 
選択肢形式問題 
（多肢選択形式問題）
与えられた選択肢の中から一つの答えを
選択する問題。ラジオボタン（○）等をク
リックして解答する。 
 
 
 
コンピュータによる自動採点。 
複合的選択肢形式 「できる／できない」又は「はい／いいえ」
のどちらかをラジオボタンをクリックし
て答える問いが連続している問題。 
 
 
 
コンピュータによる自動採点。 
選択肢形式（その他） 文章等の一部，又は複数がプルダウンメニ
ューになっており，各プルダウンメニュー
のリストから一つの答えを選択し，解答す
る問題。 
 
 
 
 
 
 
 
 
コンピュータによる自動採点。 
求答形式 数値を入力して答える問題。又は，クリッ
クやドラッグ＆ドロップ，反転表示等，指
示された操作を使って解答する問題。 
 
コンピュータによる自動採点。 
自由記述形式 
（短答形式） 
 
答えを導いた考え方や求め方，理由を説明
するなど，長めの語句や文章を入力して答
える問題。 
１名の採点者が採点ガイドに基
づいてコードを付ける。一部のあ
らかじめ決められた解答につい
ては，複数の採点者が採点する
（コードを付ける）。 
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1.2.4. PISA 調査における問題解決能力及び協同問題解決能力の変遷 
 
前節で述べたように PISA2015 年調査においては，主要 3 分野「読解力」「数学的リ
テラシー」「科学的リテラシー」に加え，革新分野として「協同問題解決能力」調査を
実施した。PISA 調査では協同問題解決能力のうち「共通理解の構築・維持」「問題解決
に対する適切な行動」「チーム組織の構築・維持」の三つの能力（コンピテンシー）に
焦点をあて，これらを問題解決の四つの認知プロセスと組み合わせ，12 の測定可能な
スキルを設定している。問題解決の四つの認知プロセスとは PISA2012 年問題解決能力
調査で測定された以下のプロセス6である。 
 
(A)「探索・理解」 
問題状況を観察し，それと相互作用して情報を求め，制約又は障壁（obstacles）を見
つけ出す。与えられた情報及び問題状況との相互作用を通じて，見つけ出した情報を理
解していること，問題解決にとって重要な概念を理解していることが示される。 
(B)「表現・定式化」 
問題状況の各側面を表現するために，表やグラフ，記号，言語を用いたり，表現の形
式を変換したりする。問題解決にとって重要な要因とその相互関係を特定し，仮説を立
てる。情報を組織化し批判的に評価する。 
(C)「計画・実行」 
最終的な目標及び必要であればそれに向けての小さな目標を設定し，問題を解決する
ためにどのような段階を踏むか等の計画又は方略を決定して，それに従い実行する。 
(D)「観察・熟考」 
問題解決へと至るそれぞれの段階・過程を観察（monitoring）する。途中経過を確認
し，想定していない出来事に遭遇した場合，必要な処理を行う。解決策を様々な観点か
ら振り返り，想定や別の解決策を批判的に評価し，追加情報や明確化の必要性を認識し，
進捗状況について適切な方法で伝える。 
 
図表 1－3 では，これまで実施した問題解決能力調査及び協同問題解決能力調査の定
義や構成要素を示している。 
 以降の 1.2.5 及び 1.2.6 では，協同問題解決能力の定義や構成要素，主要な能力（コ
ンピテンシー）について OECD の調査の理論枠組みに沿って概説する。続いて 1.2.7 で
は，PISA 調査において実際に 15 歳の生徒を対象に調査するに当たり，協同問題解決能
力を測定可能な 12 のスキルとして定義していることを説明する。 
1.3 節では 1.2 節において解説した理論的枠組みを踏まえ，2015 年の協同問題解決能
力調査の具体的な調査の設計について述べる。 
 
  
                                                  
6 国立教育政策研究所監訳（2016）175-176 ページ。 
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図表 1－3  PISA 調査における問題解決能力及び協同問題解決能力の 
定義と構成要素（2015 年，2012 年，2003 年） 
協同問題解決能力
(2015年,コンピュータ使用型)
問題解決能力
(2012年,コンピュータ使用型)
問題解決能力
（2003年,筆記型）
定
義
協同問題解決能力とは，複数人が，解
決に迫るために必要な理解と労力を共
有し，解決に至るために必要な知識・
スキル・労力を出し合うことによって
問題解決しようと試みるプロセスに効
果的に取り組むことができる個人の能
力である。
解決の方法がすぐにはわからない問題
状況を理解し，問題解決のために，認
知プロセスに取り組む個人の能力であ
り，そこには建設的で思慮深い一市民
として，個人の可能性を実現するため
に，自ら進んで問題状況に関わろうと
する意思も含まれる。
問題解決の道筋が瞬時には明白でな
く，応用可能と思われるリテラシー領
域あるいはカリキュラム領域が数学，
科学，または読解のうちの単一の領域
だけには存在していない，現実の領域
横断的な状況に直面した場合に，認知
プロセスを用いて，問題に対処し，解
決することができる能力。
知
識
領
域
（
内
容
）
-- -- 教科横断的
関
係
す
る
能
力
協同問題解決能力（コンピテンシー）
＜協同のプロセス＞
(1)共通理解の構築・維持
(2)問題解決に対する適切な行動
(3)チーム組織の構築・維持
＜問題解決のプロセス＞
(A)探索・理解
(B)表現・定式化
(C)計画・実行
(D)観察・熟考
認知プロセス
・探索・理解
・表現・定式化
・計画・実行
・観察・熟考
問題解決のプロセス
・問題の理解
・問題の特徴づけ
・問題の表現
・問題の解決
・問題の熟考
・問題の解法の伝達
状
況
・
文
脈
協同問題解決能力が適用される状況
・私的／公的
・テクノロジー／非テクノロジー
・学校／学校以外
・対称／非対称な役割
状況
・個人的／社会的
・テクノロジー／非テクノロジー
用途
・個人的
・社会的
問題解決能力が適用される文脈
・個人的生活
・仕事と余暇
・地域社会と社会全般
課
題
の
タ
イ
プ
・グループの意思決定
・グループ内の調整
・グループの成果
--
・意思決定
・システム解析・設計
・トラブル・シューティング
問
題
の
提
示
方
法
・相互作用的
・静的
・相互作用的
・静的
・静的
出所：OECD(2017c)及びOECD(2013),OECD(2004)より国立教育政策研究所が作成。
国立教育政策研究所監訳(2016) 345ページ。国立教育政策研究所(2004) 206-207ページ。
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1.2.5. 協同問題解決能力の定義 
 
PISA2015 年調査国際報告書 Volume V では，協同問題解決能力を以下のように定義
している。 
 
協同問題解決能力とは，複数人が，解決に迫るために必要な理解と労力を共有し，解
決に至るために必要な知識・スキル・労力を出し合うことによって問題解決しようと試
みるプロセスに効果的に取り組むことができる個人の能力である。 
 
この定義の意味をより明確にするため，調査の理論枠組みに示されている説明を以下
紹介する7。 
 
複数人 
協同は複数人のエージェント間での相互作用を必要とする。「エージェント」という
語は，人間あるいはコンピュータでシミュレーションされた参加者のいずれかを指す。
どちらの場合も，エージェントにはゴールを生み出して，行動を起こし，メッセージを
伝え，他の参加者からのメッセージに反応し，環境を感知して，環境の変化に順応し，
学習する能力がある（Franklin and Graesser, 1996）。協同問題解決スキルの成果は個人
レベルか，あるいはグループレベルのどちらかで観察される。たとえ個人レベルに向け
られた観察であっても，そこで観察される個人の行動や相互作用というのは，協同をも
たらすために自分以外のエージェントと表象や共通のゴールを共有する目的で生じた
ものである。それゆえ，この定義では最低 2 名のエージェントという要件を設けてい
る。 
 
解決に迫るために必要な理解と労力を共有し 
協同が生じるのは，グループメンバーが課題とその解決についての共通理解を構築し
て維持しようと努力する場合のみである。コミュニケーションと相互作用を通じ，共通
基盤を作り上げることによって共通理解は実現される（Clark, 1996; Clark and Brennan, 
1991; Fiore and Schooler, 2004）。こうしたコミュニケーションと相互作用には，問題
の意味に関する共通表象の構築，各個人の役割の理解，グループメンバーの能力と視点
の理解，グループメンバー間における情報の伝達とフィードバックの相互追跡，及び解
決に向けた進捗の相互モニタリング（点検）がある。 
 
解決に至るために必要な知識・スキル・労力を出し合うことによって 
さらに協同に必要なのは，各個人が自身の知識とスキルを問題解決に役立てる方法を
確立するほか，他の参加者の寄与できる知識とスキルを特定して十分に理解することで
ある。グループ内で出し合った知識とスキルの状態を確立させることに加え，潜在的な
見解の相違，グループメンバー間の意見の不一致／対立，修正が必要なグループメンバ
                                                  
7 OECD(2017c) 134-135 ページ。 
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ーのミス，及びその他にも問題において対処するために認知的労力を要する課題がある。
このような正当化，擁護，議論，再編成といった追加的な労力は，なぜグループが個人
よりも大きな成功を収める場合や効率的な場合があるのかを説明し得る要素である。グ
ループは自らの意見，解釈，提案を明確にしなければならず，利用できる情報を一層徹
底的に加工することが求められ，より多くの解決策を比較して，各解決策の欠点を見つ
け出す必要がある。個人からの労力の提供がない場合，その個人は協同していないこと
になる。個人が要請や事象に対応せず，ゴールに向けた進捗にとって適切な行動を取ら
なければ，その個人は生産的な労力を提供していない。 
 
問題解決しようと試みる 
この測定が主に焦点を当てているのは，単なる問題の正しい解決よりむしろ，身近な
問題を解決しようとする時に生徒が関与する協同的な行動である。中核となる構成は，
問題の解決策よりも協同プロセスを重視している。 
 
プロセスに効果的に取り組むことができる 
協同問題解決には，個人の認知プロセスを伴い，認知プロセスは認知スキルと社会的
スキルの両者を必要とする。そこには各個人の問題解決の過程だけでなく，協同する他
の参加者の認知システムと相互作用するコミュニケーションの過程もある。例えば，グ
ループで正しい解決策を共有しているだけでなく，それが正しい解決策であるとグルー
プ内で意見が一致する必要がある場合がある。本書で後述するが，この調査で焦点を当
てているのは，共通の理解を構築・維持し，問題解決に向けて適切な行動を取り，グル
ープを組織し維持するといった協同問題解決に関連する認知的かつ社会的なスキルな
のである。 
協同問題解決に関係する認知プロセスは，個人の内的プロセスであるものの，課題や
グループ内の他者との相互作用を通じて表面に現れてくるものでもある。つまり，個人
の行為，他者とのコミュニケーション，問題解決の課題における中間的及び最終的な成
果物，問題解決の記述や行動についての自由な思考から，認知プロセスを推測すること
ができる。探索方法や解決策，コミュニケーションのタイプや質，問題についての知識
や表現，グループ内の他者に対する個人の表現といった指標を調査することによって，
こうした測定は実証される。言い換えると，協同問題解決スキルを測定することは，個
人のスキルを測定するといった挑戦であり，と同時にチームメンバーが関与する認知プ
ロセスを観察可能にする絶好の機会ともなる。 
 
個人の能力 
協同スキルは，個人，グループ，あるいは組織のレベルで測定することができる
（Campbell, 1968; Dillenbourg, 1999; Fiore et al., 2010; Stahl, 2006）。協同の利点は，
問題解決におけるグループのアウトプットが個々のメンバーからのアウトプットを足
し合わせたものよりも大きくなる可能性があることである（Aronson and Patnoe, 1997; 
Dillenbourg, 1999; Schwartz, 1995）。グループ全体として，個々人のレベルとは異なる
成果をどのように生み出すかについて，各参加者の次元では十分に説明されない。しか
12
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し，PISA 調査のねらいは，協同的な状況におかれた個人の能力に焦点を当てることで
ある。協同問題解決の実質的な成功は，グループメンバーが協同し，個人の成功よりも
グループの成功を優先できる能力にかかっている。しかも，こうした能力はグループ内
のメンバー一人ひとりが持つ特性でもある。 
 
1.2.6. 協同問題解決能力の三つの主要な能力（コンピテンシー） 
 
この定義を基に PISA2015 年調査では，協同問題解決能力の中でも，三つの主要な能
力（コンピテンシー8）に焦点を当て調査問題を開発し生徒の能力を評価している。三つ
の能力とは以下の通りである。 
 
(1) 共通理解の構築・維持 
(2) 問題解決に対する適切な行動 
(3) チーム組織の構築・維持 
 
以下 OECD による調査の理論枠組みにおける各能力についての説明を紹介する9。 
 
（1）共通理解の構築・維持 
生徒に必要なのは，相互知識（その問題について互いが何を知っているか）を確認し
て，協同における他のエージェントの視点を特定し，問題の状態と活動について共通の
見解を構築する能力である（Cannon-Bowers and Salas, 2001; Dillenbourg, 1999; 
Dillenbourg and Traum, 2006; Fiore and Schooler, 2004）。これに含まれるのは，自分の
能力，知識，視点が他のエージェントとの間で，また課題との関係においてどのように
相互作用するかをモニタリング（点検）する生徒の能力である。会話分析の理論では，
コミュニケーションを無事に達成させるために，共通基盤を構築することの重要性が強
調されてきた（Clark, 1996; Clark and Brennan, 1996）。そのため，これは協同問題解決
にとっても必須のスキルである。また，情報の要求への対応，完了した課題に関する重
要な情報の発信，共有された意義の構築あるいは調整，互いが知っていることの確認，
共有知識の不足を埋め合わせるための行動によって，生徒は問題解決課題を通じて共通
理解を構築し，モニタリング（点検）し，維持することができなければならない。こう
したスキルの中には，課題の遂行，課題に関係する自分の強みと弱みの認識（メタ記憶），
他のエージェントの強みと弱みの認識（対人交流的記憶）における自分自身の習熟度に
関する自己認識も含まれている。 
  
                                                  
8 OECD はコンピテンシーを，知識や技能，態度，価値などを様々な場面で活用し，複雑な要
求に応える力と捉えている。田熊・秋田（2017）, 280 ページ。 
9 OECD(2017c) 138 ページ。 
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（2）問題解決に対する適切な行動 
生徒は，問題を解決し，解決に至るための適切なステップに従う上で必要とされる協
同問題解決活動のタイプを特定できなくてはならない。これには，問題の制約を理解す
る，解決に向けてチームのゴールを設定する，課題に対して行動を取る，グループや問
題のゴールに関する結果を点検するといった労力が含まれる。複雑な情報と視点が伝え
られ，より創造的あるいは最適な解決に至るために，こうした行動には，説明，正当化，
交渉，討論，議論といったコミュニケーション行動が含まれる場合がある。ジグソー課
題（そこでは，個人はそれぞれ異なる知識を持っており，それらを出し合う必要がある；
Aronson and Patnoe, 1997），協同作業（Rosen and Rimor, 2009），及び意思決定にお
ける論争的な討論（argumentative debates）（Stewart, Setlock, and Fussell, 2007）な
ど，協同問題解決活動のタイプが異なれば，参加における制約とルールも異なる。習熟
した協同問題解決者は，こうした制約を認識し，適切な参加のルールに従い，問題を解
決して，問題解決計画の進捗を評価することができる。 
 
（3）チーム組織の構築・維持 
グループを組織しなかったり，チーム構成が問題解決の課題に適合していなかったり
すると，そのチームは効果的に機能できない。生徒は，チームの誰が何に長けているか
という情報に基づいて自分の役割と他のエージェントの役割を理解し（対人交流的記
憶），参加のルールに従って，グループ組織をモニタリング（点検）し，コミュニケー
ションの途絶，問題への障害，パフォーマンスの最適化に対処するために必要な変化を
促すことができなければならない。チームに強いリーダーを必要とする問題状況もあれ
ば，より民主的な組織を要する問題もある。有能な（competent）生徒は，エージェン
トが課題を完了させ，重要な情報を伝えられるようなステップを取ることができる。こ
れにはフィードバックを提供することや，問題解決におけるグループ組織の成果につい
て熟考することが含まれる。 
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OECD(2017c)によると，こうした三つの主要な能力は，「生徒の背景」や「中核的ス
キル」，問題の置かれた「文脈」からも影響を受けている。これらの関係を示したもの
が図表 1－4 である。生徒の特性や協同問題解決の経験・態度は協同問題解決能力の得
点に影響を与える感情的要因であると考えられている10。PISA の調査問題の中では，こ
れらの感情的要因を測定してはいないが，生徒質問調査の中で直接生徒に質問し，得点
を解釈するための背景情報を収集している。特に生徒質問調査問 21(ST082)において生
徒の共同作業への態度に関するデータを収集し，学習の背景とし得点との関係を分析し
ている11。 
問題の置かれた「文脈」は「課題特性」「問題のシナリオ」「媒体」「チーム構成」の四
つの要素がある。こうした要素が問題の難易度に影響を与え，加えて与えられた問題の
文脈に生徒がなじみのある状況か否かという要素も加わり，生徒の得点に影響を与える
と考えられる。問題の文脈については 1.3 節にて詳しく説明したい。 
10 OECD(2017c) 149 ページ 
11 本報告書第 4 章を参照。 
協同問題解決能力
・共通理解の構築・維持
・問題解決に対する適切な行動
・チーム組織の構築・維持
既有知識
・数学
・読み書き
・科学と環境
・日々の学習
特性
・気質と態度
・経験と知識
・動機付け
・認知的能力
協同スキル
・基盤化
・説明
・調整
・役割の遂行
・視点取得
・オーディエンス
・アーギュメンテーション
・相互調整
問題解決スキル
・探索と理解
・表現と定式化
・計画と実行
・観察と熟考
課題特性
・開放性
・情報の利用可能性
・相互依存性
・ゴールの対称性
問題のシナリオ
・課題のタイプ
・状況
・領域内容
媒体
・意味的豊富さ
・指示性
・問題空間
チーム構成
・役割の対称性
・地位の対称性
・グループの規模 
文脈
生徒の背景 中核的なスキル
出所：OECD(2017c) 139ページの図より国立教育政策研究所が作成。
図表 1－4 PISA2015年調査における協同問題解決能力の要因とプロセスの概要
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1.2.7. 協同問題解決能力のスキル 
前項 1.2.6 で述べたように， PISA2015 年調査では，三つの主要な協同問題解決能力
を定義しており，この三つの主要な能力は，図表 1－4 で示した要素やプロセスと関係
している。では，こうした三つの主要な能力を協同問題解決能力調査ではどのように測
定しているのであろうか。
PISA 調査では生徒の能力を「スキル」という側面から焦点を当てて，測定すること
に特徴がある。OECD は「スキル」を次のように定義している。 
（スキルとは）①生産性（productivity）＝個人のウェルビーイングや社会経済的進展に
貢献するもの，②測定可能性（measurability）＝測定可能なもの，③成長可能性
（malleability）＝環境や投資によって変化するものという三つの特徴をもつ個人の性質
OECD はスキルを教育によって良い方向へと変化させることができるものと位置づ
け，スキル自体を調査で測定できるように定義している。OECD は現実に存在する様々
なスキルの中から，量的な測定が可能となるようにスキルを定義しているという点を確
認した上で，次に PISA2015 年調査において協同問題解決能力に関係するスキルをどの
ように定義しているか見てみたい。
図表 1－5 は各スキルの概要を示したものである。PISA2015 年調査における三つの
主要な協同問題解決能力は，それぞれ四つの主要な問題解決能力と関係づけられている。
能力を効果的に発揮するために，プロセスの段階を設定している12。文脈の中で登場す
るプロセスを遂行する力が能力（コンピテンシー）である。協同の三つのプロセスと問
題解決の四つのプロセスとを交差させ，例えば協同のプロセス「共通理解の構築・維持」
と問題解決のプロセス「探索・理解」双方のプロセスが必要となるスキルの領域(A1)が
作り出され，この(A1)の中にある多くのスキルの中から一つ「チームメンバーの視点と
能力を見出す」に焦点が当てられている。このように協同問題解決の能力を 12 の具体
的な「スキル」へと落とし込んでいる。
一つの小問は，この 12 のスキルのひとつに焦点を当てて，測定するように調査設計
されている。例えば，ある小問は協同のプロセス「共通理解の構築・維持」と，問題解
決のプロセス「探索・理解」に焦点を当てた問題であり，「チームメンバーの視点と能
力を見出す」（図表 1－5 の(A1)）というスキルを測定することを意図して開発された。
この問いに生徒が正しく答えた場合は(A1)というスキルに対してのみ得点が付与され
ることになる。 
12 田熊・秋田(2017) 303 ページ。 
を指す。（出所：国立教育政策研究所 （2017），8ページ）
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図表 1－5 PISA2015 年調査における協同問題解決スキルのマトリックス 
(1) 共通理解の
構築・維持
61題
(2) 問題解決に対する
　 適切な行動
26題
(3)チーム組織の
構築・維持
30題
(A) 探索・理解
22題
(A1) チームメンバーの視点と能
力を見出す
(A2) ゴールに沿って，問題を解
決するのに役立つ協同的な相互
作用のタイプを見出す
(A3) 問題解決のための役割を理
解する
(B) 表現・定式化
37題
(B1) 共通の表象を構築し問題の
意味を交渉する（共通基盤）
(B2) 達成すべき課題を明らかに
し記述する
(B3) 役割とチーム組織を記述す
る（コミュニケーションの決ま
り／参加のルール）
(C) 計画・実行
35題
(C1) 実行予定／実行中の行動に
ついてチームメンバーとコミュ
ニケーションをとる
(C2) 計画を実行する (C3) 参加のルールに従う（例え
ば，他のメンバーに課題を実行
するよう促す）
(D) 観察※・熟考
23題
(D1) 共通理解をモニタリング
（点検）し，修正する
(D2) 行動の結果をモニタリング
（点検）し問題解決の進捗を評
価する
(D3) チーム組織と役割について
モニタリング（点検）し，
フィードバックし，調整する
（注）１．参照しやすくするため,12のスキルには,行のアルファベットと列の数字を組み合わせたラベルを付けている。
 ２．※観察の原語はmonitoring。モニタリング（点検）の訳が適切であるが，ここでは2012年と同じ訳を使用している。
　  ３．図表中の数値はPISA2015年本調査で出題された小問の数を示している。
出所：OECD(2017c) 21及び26ページより国立教育政策研究所が作成。
問題解決の
プロセス
協同のプロセス
スキル20題 2題 0題
24題 5題 8題
5題 16題 14題
12題 3題 8題
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1.3. 協同問題解決能力の測定 
 
1.3.1. 協同問題解決能力の調査問題 
 
PISA2015 年協同問題解決能力調査では，六つの大問を三つの「問題群」に分けて出
題された。一つの大問には，協同で問題を解決する問題状況の場面が設定されており，
これを「問題のシナリオ」と呼ぶ。協同問題解決のスキルは大問の中にある複数の小問
によって測定される。生徒には自分に出題された大問で問題のシナリオが提示され，与
えられた文脈の中で，後述するコンピュータ内の他者13（会話エージェント）と協同し
て問題を解決するよう求められる。 
図表 1－6 が示すように，協同問題解決能力の問題には四つの文脈があり，各文脈に
幾つかの側面がある。ここでは OECD(2017c)に沿って，各文脈について簡単にその概
要を説明する。 
 
問題のシナリオ 
問題のシナリオの側面のうち課題のタイプの例を紹介する。ジグソー課題のシナリオ
では，協同で問題の解決に当たる人々が持っている情報とスキルが異なっている。その
ため問題解決に至るためには各人が情報やスキルを出し合う必要がある。合意形成のシ
ナリオでは，協同して問題解決する人々の間で見解や意見が異なる。こうした違いを考
慮した上でグループとして意思決定する必要がある。また交渉のシナリオでは各人の情
報量とゴールが異なる。交渉を通じ相互にメリットのある情報をやりとりし，グループ
全体の目的も達成するといったものである。 
 
チーム構成 
役割の対称性とは，問題のシナリオにおいて各人が同じ（対称な）役割を割り振られ
るかどうかという，役割の違いである。非対称な役割の問題では，人によって与えられ
る役割が異なる。例えば，ある人には記録係という役割が割り振られ，別の人には機械
を制御する役割が割り振られる。 
 
課題特性 
開放性については，「良定義」と「不良定義」がある。例えば，問題の初期状態，ゴー
ルの状態，ゴールに至るまでの道筋が明確に定められている場合は「良定義」という。
初期状態やゴール，制約等が明確に定義しにくい場合は「不良定義」という。例えば，
                                                  
13 会話エージェントは“Conversational Agent”の訳である。 
チームメンバーの地位の対称性とは，メンバーが同僚同士であり対等な地位である場
合は対称，上司と部下の関係にあり地位や立場が異なっている場合は非対称である。今
回の PISA2015年協同問題解決能力調査では，調査を受ける生徒を含む 2～5人程度の
小規模なチームで協同する課題が大半のためリーダーを必要としない，地位が対称なも
のであった。
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矛盾する複数のゴールがあるといった場合である。 
情報の利用可能性は，解答に必要な全ての情報が最初に生徒に提示されている場合は
「静的」，相互作用等によって見つけ出すあるいは創り出さなければならない場合は「相
互作用的」となる。 
ゴールの対称性とは，個人のゴールとグループのゴールが一致していれば「対称」，
異なったり対立したりしていれば「非対称」となる。 
媒体 
媒体とは調査問題の媒体のことであり，例えばコンピュータ使用型で出題されたある
小問では図表が豊富にあり，その問題状況を操作するシミュレーション画面がある。そ
の一方，文字による説明とチームでチャットする画面しかない問題もある。 
図表 1－6 協同問題解決能力問題における文脈の側面 
出所：OECD(2017c) 141 ページより国立教育政策研究所が作成。
文
脈 側面 状態
課題のタイプ 例：ジグソー、合意形成、交渉
状況
私的／公的
テクノロジー／非テクノロジー
学校(フォーマル)／学校以外(インフォーマル)
領域内容 例：数学，科学，読解，環境，コミュニティ，政治
グループの規模 2人以上（その生徒本人を含む）
チームメンバーの地位の対称性 対称／非対称
役割の対称性：
各チームメンバーにとって可能な行為の範囲
対称／非対称
開放性
（PISA2012年調査　問題解決能力を参照）
良定義／不良定義
情報の利用可能性：
生徒は必要な情報を一度に入手するか？（PISA2012年調査
問題解決能力を参照）
静的／相互作用的
相互依存性：
生徒Aは生徒Bの行為がないと問題を解決できない
低～高
ゴールの対称性 グループ/個人
解決までの距離（初期状態からゴール状態ま
で） 小，中，大
意味的豊富さ 低～高
外部の世界に対する指示性 低～高
コミュニケーション手段における基盤化のコス
ト
相互依存性：
生徒Aは生徒Bの行為がないと問題を解決できない
低～高
問題空間：
生徒は他のチームメンバーの行動の情報を得るか？
明示的／暗示的
問
題
の
シ
ナ
リ
オ
チ
ー
ム
構
成
課
題
特
性
媒
体
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1.3.2. 個人における協同のためのスキルの重視 
PISA 調査では協同問題解決能力の三つの主要な能力（コンピテンシー）のうち， (1)
「共通理解の構築・維持」及び(3)「チーム組織の構築・維持」の二つの能力を特に重点
的に測定すべく，小問が開発された。図表 1－7 は PISA2015 年調査における協同問題
解決スキル測定の重み付けが示されている。
図表 1－7 PISA2015 年調査における協同問題解決スキル測定の重み付け 
問題解決のスキルに関しては，PISA2012 年問題解決能力調査の結果において（A）
「探索・理解」と（B）「表現・定式化」との能力の違いを区別するのが困難であること
が明らかになったため，この二つのプロセスを統合して小問の割合を出している14。 
また PISA2015 年協同問題解決能力調査では，問題解決のプロセスよりも協同のプロ
セスの測定に重点が置かれているため，協同のスキルを評価する小問では，問題の難易
度が低度から高度なものまで用意されているが，問題解決のスキルについては低度から
中程度までのやや狭い範囲となっている。そのため，問題解決の認知プロセスの理論枠
組みは 2012 年問題解決能力調査と同じであり，2015 年と 2012 年調査との間に関係性
はあるものの，2012 年調査と 2015 年調査の問題解決スキルを比較する際には注意が
必要であろう。
14 OECD(2017c) 147 ページ及び Greiff, S., Wüstenberg, S. & Funke, J. (2012). Dynamic 
Problem Solving: A new measurement perspective. Applied Psychological Measurement, 36(3), 
189-213 ページ。
出所：OECD(2017c) 147 ページより国立教育政策研究所が作成。 
(1) 共通理解の
構築・維持
(2) 問題解決に対する
 適切な行動
(3)チーム組織の
構築・維持
合計
(A) 探索・理解
(A1) チームメンバーの視
点と能力を見出す
(A2) 目的に沿って，問題
を解決するのに役立つ協
同的な相互作用のタイプ
(A3) 問題解決のための役
割を理解する
(B) 表現・定式化
(B1) 共通の表象を構築し
問題の意味を協議する
（共通基盤）
(B2) 達成すべき課題を明
らかにし記述する
(B3) 役割とチーム組織を
記述する（コミュニケー
ションの決まり／参加の
(C) 計画・実行
(C1) 実行予定／実行中の
行動についてチームメン
バーとコミュニケーショ
(C2) 計画を実行する (C3) 参加のルールに従う
（例えば，他のメンバー
に課題を実行するよう促
～30％
(D) 観察・熟考
(D1) 共通理解をモニタリ
ング（点検）する
(D2) 行動の結果をモニタ
リング（点検）し問題解
決の進捗を評価する
(D3) チーム組織と役割に
ついてモニタリング（点
検）し，フィードバック
～30％
合計 40～50％ 20～30％ 30～35％ 100%
～40％
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1.3.3. 会話エージェントを用いた個人のスキルの測定 
 
生徒たちが協同して問題の解決にあたる際には，お互いに依存し，解決に向けて協同
して作業することが必要となる。解決に達することができるか否か，解決への道筋，所
要時間，解決の種類や質については，各人がどのような労力を共同作業に持ち込むかに
左右されることもある。例えば，ある課題では共同作業に参加する人々全員から情報や
労力を提供することが求められている。この状況においては，参加者のうち一人でも情
報や労力を提供しない場合は，その問題は解決されないことになり，チーム内の他の参
加者の問題解決のスキルは過小評価されてしまう。 
また，共同作業を行うチームの構成，チーム内の人間関係によっても，共同作業の成
果は異なってくる。例えば，ある生徒と協同するときは非常に高い成果を出すが，別の
生徒と組むと問題解決に取り組む意欲を失う生徒がいる場合がある。そのため，個人の
協同問題解決スキルを高い精度で推定するためには，できるだけ数多くの人々と組ませ
て測定することが必要であると考えられる。しかし PISA 調査は大規模な国際調査であ
るため，参加各国における生徒の特徴をできるだけ等しくコントロールし調査すること
は極めて困難である。 
そのため PISA 調査では，コンピュータ内に仮想の人物達を作り，生徒は実際の人間
の代わりに，この仮想の人物と協同する。この仮想の人物を会話エージェント15と呼ぶ。
このアプローチによって，協同問題解決能力の測定に必要とされる要素をコントロール
し，標準化が可能となる16。そして調査実施における時間的・物理的制約の中での測定
を実現可能としている。会話エージェントは大問ごとに，異なる役割，態度，能力を示
すようあらかじめコンピュータによってプログラミングされている。 
実際の PISA 調査の場面では，会話エージェントが時には救助役をし，対話を管理し
たり共同作業の文脈に生徒を速やかに引き入れたりし，生徒がテストの制限時間内にで
きるだけ多くの設問に解答できるようになっている。例えば生徒が解答に行き詰まり，
残り時間が少なくなった場合に，救助役の会話エージェントが介入し，生徒を次の小問
の始めまで誘導する。 
 
1.3.4. 協同問題解決スキル測定の課題 
 
 協同問題解決能力に関する理論枠組みやモデル，測定方法には多様なものがあるが，
PISA 調査のような大規模な国際調査に直接応用可能であるというものはほとんどない
17。PISA2015 年協同問題解決能力調査には，今後の検討の余地がある以下の測定上の
限界や課題も指摘されている。 
 
 
                                                  
15 会話エージェント(Conversational agent)がコンピュータを使用して学ぶ生徒を支援するため
16 OECD(2017c) 144-145 ページ。 
17 OECD(2017c) Annex 7.B に協同問題解決能力に関する先行研究がまとめられている。 
に開発されてきた経緯は Caspo,B and J.Funke (2017) 245ページを参照。 
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（1）協同問題解決の場面における個人のプロセス 
協同で問題を解決していく過程を，集団のプロセスの成果と捉えるか，または個人の
プロセスの集積と捉えるかで測定や評価の方法が異なってくる。PISA 2015 年協同問題
解決能力調査では，個人が問題の解決に貢献するといった個人のプロセスとして捉え，
協同問題解決の文脈における生徒個人のスキルに焦点を当てて測定し，評価している。
生徒やコンピュータ上の会話エージェントは，分割された作業を各々行い，解決へと至
る。 
 
（2）コンピュータに制御された会話 
 実際の人間同士が協同して問題解決に取り組む場面では，非生産的な議論に長時間を
費したり，誤った方向に議論が進む可能性もある。また誰と組むかといったチーム構成
やチーム内の人間関係，チーム間の差異，各国・地域の文化的差異といったものが影響
を与える可能性もある。 
PISA 調査では，現実に起こり得るこれらの状況を制御しながら，協同に必要となる
個人の「スキル」を測定するために，コンピュータ上の会話エージェントを用いている。
この会話エージェントが調査の状況においては，明確な意図を持って対話を管理し方向
付ける。例えば，チャット用ウィンドウには生徒が会話エージェントに発するメッセー
ジが選択肢として表示される。ここにはシナリオに沿ってあらかじめ決められたメッセ
ージが三～五つ用意してあり（自由記述はない），生徒はどれか一つをクリックするこ
とで対話する。生徒が調査のシナリオから外れた場合は，会話エージェントが生徒をシ
ナリオ内に引き戻すようなメッセージを発する。 
 したがって，PISA 調査では実在の人物と協同する生徒のスキルは直接的には測定し
ていない。 
 
（3）協同問題解決場面の一部を測定 
 PISA2015年協同問題解決調査で用いられている協同問題解決の場面の状況設定やシ
ナリオは，協同問題解決のごく一部の状況に限られている。現実の生活で私たちが直面
する問題解決の様々な場面やスキルを網羅しているわけではない。学習科学や認知科学
の先行研究の蓄積を踏まえた上で，次のような指摘もある。「（PISA2015 年協同問題解
決能力調査で）問題にされている調整能力などは，協調的な問題解決スキルのごく一部
でしかない18」。例えば，一つの問題を解くと同時に新たな次の問題が見えてくるような
問題解決の過程や，お互いの見解や意見の相違から学ぶといった協同問題解決の側面な
どは含まれていない。 
 
（4）「人間対人間」と「人間対コンピュータ」との同等性 
OECD はルクセンブルグ大学に依頼し，PISA2015 年協同問題解決能力調査が他の人
間と協同する生徒の能力(ability)を正確に測定できているかどうか，またコンピュータ
                                                  
18 白水・三宅・益川（2014）262-263 ページ。 
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上のエージェントは人間の代わりとなっているかを検証する複数の実験を行った19。こ
れらの実験結果からは，実際の人間のエージェントと相互作用した生徒の結果とコンピ
ュータ上のエージェントと相互作用した生徒の結果との間に明確な違いは見られなか
った。ただし同等性が担保されているかについては，今後，更に検討する余地がある。 
 
 
                                                  
19 実験の詳細と結果については，OECD(2017d), Chapter 2 を参照。人間のエージェントとコ
ンピュータ上のエージェント間の違いを見るために，例えば，一つの実験では PISA2015 年協
同問題解決能力調査で実際に使用された大問の形式を次のように変更した。コンピュータ上の
会話エージェントの一人を実際の人間のエージェントへと変更し，人間のエージェントはあら
かじめ用意された選択肢から一つ選ぶ。 
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2. 協同問題解決能力の調査結果 
 
2.1 協同問題解決能力の習熟度別国際比較 
 
2.1.1 習熟度レベル 
 
2015 年調査では，協同問題解決能力のそれぞれの問題の難易度を基に個々の生徒の
習熟度を得点化し，五つの習熟度レベルに分け，これによって，各国のレベルごとの生
徒の割合が分かるようにした。五つの習熟度レベルは次の得点に対応し，一つのレベル
はおよそ 100 点の幅から成る。 
 
レベル 4  
レベル 3  
レベル 2  
レベル 1  
レベル 1 未満 
：640 点以上 
：540 点以上 640 点未満 
：440 点以上 540 点未満 
：340 点以上 440 点未満 
：340 点未満  
 
 図表 2－1 は協同問題解決能力の五つの習熟度レベルと，各レベルの生徒の特徴を示
したものである。ある習熟度レベルの生徒はそれより下の習熟度レベルを全て身に付け
ていると想定している。PISA 調査においては，実生活と社会生活で効果的，生産的に
能力を発揮し始める習熟度レベルがレベル 2 であると判断されている。したがって，次
項で報告する習熟度レベル別の生徒の分析は，レベル 2 以上あるいはレベル 1 以下の
割合に一つの注目点が置かれている。 
問題の難易度を表す得点とは，同じ得点を取った生徒がその問題に正答する確率が
0.62 であることを意味する。また，ある習熟度レベルにいる生徒は，その習熟度レベル
に対応する一連の問題に少なくとも平均 50%正答すると期待される。例えば，「ザンダ
ー国」の CC100401 の問題は難易度が 730 点である。この問題はかなり難易度が高い
問題であり，習熟度レベル 4 で得点が 730 点の生徒がその問題に正答する確率は 0.62
である。一方，「ザンダー国」の CC100101 の問題は難易度が 314 点で，かなり易しい
問題であり，習熟度レベル 1 未満で得点が 314 点の生徒がその問題に正答する確率は
0.62 である。 
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図表 2－1 協同問題解決能力の習熟度レベルと各レベルの生徒の特徴
 
640点
レベル4
レベル4の生徒
複雑で高度な協同を伴う複合的な問題解決の課題をうまくこなすことがで
きる。関連する背景情報に留意しながら，複数の制約のある複合的な問題
状況下にある問題を解決することができる。グループ・ダイナミックスを意識
し続け，メンバーの行動が合意のとれた役割に沿ったものとなるよう行動す
る。同時に，与えられた課題の解決までの進捗をモニターし，乗り越えるべき
障壁又は埋めなければならない溝を明らかにする。レベル4の生徒は率先し
て，障壁を乗り越える，あるいは不一致や対立を解決する行動を取ったり，
人に要請したりする。協同する側面と与えられた課題の問題解決の側面との
調和を図り，解決に至る効率的な道を特定し，問題を解決する行動を取るこ
とができる。
540点
レベル3
レベル3の生徒
複雑な問題解決の必要性，あるいは複雑な協同からの要求のいずれかを伴
う課題をやり遂げることができる。生徒は，複数の手順を必要とする課題をこ
なすことができる。こうした課題は，多くの場合，複雑で動的な問題空間の中
にあり，複数の情報を統合することが必要となる。チーム内の役割をまとめ，
問題解決に向けて個々のメンバーが必要とする情報を特定する。レベル3の
生徒は，問題を解決するのに必要な情報を認識し，それを適切なチームメン
バーに要求し，提供された情報に誤りがあった場合は見つけることができ
る。対立が生じた際は，チームメンバーを助け交渉により解決策に到達させ
ることができる。
440点
レベル2
レベル2の生徒
難易度が中程度の問題空間の中で，協同的な取組に貢献することができ
る。実行される行為についてチームメンバーとコミュニケーションを取りなが
ら，問題の解決を促進することができる。他のメンバーから要求されなくて
も，情報を自発的に提供できる。レベル2の生徒は，チームメンバー全員が同
じ情報を持っているわけではないことを理解し，様々な視点を考慮することが
できる。チームが問題解決に必要なステップについての共通理解を構築でき
るよう促すことができる。こうした生徒は，与えられた問題を解決するのに必
要な追加情報を求め，取るべきアプローチについての合意や確認をチームメ
ンバーに求めることができる。レベル2の上位層にいる生徒は，問題を解決
するために率先して筋の通った次のステップを提案すること，あるいは新しい
アプローチを提案することができる。
340点
レベル1
レベル1の生徒
問題があまり複雑でなく，限定された複雑性の協同の課題を完了すること
ができる。求められた情報を提供し，促されれば計画を実行するための行動
を起こすことができる。
レベル1の生徒は，他者が行った行為や提案を確認することができる。グ
ループ内における個人的な役割に焦点を当てる傾向がある。チームメンバー
からのサポートがあり，一つの問題空間において問題解決に取り組む場合
は，こうした生徒は問題解決に貢献することができる。
レベル1未満
（注）右側の生徒の特徴については、高いレベルにいるほど協同問題解決能力を十分に身に付けていることを示す。
習熟度レベル 各レベルにいる生徒の特徴問題の難易度
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2.1.2 習熟度レベル別の生徒の割合 
 
図表 2－2 は，参加国の協同問題解決能力について，五つの習熟度レベル別に各国の
生徒の割合を示したものである。レベル 2 以上の生徒の割合が多い順に上から国を並べ
ている。なお，以下で示す習熟度レベルの割合は累積したものではなく，生徒が達した
最高のレベル別の割合について示したものである。例えば，レベル 3 の割合にはレベル
4 の生徒は含まれていない。 
日本の習熟度レベル別の生徒の割合は，レベル 4 が 14%，レベル 3 が 44%，レベル
2 が 31%，レベル 1 が 9%，レベル 1 未満が 1%である。OECD 平均は，それぞれ 8%，
28%，36%，22%，6%である。 
レベル 3 以上の生徒の割合で見ると，最も多いのはシンガポールの 61%で，次いで
日本の 59%20となっている。 
レベル 4 の生徒の割合が最も多いのはシンガポールの 21%で，次いでニュージーラ
ンド及びカナダの 16%，オーストラリアの 15%，フィンランド，日本，アメリカの 14%
となっている。 
レベル 1 未満の生徒の割合が最も少ないのは日本であり，1.2%である。レベル 1 未
満の生徒の割合が OECD 平均の 5.7%を下回るのは，25 か国（そのうち OECD 加盟国
は 21 か国）である。 
日本，シンガポールは上位の習熟度レベルに属している生徒の割合が多く，下位の習
熟度レベルに属している生徒の割合が少ないことが分かる。 
図表 2－4 から 2－7 は参加国の協同問題解決能力について，習熟度レベル別の生徒
の割合を男女別に示したものである。それぞれ，習熟度レベル 2 以上の生徒の割合が多
い順に上から国を並べている。 
図表 2－4，2－5 から，レベル 2 以上の男子の割合が最も多いのは日本で，87％であ
る。日本に次いでその割合が多いのはシンガポールで，86%である。また，OECD 平均
は 67%である。 
レベル 4 の男子の割合を見ると，その割合が最も多いのはシンガポールで，19％であ
る。日本のレベル 4 の男子の割合は 11％であり，OECD 平均は 7％である。 
図表 2－6，2－7 を見ると，レベル 2 以上の女子の割合も最も多いのは日本であり，
93%である。次いで韓国の 92%である。OECD 平均は 78%である。 
レベル 4 の女子の割合が最も多いのはシンガポールで，24％である。日本のレベル 4
の女子の割合は 17％であり，OECD 平均は 10%である。 
                                                  
20 この値は，小数点第二位で四捨五入する前の数値を足して，その後整数値に四捨五入した値
であり，図表 2－2 の数値の合計とは必ずしも一致しない。 
図表 2－3は，レベル 2を基準とする習熟度レベル別の生徒の割合を，レベル 2以上
の生徒の割合が多い順に上から国を並べたものである。レベル 2以上の生徒の割合が最
も多いのは日本であり，90%である。次いで，シンガポールが 89%，韓国が 87%とな
っている。レベル 2以上の生徒の割合が OECD平均の 72%を上回っているのは 25 か
国（そのうち OECD加盟国は 21か国）である。 
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図表 2－2 習熟度レベル別の生徒の割合（協同問題解決能力）
割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差
日本 1.2 (0.2) 8.9 (0.7) 31.4 (1.0) 44.4 (1.1) 14.0 (0.8)
シンガポール 1.6 (0.2) 9.7 (0.5) 27.8 (0.6) 39.5 (0.7) 21.4 (0.6)
韓国 1.5 (0.3) 11.4 (0.7) 35.1 (0.9) 41.6 (1.0) 10.4 (0.8)
香港 1.9 (0.3) 11.7 (0.8) 33.6 (1.1) 39.7 (1.1) 13.0 (0.8)
マカオ 2.2 (0.3) 12.7 (0.5) 35.6 (0.9) 38.4 (0.9) 11.1 (0.6)
エストニア 1.8 (0.3) 13.5 (0.7) 35.4 (1.1) 37.2 (1.0) 12.2 (0.8)
台湾 2.7 (0.3) 14.2 (0.7) 37.2 (1.0) 36.3 (1.0) 9.6 (0.8)
フィンランド 3.4 (0.4) 14.7 (0.8) 32.2 (1.0) 35.2 (1.0) 14.4 (0.8)
カナダ 3.4 (0.3) 15.0 (0.7) 32.0 (0.8) 33.8 (0.9) 15.7 (0.7)
デンマーク 2.7 (0.3) 16.3 (0.8) 38.8 (0.9) 33.4 (0.9) 8.9 (0.7)
ニュージーランド 3.8 (0.4) 15.9 (0.7) 31.3 (0.9) 33.2 (1.0) 15.8 (0.9)
オーストラリア 4.3 (0.3) 15.6 (0.6) 31.2 (0.6) 33.6 (0.8) 15.3 (0.7)
ドイツ 3.6 (0.4) 16.9 (0.8) 34.3 (0.9) 32.4 (0.8) 12.7 (0.7)
オランダ 3.4 (0.4) 18.6 (0.9) 35.7 (0.9) 32.3 (1.0) 10.0 (0.7)
イギリス 4.2 (0.4) 18.3 (0.8) 34.6 (0.8) 30.9 (0.9) 12.0 (0.7)
アメリカ 4.9 (0.5) 18.9 (1.0) 32.7 (0.8) 29.7 (1.0) 13.8 (1.0)
スウェーデン 4.5 (0.5) 20.1 (1.0) 35.9 (1.1) 30.3 (1.1) 9.1 (0.9)
オーストリア 4.5 (0.4) 20.2 (0.9) 35.8 (1.0) 30.4 (1.0) 9.1 (0.7)
ノルウェー 4.4 (0.5) 21.0 (0.8) 39.5 (1.1) 28.3 (1.0) 6.8 (0.6)
スロベニア 4.4 (0.4) 21.2 (0.8) 38.6 (1.2) 29.3 (0.9) 6.4 (0.7)
スペイン 4.4 (0.4) 21.4 (0.9) 41.6 (0.8) 28.3 (0.8) 4.3 (0.4)
ポルトガル 4.6 (0.4) 21.5 (0.9) 40.2 (0.8) 28.4 (1.0) 5.2 (0.5)
チェコ 4.6 (0.5) 21.6 (0.8) 39.6 (1.0) 28.8 (1.0) 5.4 (0.4)
ベルギー 5.7 (0.5) 21.1 (0.8) 36.7 (0.7) 29.3 (0.8) 7.1 (0.6)
アイスランド 4.6 (0.5) 22.5 (1.0) 38.1 (1.2) 28.2 (1.0) 6.5 (0.6)
OECD平均 5.7 (0.1) 22.4 (0.2) 36.2 (0.2) 27.8 (0.2) 7.9 (0.1)
北京・上海・江蘇・広東 5.8 (0.7) 22.4 (1.1) 37.9 (1.2) 27.4 (1.3) 6.4 (0.9)
フランス 7.0 (0.5) 22.6 (0.7) 36.2 (0.9) 27.6 (1.0) 6.6 (0.5)
ラトビア 5.6 (0.5) 25.4 (0.9) 41.3 (0.9) 23.8 (1.0) 3.9 (0.5)
ルクセンブルク 6.5 (0.5) 24.8 (0.7) 36.3 (0.7) 25.5 (0.7) 6.8 (0.4)
イタリア 7.8 (0.6) 26.9 (1.0) 38.5 (1.0) 22.6 (0.9) 4.2 (0.5)
クロアチア 6.6 (0.6) 28.7 (1.0) 41.8 (1.0) 20.4 (0.9) 2.4 (0.3)
ロシア 7.3 (0.7) 29.2 (1.3) 39.6 (1.2) 20.3 (1.2) 3.6 (0.5)
ハンガリー 8.7 (0.6) 28.6 (1.0) 37.4 (0.9) 22.0 (0.9) 3.3 (0.4)
リトアニア 8.3 (0.6) 30.2 (0.9) 39.3 (1.0) 19.7 (0.9) 2.5 (0.3)
スロバキア 9.5 (0.7) 31.1 (1.0) 38.4 (1.1) 18.4 (0.9) 2.6 (0.4)
イスラエル 11.5 (0.9) 30.2 (1.1) 30.7 (1.2) 22.1 (1.0) 5.4 (0.5)
ギリシャ 10.4 (1.0) 31.6 (1.2) 37.9 (1.1) 18.1 (1.0) 2.0 (0.3)
チリ 8.4 (0.7) 33.9 (1.2) 40.5 (1.0) 16.0 (1.0) 1.2 (0.2)
キプロス 13.0 (0.6) 36.0 (1.1) 35.5 (1.0) 14.0 (0.7) 1.5 (0.2)
ブルガリア 15.3 (1.1) 34.1 (1.2) 32.6 (1.2) 16.0 (1.0) 2.0 (0.3)
コスタリカ 9.4 (0.6) 40.6 (1.1) 39.6 (1.1) 9.9 (0.7) 0.5 (0.2)
ウルグアイ 12.9 (0.7) 37.7 (0.9) 34.2 (0.9) 13.6 (0.7) 1.7 (0.3)
メキシコ 12.2 (0.9) 41.2 (1.4) 37.4 (1.2) 8.8 (0.6) 0.4 (0.1)
アラブ首長国連邦 16.2 (0.8) 37.7 (0.9) 31.6 (1.0) 12.8 (0.6) 1.8 (0.2)
タイ 12.2 (1.0) 41.9 (1.2) 34.5 (1.2) 10.4 (0.9) 0.9 (0.3)
コロンビア 14.1 (0.9) 42.3 (1.0) 33.8 (1.0) 9.2 (0.6) 0.6 (0.2)
トルコ 14.9 (1.1) 44.5 (1.4) 33.6 (1.5) 6.9 (0.8) 0.2 (0.1)
ペルー 18.1 (1.0) 43.3 (1.1) 30.6 (1.1) 7.6 (0.7) 0.4 (0.1)
モンテネグロ 17.6 (0.6) 44.7 (0.9) 31.6 (0.8) 5.9 (0.5) 0.2 (0.1)
ブラジル 21.2 (0.8) 43.0 (0.7) 27.7 (0.7) 7.5 (0.5) 0.6 (0.1)
チュニジア 24.5 (1.3) 59.5 (1.5) 15.2 (1.1) 0.8 (0.2) 0.0 (0.0)
（注）1. 表の数値は小数点第二位を四捨五入した値である。
2. 灰色の網掛けは非OECD加盟国を示す。
3. 習熟度レベル2以上の生徒の割合が多い順に上から国を並べている。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
国名
習熟度レベル
レベル1未満
（340点未満）
レベル1
（340点以上
440点未満）
レベル2
（440点以上
540点未満)
レベル3
（540点以上
640点未満）
レベル4
（640点以上）
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図表 2－3 レベル 2を基準とする習熟度レベル別の生徒の割合（協同問題解決能力）
100 80 60 40 20 0 20 40 60 80 100
チュニジア
ブラジル
モンテネグロ
ペルー
トルコ
コロンビア
タイ
アラブ首長国連邦
メキシコ
ウルグアイ
コスタリカ
ブルガリア
キプロス
チリ
ギリシャ
イスラエル
スロバキア
リトアニア
ハンガリー
ロシア
クロアチア
イタリア
ルクセンブルク
ラトビア
フランス
北京・上海・江蘇・広東
OECD平均
アイスランド
ベルギー
チェコ
ポルトガル
スペイン
スロベニア
ノルウェー
オーストリア
スウェーデン
アメリカ
イギリス
オランダ
ドイツ
オーストラリア
ニュージーランド
デンマーク
カナダ
フィンランド
台湾
エストニア
マカオ
香港
韓国
シンガポール
日本
%
レベル1以下の
生徒の割合
レベル2以上の
生徒の割合
%
（注） 習熟度レベル2以上の生徒の割合が多い順に上から国を並べている。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
レベル4
レベル3
レベル2
レベル1
レベル1未満
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図表 2－4 習熟度レベル別の生徒の割合（協同問題解決能力・男子）
割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差
日本 1.8 (0.3) 11.5 (1.0) 34.9 (1.5) 40.5 (1.4) 11.4 (1.2)
シンガポール 2.2 (0.3) 11.7 (0.8) 29.1 (1.0) 38.0 (1.2) 19.0 (0.9)
韓国 2.3 (0.4) 15.3 (1.1) 38.0 (1.3) 36.5 (1.5) 7.9 (0.8)
香港 2.9 (0.5) 15.3 (1.2) 37.3 (1.4) 35.4 (1.5) 9.1 (0.7)
エストニア 2.6 (0.4) 16.7 (1.0) 37.1 (1.3) 33.6 (1.2) 10.0 (0.9)
マカオ 3.6 (0.4) 17.4 (0.9) 37.8 (1.5) 33.1 (1.6) 8.1 (0.8)
台湾 3.7 (0.5) 17.7 (1.1) 38.6 (1.4) 32.4 (1.2) 7.6 (1.0)
デンマーク 3.5 (0.4) 18.8 (1.1) 39.8 (1.4) 30.5 (1.2) 7.4 (0.8)
カナダ 4.9 (0.4) 19.1 (0.9) 34.0 (0.9) 30.4 (1.0) 11.7 (0.7)
ドイツ 4.7 (0.6) 20.1 (1.1) 35.9 (1.1) 29.2 (1.2) 10.1 (0.8)
フィンランド 5.2 (0.6) 19.9 (1.1) 35.0 (1.2) 29.8 (1.2) 10.1 (0.9)
ニュージーランド 5.8 (0.6) 20.0 (1.2) 32.3 (1.2) 29.8 (1.4) 12.1 (1.0)
オーストラリア 6.5 (0.5) 19.5 (0.8) 32.2 (0.9) 30.5 (1.0) 11.3 (0.6)
オランダ 4.6 (0.5) 22.3 (1.3) 36.2 (1.3) 28.8 (1.4) 8.2 (0.9)
イギリス 5.5 (0.5) 21.8 (1.2) 36.3 (1.0) 27.4 (1.0) 8.9 (1.0)
アメリカ 6.7 (0.9) 21.7 (1.2) 32.5 (1.1) 27.0 (1.4) 12.1 (1.1)
オーストリア 5.7 (0.6) 23.4 (1.1) 35.9 (1.3) 27.3 (1.2) 7.7 (0.8)
ポルトガル 6.1 (0.6) 24.2 (1.3) 38.9 (1.3) 26.1 (1.2) 4.7 (0.7)
スペイン 5.5 (0.7) 25.1 (1.2) 41.1 (1.3) 24.8 (1.2) 3.5 (0.5)
ベルギー 7.1 (0.6) 23.7 (1.0) 37.4 (1.0) 26.3 (1.0) 5.4 (0.6)
チェコ 6.5 (0.7) 24.9 (1.2) 39.2 (1.2) 25.1 (1.2) 4.4 (0.5)
ノルウェー 6.4 (0.8) 25.0 (1.1) 38.9 (1.3) 24.5 (1.3) 5.3 (0.7)
北京・上海・江蘇・広東 6.9 (0.8) 24.8 (1.3) 38.1 (1.4) 25.2 (1.3) 4.9 (0.7)
スウェーデン 6.6 (0.7) 25.7 (1.3) 36.4 (1.4) 24.9 (1.5) 6.4 (0.9)
スロベニア 6.0 (0.6) 26.3 (1.2) 39.2 (1.3) 23.8 (1.1) 4.6 (0.8)
アイスランド 6.7 (0.8) 26.2 (1.5) 36.8 (1.8) 25.2 (1.3) 5.2 (0.8)
OECD平均 7.5 (0.1) 25.8 (0.2) 36.0 (0.2) 24.5 (0.2) 6.5 (0.1)
フランス 9.5 (0.9) 25.9 (1.1) 35.1 (1.4) 24.1 (1.5) 5.4 (0.6)
ルクセンブルク 8.5 (0.7) 27.9 (1.0) 35.5 (1.2) 22.4 (1.1) 5.6 (0.6)
イタリア 10.1 (0.9) 29.6 (1.2) 36.7 (1.3) 20.3 (1.2) 3.2 (0.5)
ラトビア 8.1 (0.8) 31.8 (1.4) 39.5 (1.3) 18.1 (0.9) 2.5 (0.5)
クロアチア 9.1 (1.0) 32.9 (1.3) 39.4 (1.5) 16.7 (1.0) 1.8 (0.4)
ロシア 9.7 (0.9) 32.4 (1.6) 37.9 (1.3) 17.6 (1.3) 2.5 (0.5)
ハンガリー 10.5 (0.9) 32.4 (1.6) 36.0 (1.3) 18.8 (1.3) 2.3 (0.4)
リトアニア 11.4 (0.8) 33.6 (1.2) 36.7 (1.2) 16.4 (1.2) 1.9 (0.4)
イスラエル 13.9 (1.3) 32.0 (1.3) 29.5 (1.5) 20.1 (1.2) 4.5 (0.7)
チリ 10.0 (1.1) 36.0 (1.7) 38.2 (1.3) 14.8 (1.0) 1.0 (0.3)
スロバキア 11.5 (0.9) 36.1 (1.3) 35.7 (1.6) 14.9 (1.1) 1.7 (0.3)
ギリシャ 13.7 (1.4) 35.0 (1.4) 35.1 (1.5) 14.7 (1.0) 1.5 (0.3)
コスタリカ 10.6 (0.8) 41.5 (1.4) 37.8 (1.5) 9.7 (0.9) c c
ウルグアイ 15.4 (1.1) 39.2 (1.2) 32.0 (1.1) 12.0 (1.0) 1.4 (0.4)
ブルガリア 18.7 (1.5) 37.3 (1.5) 29.6 (1.4) 12.9 (1.2) 1.5 (0.3)
メキシコ 15.1 (1.1) 41.9 (1.6) 34.2 (1.5) 8.5 (0.7) c c
コロンビア 15.3 (1.3) 43.0 (1.4) 32.8 (1.2) 8.3 (0.8) 0.5 (0.2)
キプロス 18.6 (0.9) 39.7 (1.7) 30.3 (1.3) 10.4 (0.8) c c
アラブ首長国連邦 22.9 (1.2) 39.9 (1.1) 25.5 (1.1) 10.2 (0.7) 1.6 (0.3)
タイ 17.8 (1.5) 45.8 (1.7) 29.0 (1.6) 7.1 (1.0) 0.4 (0.2)
ペルー 19.1 (1.2) 44.1 (1.4) 29.3 (1.2) 7.1 (0.8) c c
トルコ 18.4 (1.5) 46.9 (1.6) 29.5 (1.8) 5.1 (0.8) c c
ブラジル 25.3 (0.9) 42.7 (0.8) 24.7 (0.9) 6.8 (0.6) 0.5 (0.1)
モンテネグロ 22.2 (1.0) 46.5 (1.3) 26.7 (1.2) 4.5 (0.6) c c
チュニジア 28.3 (1.9) 57.8 (1.9) 13.2 (1.2) c c c c
（注） 1. 灰色の網掛けは非OECD加盟国を示す。
2. 習熟度レベル2以上の男子の割合が多い順に上から国を並べている。
3. 表中のcは欠損値（対象が少なすぎるため信頼できる推定値を得られない）。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
レベル4
（640点以上）国名
習熟度レベル
レベル1未満
（340点未満）
レベル1
（340点以上
440点未満）
レベル2
（440点以上
540点未満)
レベル3
（540点以上
640点未満）
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図表 2－5 レベル 2 を基準とする習熟度レベル別の生徒の割合（協同問題解決能力・男子） 
100 80 60 40 20 0 20 40 60 80 100
チュニジア
モンテネグロ
ブラジル
トルコ
ペルー
タイ
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%
レベル1以下の
生徒の割合
レベル2以上の
生徒の割合
%
（注） 習熟度レベル2以上の男子の割合が多い順に上から国を並べている。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
レベル4
レベル3
レベル2
レベル1
レベル1未満
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図表 2－6 習熟度レベル別の生徒の割合（協同問題解決能力・女子）
割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差 割合(%) 標準誤差
日本 c c 6.2 (0.5) 27.8 (1.1) 48.5 (1.3) 16.7 (1.1)
韓国 c c 7.2 (0.9) 32.0 (1.4) 47.2 (1.4) 13.1 (1.3)
シンガポール 1.0 (0.2) 7.6 (0.6) 26.4 (1.0) 41.1 (1.3) 24.0 (1.1)
マカオ c c 8.0 (0.7) 33.3 (1.2) 43.7 (1.2) 14.1 (0.9)
香港 c c 8.1 (0.8) 29.9 (1.7) 44.1 (1.6) 17.0 (1.2)
フィンランド 1.6 (0.3) 9.0 (0.7) 29.3 (1.3) 41.0 (1.3) 19.1 (1.2)
エストニア c c 10.1 (0.8) 33.6 (1.5) 40.9 (1.5) 14.5 (1.1)
台湾 1.5 (0.3) 10.7 (0.8) 35.7 (1.3) 40.2 (1.5) 11.8 (1.2)
カナダ 1.9 (0.3) 11.0 (0.8) 30.1 (1.0) 37.2 (1.0) 19.8 (0.8)
ニュージーランド 1.7 (0.4) 11.7 (0.9) 30.2 (1.2) 36.7 (1.3) 19.7 (1.3)
オーストラリア 2.1 (0.3) 11.6 (0.7) 30.1 (0.8) 36.8 (1.1) 19.3 (1.2)
デンマーク 1.8 (0.4) 13.7 (1.1) 37.8 (1.4) 36.4 (1.5) 10.4 (0.9)
ドイツ 2.4 (0.4) 13.7 (0.9) 32.8 (1.1) 35.7 (1.0) 15.5 (0.9)
スウェーデン 2.4 (0.4) 14.4 (1.2) 35.5 (1.6) 35.9 (1.2) 11.8 (1.3)
オランダ 2.2 (0.4) 14.9 (1.0) 35.2 (1.4) 35.8 (1.3) 11.9 (1.1)
イギリス 2.8 (0.4) 14.6 (0.9) 32.8 (1.1) 34.5 (1.3) 15.2 (1.0)
スロベニア 2.7 (0.4) 15.8 (1.0) 38.0 (1.7) 35.2 (1.4) 8.3 (0.9)
アメリカ 3.1 (0.6) 16.0 (1.1) 33.0 (1.2) 32.4 (1.4) 15.6 (1.3)
ノルウェー 2.4 (0.4) 16.9 (1.0) 40.2 (1.4) 32.2 (1.6) 8.4 (0.7)
オーストリア 3.3 (0.6) 16.9 (1.2) 35.7 (1.4) 33.5 (1.4) 10.5 (1.0)
チェコ 2.7 (0.4) 18.2 (1.1) 40.2 (1.5) 32.6 (1.4) 6.4 (0.6)
スペイン 3.3 (0.4) 17.7 (1.0) 42.1 (1.2) 31.8 (1.2) 5.1 (0.5)
アイスランド 2.8 (0.5) 19.1 (1.3) 39.3 (1.6) 31.1 (1.5) 7.8 (0.9)
ポルトガル 3.1 (0.4) 18.7 (1.0) 41.6 (1.2) 30.9 (1.2) 5.7 (0.6)
OECD平均 4.2 (0.1) 18.8 (0.2) 36.4 (0.2) 31.3 (0.2) 10.3 (0.2)
ラトビア 3.1 (0.5) 19.0 (1.0) 43.0 (1.3) 29.5 (1.6) 5.4 (0.8)
ベルギー 4.3 (0.5) 18.3 (1.1) 36.0 (1.0) 32.5 (1.1) 8.9 (0.8)
フランス 4.5 (0.5) 19.2 (1.1) 37.4 (1.3) 31.1 (1.2) 7.8 (0.8)
北京・上海・江蘇・広東 4.6 (0.7) 19.7 (1.4) 37.7 (1.4) 29.9 (1.7) 8.2 (1.2)
ルクセンブルク 4.6 (0.6) 21.8 (1.0) 37.1 (1.3) 28.6 (1.0) 7.9 (0.6)
クロアチア 4.4 (0.6) 24.9 (1.2) 44.0 (1.2) 23.8 (1.1) 2.9 (0.5)
イタリア 5.6 (0.6) 24.2 (1.5) 40.3 (1.5) 24.8 (1.2) 5.2 (0.8)
ロシア 5.0 (0.8) 26.1 (1.7) 41.2 (1.6) 23.0 (1.5) 4.7 (0.7)
ハンガリー 6.9 (0.8) 24.8 (1.3) 38.8 (1.4) 25.2 (1.3) 4.4 (0.6)
リトアニア 5.2 (0.6) 26.8 (1.1) 42.0 (1.5) 23.1 (1.1) 3.0 (0.5)
スロバキア 7.4 (0.7) 25.7 (1.2) 41.3 (1.3) 22.0 (1.2) 3.5 (0.6)
ギリシャ 6.7 (0.9) 28.0 (1.7) 41.1 (1.3) 21.7 (1.4) 2.5 (0.5)
イスラエル 9.0 (1.1) 28.3 (1.3) 32.0 (1.5) 24.3 (1.4) 6.3 (0.8)
チリ 6.9 (0.7) 31.7 (1.4) 42.8 (1.6) 17.3 (1.2) 1.3 (0.3)
キプロス 7.4 (0.7) 32.3 (1.1) 40.7 (1.3) 17.5 (0.9) 2.1 (0.4)
ブルガリア 11.4 (1.1) 30.6 (1.4) 36.0 (1.4) 19.4 (1.3) 2.6 (0.6)
アラブ首長国連邦 9.7 (0.8) 35.5 (1.3) 37.5 (1.2) 15.3 (1.0) 2.0 (0.2)
タイ 7.9 (0.9) 39.0 (1.5) 38.7 (1.4) 13.0 (1.1) 1.4 (0.4)
ウルグアイ 10.6 (0.8) 36.3 (1.1) 36.2 (1.2) 15.1 (1.0) 1.9 (0.3)
コスタリカ 8.2 (0.7) 39.6 (1.3) 41.3 (1.3) 10.2 (0.9) c c
メキシコ 9.3 (0.8) 40.6 (1.8) 40.7 (1.4) 9.1 (0.9) c c
トルコ 11.3 (1.3) 42.1 (2.0) 37.6 (1.9) 8.7 (1.0) c c
コロンビア 13.0 (1.0) 41.6 (1.1) 34.7 (1.4) 10.0 (0.9) 0.7 (0.2)
モンテネグロ 12.7 (0.9) 42.9 (1.3) 36.7 (1.3) 7.5 (0.7) c c
ペルー 17.1 (1.1) 42.5 (1.4) 32.0 (1.5) 8.1 (0.9) c c
ブラジル 17.4 (0.9) 43.3 (0.9) 30.5 (0.9) 8.2 (0.6) 0.7 (0.2)
チュニジア 21.3 (1.3) 61.0 (1.6) 16.9 (1.4) c c c c
（注） 1. 灰色の網掛けは非OECD加盟国を示す。
2. 習熟度レベル2以上の女子の割合が多い順に上から国を並べている。
3. 表中のcは欠損値（対象が少なすぎるため信頼できる推定値を得られない）。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
国名
習熟度レベル
レベル1未満
（340点未満）
レベル1
（340点以上
440点未満）
レベル2
（440点以上
540点未満)
レベル3
（540点以上
640点未満）
レベル4
（640点以上）
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図表 2－7 レベル 2 を基準とする習熟度レベル別の生徒の割合（協同問題解決能力・女子） 
（注） 習熟度レベル2以上の女子の割合が多い順に上から国を並べている。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
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2.2. 協同問題解決能力得点の国際比較 
 
2.2.1. 各国の協同問題解決能力得点 
 
図表 2－8 は，各国の協同問題解決能力の平均得点と，その平均得点に統計的な有意
差がない国を示したものである。日本の平均得点は 552 点である。OECD 平均の 500
点より得点が統計的に有意に高いのは，18 か国（そのうち OECD 加盟国は 14 か国）
 
図表 2－9 は，生徒の協同問題解決能力の平均得点と 95%信頼区間，統計的に考えら
れる平均得点の上位及び下位の順位を協同問題解決能力調査の参加国の中で示したも
のである。 
協同問題解決能力の平均得点は，シンガポール，日本，香港，韓国，カナダ，エスト
ニア，フィンランドの順に高く，日本の得点は 552 点で 2 位である。なお，平均得点に
は誤差が含まれるが，誤差を考慮に入れても統計的に考えられる日本の平均得点の順位
には変動がなく，OECD 加盟国の中で 1 位，参加国全体の中では 2 位である。 
 
 
2.2.2. 各国内での得点の分布 
 
図表 2－10 は，参加国における協同問題解決能力の平均得点の分布を示したもので
ある。各国の平均得点と，上位 5%，上位 10%，上位 25%，中央値，下位 25%，下位
10%，下位 5%に位置する生徒の得点を示している。 
上位 5%に位置する生徒の得点が最も高いのはシンガポールであり，709 点である。
カナダ，ニュージーランド，オーストラリア，アメリカ，フィンランド，ドイツ，イギ
リス，香港がこれに続き，日本は 680 点で 10 番目である。OECD 平均は 652 点であ
る。 
上位 10%，上位 25%，中央値，下位 25%，下位 10%，下位 5%に位置する日本の生
徒の得点は，それぞれ 655 点，610 点，558 点，499 点，440 点，402 点である。OECD
平均はそれぞれ 621 点，567 点，503 点，435 点，375 点，341 点である。つまり，日
本で上位 10%に位置する生徒は，OECD 平均では上位 5%に位置する。 
日本で上位 5%及び 10%以上に位置する生徒は 2.1.1 で記述した習熟度レベル 4 に属
し，上位 25%及び中央値に位置する生徒はレベル 3 に，下位 25%及び 10%に位置する
生徒はレベル 2 に，下位 5%に位置する生徒はレベル 1 にそれぞれ属している。 
 
 
 
 
 
 
である。一方，OECD平均より得点が統計的に有意に低いのは，25か国（そのうちOECD
加盟国は 11か国）である。
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平均得点 国名 平均得点に統計的な有意差がない国
561 シンガポール
552 日本
541 香港 韓国, カナダ, エストニア, フィンランド
538 韓国 香港, カナダ, エストニア, フィンランド, マカオ, ニュージーランド
535 カナダ 香港, 韓国, エストニア, フィンランド, マカオ, ニュージーランド, オーストラリア
535 エストニア 香港, 韓国, カナダ, フィンランド, マカオ, ニュージーランド, オーストラリア
534 フィンランド 香港, 韓国, カナダ, エストニア, マカオ, ニュージーランド, オーストラリア
534 マカオ 韓国, カナダ, エストニア, フィンランド, ニュージーランド, オーストラリア
533 ニュージーランド 韓国, カナダ, エストニア, フィンランド, マカオ, オーストラリア, 台湾
531 オーストラリア カナダ, エストニア, フィンランド, マカオ, ニュージーランド, 台湾, ドイツ
527 台湾 ニュージーランド, オーストラリア, ドイツ, アメリカ, デンマーク
525 ドイツ オーストラリア, 台湾, アメリカ, デンマーク, イギリス, オランダ
520 アメリカ 台湾, ドイツ, デンマーク, イギリス, オランダ
520 デンマーク 台湾, ドイツ, アメリカ, イギリス, オランダ
519 イギリス ドイツ, アメリカ, デンマーク, オランダ
518 オランダ ドイツ, アメリカ, デンマーク, イギリス, スウェーデン
510 スウェーデン オランダ, オーストリア, ノルウェー
509 オーストリア スウェーデン
502 ノルウェー
スウェーデン, スロベニア, ベルギー, アイスランド, チェコ, ポルトガル, スペイン,
北京・上海・江蘇・広東
502 スロベニア ノルウェー, ベルギー, アイスランド, チェコ, ポルトガル, 北京・上海・江蘇・広東
501 ベルギー ノルウェー, スロベニア, アイスランド, チェコ, ポルトガル, スペイン, 北京・上海・江蘇・広東
500 OECD平均
499 アイスランド ノルウェー, スロベニア, ベルギー, チェコ, ポルトガル, スペイン, 北京・上海・江蘇・広東, フランス
499 チェコ
ノルウェー, スロベニア, ベルギー, アイスランド, ポルトガル, スペイン, 北京・上海・江蘇・広東,
フランス
498 ポルトガル ノルウェー, スロベニア, ベルギー, アイスランド, チェコ, スペイン, 
北京・上海・江蘇・広東, フランス
496 スペイン ノルウェー, ベルギー, アイスランド, チェコ, ポルトガル, 北京・上海・江蘇・広東, フランス
496 北京・上海・江蘇・広東
ノルウェー, スロベニア, ベルギー, アイスランド, チェコ, ポルトガル, スペイン, フランス,
ルクセンブルク
494 フランス アイスランド, チェコ, ポルトガル, スペイン, 北京・上海・江蘇・広東, ルクセンブルク
491 ルクセンブルク 北京・上海・江蘇・広東, フランス
485 ラトビア
478 イタリア ロシア, クロアチア, ハンガリー, イスラエル
473 ロシア イタリア, クロアチア, ハンガリー, イスラエル, リトアニア
473 クロアチア イタリア, ロシア, ハンガリー, イスラエル, リトアニア
472 ハンガリー イタリア, ロシア, クロアチア, イスラエル, リトアニア
469 イスラエル イタリア, ロシア, クロアチア, ハンガリー, リトアニア, スロバキア
467 リトアニア ロシア, クロアチア, ハンガリー, イスラエル, スロバキア
463 スロバキア イスラエル, リトアニア, ギリシャ, チリ
459 ギリシャ スロバキア, チリ
457 チリ スロバキア, ギリシャ
444 キプロス ブルガリア, ウルグアイ, コスタリカ
444 ブルガリア キプロス, ウルグアイ, コスタリカ, タイ, アラブ首長国連邦
443 ウルグアイ キプロス, ブルガリア, コスタリカ, タイ
441 コスタリカ キプロス, ブルガリア, ウルグアイ, タイ, アラブ首長国連邦
436 タイ ブルガリア, ウルグアイ, コスタリカ, アラブ首長国連邦, メキシコ, コロンビア
435 アラブ首長国連邦 ブルガリア, コスタリカ, タイ, メキシコ, コロンビア
433 メキシコ タイ, アラブ首長国連邦, コロンビア
429 コロンビア タイ, アラブ首長国連邦, メキシコ, トルコ
422 トルコ コロンビア, ペルー, モンテネグロ
418 ペルー トルコ, モンテネグロ, ブラジル
416 モンテネグロ トルコ, ペルー, ブラジル
412 ブラジル ペルー, モンテネグロ
382 チュニジア
平均得点
平均得点
平均得点
国名 OECD加盟国
国名 非OECD加盟国
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
OECD平均よりも統計的に有意に高い国・地域
OECD平均と統計的に有意差がない国・地域
OECD平均よりも統計的に有意に低い国・地域
図表 2－8 協同問題解決能力の平均得点
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図表 2－9 協同問題解決能力の平均得点と順位の範囲 
上位 下位 上位 下位
シンガポール 561 559 ­ 564 1 1
日本 552 546 ­ 557 1 1 2 2
香港 541 535 ­ 547 3 5
韓国 538 533 ­ 543 2 5 3 7
カナダ 535 531 ­ 540 2 6 4 10
エストニア 535 530 ­ 540 2 6 4 10
フィンランド 534 529 ­ 539 2 7 4 10
マカオ 534 531 ­ 536 5 10
ニュージーランド 533 528 ­ 538 3 7 5 11
オーストラリア 531 528 ­ 535 4 7 7 11
台湾 527 522 ­ 531 10 13
ドイツ 525 519 ­ 530 7 10 10 14
アメリカ 520 513 ­ 527 8 12 11 16
デンマーク 520 515 ­ 525 8 12 12 16
イギリス 519 514 ­ 524 8 12 12 16
オランダ 518 513 ­ 522 9 12 13 16
スウェーデン 510 503 ­ 516 12 15 16 19
オーストリア 509 504 ­ 514 13 15 17 19
ノルウェー 502 497 ­ 507 14 19 18 24
スロベニア 502 499 ­ 505 15 19 19 23
ベルギー 501 496 ­ 506 15 20 19 25
OECD平均 500 ­ ­ ­ ­ ­
アイスランド 499 495 ­ 504 15 21 19 26
チェコ 499 494 ­ 503 16 22 19 26
ポルトガル 498 493 ­ 503 16 22 20 27
スペイン 496 492 ­ 501 17 22 22 27
北京・上海・江蘇・広東 496 488 ­ 504 20 28
フランス 494 489 ­ 499 19 23 24 28
ルクセンブルク 491 488 ­ 494 22 23 27 28
ラトビア 485 480 ­ 489 24 24 29 29
イタリア 478 473 ­ 483 25 26 30 32
ロシア 473 467 ­ 480 30 34
クロアチア 473 468 ­ 478 30 34
ハンガリー 472 468 ­ 477 26 27 31 35
イスラエル 469 462 ­ 476 26 28 31 36
リトアニア 467 463 ­ 472 33 36
スロバキア 463 458 ­ 467 27 29 35 37
ギリシャ 459 452 ­ 466 28 30 36 38
チリ 457 452 ­ 462 29 30 37 38
キプロス 444 441 ­ 448 39 42
ブルガリア 444 437 ­ 452 39 43
ウルグアイ 443 438 ­ 447 39 42
コスタリカ 441 436 ­ 446 39 43
タイ 436 429 ­ 442 42 46
アラブ首長国連邦 435 430 ­ 440 42 45
メキシコ 433 428 ­ 438 31 31 43 46
コロンビア 429 425 ­ 434 45 47
トルコ 422 416 ­ 429 32 32 46 48
ペルー 418 413 ­ 423 47 49
モンテネグロ 416 413 ­ 418 48 50
ブラジル 412 407 ­ 416 49 50
チュニジア 382 378 ­ 385 51 51
国名 OECD加盟国
国名 非OECD加盟国
平均得点 OECD平均よりも統計的に有意に高い国・地域
平均得点 OECD平均と統計的に有意差がない国・地域
平均得点 OECD平均よりも統計的に有意に低い国・地域
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
国名 平均
得点
95%信頼区間
順位の範囲
OECD加盟国 全ての参加国
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図表 2－10 協同問題解決能力の平均得点の国別分布 
シンガポール 561 (1.2) 392 (3.2) 432 (2.6) 499 (1.9) 568 (1.9) 630 (1.9) 680 (2.8) 709 (3.2)
日本 552 (2.7) 402 (5.5) 440 (4.6) 499 (3.3) 558 (2.8) 610 (2.6) 655 (3.1) 680 (3.9)
香港 541 (2.9) 382 (4.9) 420 (5.0) 483 (4.0) 546 (3.4) 604 (3.2) 652 (3.2) 681 (3.6)
韓国 538 (2.5) 390 (4.9) 425 (3.8) 484 (3.3) 544 (2.6) 598 (2.5) 641 (3.1) 667 (3.4)
カナダ 535 (2.3) 358 (3.5) 397 (3.5) 465 (2.8) 539 (2.7) 607 (2.4) 667 (3.2) 702 (3.1)
エストニア 535 (2.5) 382 (3.9) 416 (3.5) 475 (3.1) 538 (3.0) 598 (3.4) 650 (3.8) 679 (3.7)
フィンランド 534 (2.6) 359 (5.0) 399 (4.4) 466 (3.4) 539 (2.9) 605 (2.9) 660 (3.4) 693 (3.9)
マカオ 534 (1.2) 377 (3.4) 415 (2.8) 476 (2.1) 539 (1.9) 596 (1.8) 645 (2.6) 672 (3.4)
ニュージーランド 533 (2.4) 353 (5.1) 391 (4.1) 460 (3.5) 537 (3.1) 608 (3.6) 666 (3.5) 700 (4.0)
オーストラリア 531 (1.9) 347 (3.2) 388 (3.8) 460 (2.7) 537 (2.3) 607 (2.2) 664 (2.7) 698 (3.2)
台湾 527 (2.5) 370 (3.9) 407 (3.5) 468 (2.9) 531 (2.8) 590 (3.0) 639 (3.5) 667 (4.1)
ドイツ 525 (2.8) 354 (4.8) 390 (4.5) 456 (3.7) 527 (3.0) 595 (3.4) 653 (3.2) 686 (3.5)
アメリカ 520 (3.6) 341 (4.6) 376 (4.4) 445 (4.3) 522 (4.1) 596 (4.2) 659 (4.6) 696 (5.6)
デンマーク 520 (2.5) 367 (3.9) 402 (3.7) 460 (3.3) 522 (2.9) 583 (3.1) 634 (3.6) 663 (4.3)
イギリス 519 (2.7) 348 (4.1) 384 (3.9) 449 (3.4) 521 (3.1) 591 (3.4) 651 (3.4) 686 (3.9)
オランダ 518 (2.4) 355 (4.3) 389 (4.2) 450 (3.5) 521 (3.1) 586 (2.9) 640 (3.8) 672 (4.4)
スウェーデン 510 (3.4) 344 (5.1) 379 (4.4) 441 (4.3) 513 (3.8) 579 (4.4) 635 (5.0) 667 (6.1)
オーストリア 509 (2.6) 345 (4.0) 379 (3.8) 441 (3.4) 512 (3.3) 580 (3.1) 635 (3.4) 667 (4.3)
ノルウェー 502 (2.5) 345 (4.9) 380 (3.5) 439 (3.1) 505 (2.9) 568 (3.2) 621 (3.4) 653 (4.3)
スロベニア 502 (1.8) 345 (3.6) 378 (3.0) 438 (2.8) 505 (2.4) 568 (2.7) 620 (3.7) 649 (4.3)
ベルギー 501 (2.4) 334 (4.2) 369 (3.6) 434 (3.2) 506 (2.4) 572 (2.4) 625 (3.0) 655 (3.3)
OECD平均 500 (0.5) 341 (0.8) 375 (0.7) 435 (0.6) 503 (0.5) 567 (0.6) 621 (0.6) 652 (0.7)
アイスランド 499 (2.3) 343 (4.3) 375 (4.1) 433 (3.3) 502 (3.0) 566 (3.4) 620 (4.3) 652 (5.1)
チェコ 499 (2.2) 344 (4.2) 377 (3.7) 436 (3.0) 502 (2.7) 563 (2.6) 614 (2.9) 643 (3.1)
ポルトガル 498 (2.6) 343 (4.3) 377 (4.0) 437 (3.2) 502 (2.9) 562 (3.2) 613 (2.9) 641 (3.7)
スペイン 496 (2.1) 345 (3.9) 379 (3.6) 438 (3.0) 500 (2.6) 559 (2.3) 607 (2.6) 635 (2.9)
北京・上海・江蘇・広東 496 (4.0) 333 (5.4) 368 (5.0) 429 (4.7) 499 (4.3) 564 (4.9) 620 (5.2) 651 (6.0)
フランス 494 (2.4) 325 (4.0) 359 (3.5) 424 (3.2) 499 (2.9) 566 (2.8) 620 (3.1) 651 (4.0)
ルクセンブルク 491 (1.5) 328 (3.6) 361 (2.5) 420 (2.0) 492 (2.1) 561 (2.0) 621 (2.5) 654 (3.7)
ラトビア 485 (2.3) 335 (3.7) 367 (3.8) 423 (3.1) 487 (2.6) 547 (2.8) 599 (3.2) 631 (4.4)
イタリア 478 (2.5) 319 (4.6) 353 (3.7) 412 (3.3) 479 (3.0) 545 (2.9) 601 (4.0) 633 (4.5)
ロシア 473 (3.4) 324 (4.6) 355 (4.2) 410 (3.7) 472 (4.1) 537 (4.5) 593 (4.4) 626 (5.7)
クロアチア 473 (2.5) 328 (4.3) 359 (4.1) 412 (3.3) 474 (2.8) 534 (2.6) 585 (3.3) 614 (3.7)
ハンガリー 472 (2.4) 316 (4.3) 347 (3.4) 404 (3.0) 475 (3.1) 541 (2.8) 594 (3.5) 625 (3.5)
イスラエル 469 (3.6) 307 (3.9) 334 (4.0) 386 (4.6) 467 (5.0) 548 (4.2) 609 (4.4) 643 (4.6)
リトアニア 467 (2.5) 319 (4.0) 349 (3.1) 404 (3.2) 468 (3.1) 532 (3.0) 584 (3.7) 613 (4.4)
スロバキア 463 (2.4) 311 (4.0) 343 (3.4) 398 (2.9) 463 (2.8) 528 (3.1) 583 (4.0) 615 (4.4)
ギリシャ 459 (3.6) 307 (5.6) 338 (5.1) 394 (4.5) 459 (4.0) 524 (3.7) 578 (4.1) 609 (4.1)
チリ 457 (2.7) 319 (3.6) 348 (3.4) 398 (3.3) 457 (3.2) 516 (3.3) 567 (3.6) 596 (4.0)
キプロス 444 (1.7) 298 (2.9) 328 (2.5) 379 (2.0) 443 (2.9) 508 (2.7) 564 (3.3) 596 (3.4)
ブルガリア 444 (3.9) 290 (5.5) 319 (4.0) 370 (4.5) 442 (5.1) 515 (4.8) 575 (4.1) 606 (4.3)
ウルグアイ 443 (2.3) 301 (3.4) 328 (2.7) 376 (2.5) 439 (2.5) 506 (3.1) 564 (3.7) 597 (4.8)
コスタリカ 441 (2.4) 316 (3.8) 343 (2.9) 387 (2.6) 440 (2.8) 494 (2.8) 542 (3.6) 570 (4.3)
タイ 436 (3.5) 307 (4.0) 332 (3.4) 375 (3.4) 431 (3.9) 492 (4.5) 547 (5.1) 580 (5.7)
アラブ首長国連邦 435 (2.4) 289 (3.2) 317 (3.0) 366 (2.6) 430 (3.0) 500 (3.2) 563 (2.7) 598 (3.4)
メキシコ 433 (2.5) 305 (3.9) 331 (3.3) 378 (3.1) 433 (3.1) 488 (3.2) 536 (3.4) 564 (3.7)
コロンビア 429 (2.3) 300 (3.6) 325 (3.2) 370 (2.7) 426 (2.7) 486 (2.9) 539 (3.2) 571 (3.7)
トルコ 422 (3.4) 298 (4.0) 323 (3.8) 367 (3.6) 420 (4.0) 477 (4.4) 526 (4.3) 553 (5.0)
ペルー 418 (2.5) 287 (2.9) 313 (2.8) 358 (2.5) 414 (2.9) 475 (3.7) 529 (4.6) 561 (4.6)
モンテネグロ 416 (1.3) 291 (2.5) 315 (2.3) 359 (1.5) 414 (1.7) 471 (2.4) 520 (2.8) 548 (3.4)
ブラジル 412 (2.3) 277 (2.4) 304 (2.2) 350 (2.1) 406 (2.6) 470 (3.1) 529 (3.9) 564 (4.8)
チュニジア 382 (1.9) 291 (2.8) 310 (2.6) 341 (2.1) 378 (2.2) 419 (2.8) 459 (3.6) 485 (4.4)
（注） 1. 灰色の網掛けは非OECD加盟国を示す。
2. 平均得点が高い順に上から国を並べている。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
平均得点 標準誤差
中央値 上位25%値 上位10%値 上位5%値
国名
下位5%値 下位10%値 下位25%値全体
得点 標準誤差 得点
標準
誤差 得点
標準
誤差 得点 得点
標準
誤差
標準
誤差 得点
標準
誤差 得点
標準
誤差
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2.2.3.  協同問題解決能力得点の男女差 
図表 2－11 は，協同問題解決能力の男女別の平均得点と，平均得点の男女差を示したも
のである。男女差が大きい順に上から国を並べている。
 協同問題解決能力調査の参加国全てにおいて，男子よりも女子の方が得点が高く，統計的
な有意差がある。日本は男子が 539 点に対し，女子が 565 点で，女子が男子より 26 点高
い。OECD 平均は男子が 486 点に対し，女子が 515 点で，女子が男子より 29 点高く，統
計的な有意差がある。男女差が最も大きいフィンランドは，女子が男子より 48 点高い。コ
スタリカ，ペルーは男女差が最も小さく，女子が男子より 7 点高い。
なお，日本の女子の得点は，シンガポール全体の平均得点である 561 点を 4 点上回って
いる。
また，図表 2－12 は，協同問題解決能力，科学的リテラシー，読解力，数学的リテラシー
の各評価分野の男女の得点の差を示している。協同問題解決能力の男女差が大きい順に上
から国を並べている。
 日本は，科学的リテラシー及び数学的リテラシーにおいて，男子が女子よりも得点が高い
一方，協同問題解決能力及び読解力においては，女子が男子よりも得点が高く，それぞれ統
計的な有意差がある。OECD 平均についても日本と同様の傾向が見られる。 
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図表 2－11 協同問題解決能力の平均得点の男女差
平均得点 標準誤差 平均得点 標準誤差 平均得点 標準誤差 得点差 標準誤差
フィンランド 534 (2.6) 511 (3.2) 559 (3.0) ­48 (3.6)
スウェーデン 510 (3.4) 489 (4.0) 531 (3.8) ­42 (3.9)
オーストラリア 531 (1.9) 511 (2.5) 552 (2.5) ­41 (3.1)
ニュージーランド 533 (2.4) 513 (3.2) 553 (3.0) ­41 (3.8)
ラトビア 485 (2.3) 465 (2.6) 505 (2.9) ­40 (3.2)
キプロス 444 (1.7) 424 (2.0) 464 (2.2) ­40 (2.4)
カナダ 535 (2.3) 516 (2.8) 555 (2.4) ­39 (2.6)
マカオ 534 (1.2) 515 (1.9) 553 (2.0) ­38 (2.9)
アラブ首長国連邦 435 (2.4) 416 (2.9) 454 (3.1) ­38 (4.1)
スロベニア 502 (1.8) 484 (2.2) 521 (2.2) ­36 (2.6)
香港 541 (2.9) 523 (3.7) 559 (3.4) ­36 (4.4)
タイ 436 (3.5) 416 (4.1) 451 (3.6) ­35 (3.6)
イギリス 519 (2.7) 503 (3.1) 536 (3.3) ­34 (3.5)
韓国 538 (2.5) 522 (3.5) 556 (3.3) ­33 (4.4)
ブルガリア 444 (3.9) 429 (4.6) 461 (3.9) ­31 (4.2)
ギリシャ 459 (3.6) 444 (4.2) 475 (3.7) ­31 (3.7)
ノルウェー 502 (2.5) 487 (3.0) 518 (3.2) ­30 (3.7)
スロバキア 463 (2.4) 448 (2.8) 478 (3.4) ­30 (4.2)
ドイツ 525 (2.8) 510 (3.4) 540 (3.0) ­30 (3.2)
OECD平均 500 (0.5) 486 (0.6) 515 (0.5) ­29 (0.6)
フランス 494 (2.4) 480 (3.4) 508 (2.8) ­29 (3.9)
リトアニア 467 (2.5) 453 (2.9) 482 (2.8) ­29 (3.1)
台湾 527 (2.5) 513 (3.4) 541 (3.4) ­28 (4.9)
オランダ 518 (2.4) 504 (3.0) 531 (2.8) ­27 (3.3)
アイスランド 499 (2.3) 485 (3.0) 512 (2.6) ­27 (3.4)
クロアチア 473 (2.5) 459 (3.3) 486 (2.6) ­27 (3.3)
エストニア 535 (2.5) 522 (2.9) 549 (2.7) ­27 (2.8)
日本 552 (2.7) 539 (3.6) 565 (2.6) ­26 (3.7)
モンテネグロ 416 (1.3) 403 (1.8) 429 (2.0) ­26 (2.9)
チェコ 499 (2.2) 486 (2.9) 512 (2.7) ­26 (3.6)
アメリカ 520 (3.6) 507 (4.4) 533 (4.0) ­26 (4.3)
ハンガリー 472 (2.4) 459 (3.3) 485 (2.8) ­26 (4.1)
ロシア 473 (3.4) 460 (3.8) 486 (3.9) ­25 (3.9)
ルクセンブルク 491 (1.5) 478 (2.5) 504 (1.9) ­25 (3.3)
ベルギー 501 (2.4) 489 (3.0) 514 (2.9) ­25 (3.7)
オーストリア 509 (2.6) 498 (3.4) 521 (3.4) ­24 (4.4)
イタリア 478 (2.5) 466 (3.4) 489 (3.4) ­23 (4.5)
トルコ 422 (3.4) 411 (4.0) 434 (4.1) ­23 (4.3)
スペイン 496 (2.1) 485 (2.7) 508 (2.6) ­22 (3.0)
イスラエル 469 (3.6) 459 (4.3) 481 (4.7) ­22 (5.4)
北京・上海・江蘇・広東 496 (4.0) 486 (3.9) 508 (4.6) ­22 (3.2)
デンマーク 520 (2.5) 509 (2.9) 530 (3.3) ­21 (3.5)
シンガポール 561 (1.2) 552 (1.7) 572 (2.1) ­20 (2.9)
ポルトガル 498 (2.6) 489 (3.2) 507 (2.7) ­19 (2.8)
ブラジル 412 (2.3) 402 (2.5) 421 (2.6) ­18 (2.3)
ウルグアイ 443 (2.3) 434 (3.3) 451 (2.7) ­17 (3.9)
チリ 457 (2.7) 450 (3.1) 464 (3.1) ­14 (3.0)
メキシコ 433 (2.5) 426 (2.9) 440 (2.7) ­14 (2.9)
チュニジア 382 (1.9) 375 (2.3) 387 (2.3) ­12 (2.4)
コロンビア 429 (2.3) 425 (2.9) 433 (2.7) ­8 (3.3)
コスタリカ 441 (2.4) 437 (2.8) 445 (2.7) ­7 (2.7)
ペルー 418 (2.5) 414 (2.8) 421 (3.0) ­7 (3.0)
（注）1. 表の平均得点及び差は小数点第一位を四捨五入した値であり、表中のそれぞれの得点差とは必ずしも一致しない。
2. 灰色の網掛けは非OECD加盟国を示す。
3. 太字は統計的に有意差があることを示す。
4. 男女の得点差が大きい順に上から国を並べている。
国名
全体 男子 女子 男女差（男子－女子）
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
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図表 2－12 各評価分野の得点の男女差 
得点差 標準誤差 得点差 標準誤差 得点差 標準誤差 得点差 標準誤差
フィンランド ­48 (3.6) ­19 (2.4) ­47 (2.9) ­8 (2.4)
スウェーデン ­42 (3.9) ­5 (3.1) ­39 (3.2) ­2 (3.3)
オーストラリア ­41 (3.1) 2 (2.3) ­32 (3.0) 6 (3.4)
ニュージーランド ­41 (3.8) 5 (3.6) ­32 (4.1) 9 (4.2)
ラトビア ­40 (3.2) ­11 (2.8) ­42 (3.1) ­2 (3.4)
キプロス ­40 (2.4) ­17 (2.4) ­52 (2.4) ­5 (2.5)
カナダ ­39 (2.6) 1 (2.4) ­26 (2.1) 9 (2.8)
マカオ ­38 (2.9) ­8 (2.1) ­32 (2.4) ­8 (2.3)
アラブ首長国連邦 ­38 (4.1) ­26 (4.4) ­50 (5.0) ­7 (4.9)
スロベニア ­36 (2.6) ­6 (2.7) ­43 (3.3) 4 (3.3)
香港 ­36 (4.4) ­1 (4.1) ­28 (4.6) 2 (5.1)
タイ ­35 (3.6) ­9 (3.2) ­31 (3.6) ­3 (3.7)
イギリス ­34 (3.5) 1 (3.5) ­22 (3.3) 12 (3.4)
韓国 ­33 (4.4) ­10 (5.0) ­41 (5.4) ­7 (5.6)
ブルガリア ­31 (4.2) ­15 (4.5) ­47 (4.9) ­2 (4.7)
ギリシャ ­31 (3.7) ­9 (3.7) ­37 (4.5) 0 (3.8)
ノルウェー ­30 (3.7) 3 (2.9) ­40 (3.2) ­2 (2.8)
スロバキア ­30 (4.2) ­1 (3.5) ­36 (4.0) 6 (3.9)
ドイツ ­30 (3.2) 10 (2.6) ­21 (3.3) 17 (2.9)
OECD平均（CPS参加国） ­29 (0.6) 3 (0.6) ­27 (0.7) 7 (0.6)
フランス ­29 (3.9) 2 (3.4) ­29 (4.4) 6 (3.6)
リトアニア ­29 (3.1) ­7 (3.0) ­39 (3.1) ­1 (2.7)
台湾 ­28 (4.9) 4 (5.8) ­25 (5.1) 6 (6.4)
オランダ ­27 (3.3) 4 (3.0) ­24 (3.4) 2 (2.4)
アイスランド ­27 (3.4) ­3 (3.4) ­42 (3.7) ­1 (3.5)
クロアチア ­27 (3.3) 6 (3.5) ­26 (3.5) 13 (4.2)
エストニア ­27 (2.8) 3 (2.8) ­28 (2.9) 5 (2.9)
日本 ­26 (3.7) 14 (3.9) ­13 (4.3) 14 (3.6)
モンテネグロ ­26 (2.9) ­5 (2.2) ­34 (3.0) 0 (2.9)
チェコ ­26 (3.6) 9 (3.7) ­26 (4.2) 7 (3.7)
アメリカ ­26 (4.3) 7 (3.1) ­20 (3.6) 9 (3.1)
ハンガリー ­26 (4.1) 3 (4.0) ­25 (4.4) 8 (4.3)
ロシア ­25 (3.9) 4 (3.2) ­26 (3.3) 6 (3.5)
ルクセンブルク ­25 (3.3) 8 (2.3) ­21 (2.8) 11 (3.1)
ベルギー ­25 (3.7) 12 (3.6) ­16 (3.7) 14 (3.4)
オーストリア ­24 (4.4) 19 (4.8) ­20 (5.6) 27 (5.0)
イタリア ­23 (4.5) 17 (4.6) ­16 (4.7) 20 (4.3)
トルコ ­23 (4.3) ­6 (4.2) ­28 (4.9) 6 (4.6)
スペイン ­22 (3.0) 7 (2.7) ­20 (3.5) 16 (2.8)
イスラエル ­22 (5.4) 4 (5.5) ­23 (6.5) 8 (6.1)
北京・上海・江蘇・広東 ­22 (3.2) 9 (3.0) ­16 (3.4) 6 (3.6)
デンマーク ­21 (3.5) 6 (3.3) ­22 (3.7) 9 (3.1)
シンガポール ­20 (2.9) 6 (2.5) ­20 (2.6) 0 (2.5)
ポルトガル ­19 (2.8) 10 (2.3) ­17 (2.5) 10 (2.9)
ブラジル ­18 (2.3) 4 (1.6) ­23 (2.5) 15 (2.4)
ウルグアイ ­17 (3.9) 9 (3.0) ­23 (3.3) 14 (3.5)
チリ ­14 (3.0) 15 (3.4) ­12 (3.6) 18 (3.6)
メキシコ ­14 (2.9) 8 (2.3) ­16 (2.5) 7 (2.3)
チュニジア ­12 (2.4) 4 (1.8) ­25 (3.3) 6 (3.0)
コロンビア ­8 (3.3) 10 (2.9) ­16 (3.4) 11 (3.4)
コスタリカ ­7 (2.7) 18 (2.1) ­15 (2.8) 16 (3.0)
ペルー ­7 (3.0) 10 (3.3) ­8 (3.9) 9 (3.0)
（注）  1. 表の数値は小数点第一位を四捨五入した値である。
2. 灰色の網掛けは非OECD非加盟国を示す。
3. 太字は統計的な有意差があることを示す。
4. 協同問題解決能力における男女の得点差が大きい順に上から国を並べている。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
国名
男女差（男子－女子）
協同問題解決能力 科学的リテラシー 読解力 数学的リテラシー
41
41 
2.3 協同問題解決能力と科学的リテラシー，読解力，数学的リテラシーとの関係 
図表 2―13 は，協同問題解決能力に参加したそれぞれの国について，協同問題解決能
力と 3 分野（科学的リテラシー，読解力，数学的リテラシー）間の得点の相関係数21を
示している。なお，協同問題解決能力と科学的リテラシーの相関係数の大きい順に上か
ら国を並べている。
日本について協同問題解決能力と 3 分野との関係を見ると，協同問題解決能力と科学
的リテラシーとの相関係数が 0.72，読解力との相関係数が 0.73，数学的リテラシーと
の相関係数が 0.66 となっており，協同問題解決能力と科学的リテラシーあるいは読解
力との関係はほぼ同じ水準にあるが，数学的リテラシーとの関係はやや弱い。これらは，
3 分野間の相関と比べるとやや弱いものの，比較的強い関係が見られる。 
OECD 平均について見ると，協同問題解決能力と科学的リテラシーとの相関係数は
0.77，読解力との相関係数は 0.74 であり，僅かではあるが科学的リテラシーとの関係
の方が強い。一方で，協同問題解決能力と数学的リテラシーとの相関係数は 0.70 と，
日本と同様に他の 2 分野と比べると協同問題解決能力との関係はやや弱くなる。参加国
全体についても同様に，多くの国において，協同問題解決能力と科学的リテラシーある
いは読解力との相関係数は同程度であり，数学的リテラシーとの関係はやや弱い傾向に
ある。
参加国全体と比較した日本の特徴としては，協同問題解決能力と 3 分野との相関係数
が他の国と比べて小さい点があげられる。これは図表 2－2 が示すように，日本の協同
問題解決能力の習熟度レベル 1 以下の生徒は 10.1％であり下位層が少ないことから，3
分野で下位層だった生徒が協同問題解決能力においては必ずしも下位層ではなかった
ことが影響していると考えられる。
さらに，日本において 3 分野間の関係を見ると，科学的リテラシーと読解力の相関係
数が 0.86，科学的リテラシーと数学的リテラシーの相関係数が 0.87，読解力と数学的
リテラシーの相関係数が 0.79 となっており，協同問題解決能力と 3 分野との関係は 3
分野間の関係よりも弱い。
21 ある分野の得点が高い生徒ほど別の分野の得点が高い場合は，正の値，低い場合は負の値を
とり，最大値の 1 に近づくにつれて正の関係が強く，最小値の－1 に近づくにつれて負の関係
が強いことを示す。
同様に，���� 平均について � 分野間の関係を見ると，科学的リテラシーと読解力
の相関係数が ����，科学的リテラシーと数学的リテラシーの相関係数が ����，読解力
と数学的リテラシーが ����であり，日本と同じく協同問題解決能力と� �分野との関係
は �分野間の関係よりも弱い。同様の傾向は参加国全体においても見られる。�
�
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図表 2－13 協同問題解決能力と科学的リテラシー，読解力，数学的リテラシーの関係 
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誤差
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係数
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相関
係数
標準
誤差
ブルガリア 0.83 (0.01) 0.80 (0.01) 0.74 (0.01) 0.89 (0.01) 0.89 (0.01) 0.80 (0.01)
アメリカ 0.82 (0.01) 0.79 (0.01) 0.76 (0.01) 0.90 (0.00) 0.90 (0.00) 0.83 (0.01)
アラブ首長国連邦 0.81 (0.01) 0.80 (0.01) 0.74 (0.01) 0.89 (0.00) 0.88 (0.01) 0.81 (0.01)
ハンガリー 0.81 (0.01) 0.78 (0.01) 0.74 (0.01) 0.90 (0.00) 0.90 (0.01) 0.83 (0.01)
シンガポール 0.80 (0.01) 0.78 (0.01) 0.73 (0.01) 0.90 (0.01) 0.89 (0.00) 0.82 (0.01)
コロンビア 0.80 (0.01) 0.74 (0.01) 0.74 (0.01) 0.90 (0.01) 0.90 (0.01) 0.83 (0.01)
イスラエル 0.80 (0.01) 0.78 (0.01) 0.75 (0.01) 0.89 (0.01) 0.89 (0.01) 0.83 (0.01)
北京・上海・江蘇・広東 0.80 (0.01) 0.76 (0.01) 0.76 (0.01) 0.90 (0.01) 0.91 (0.01) 0.84 (0.01)
リトアニア 0.79 (0.01) 0.74 (0.01) 0.72 (0.01) 0.87 (0.00) 0.90 (0.01) 0.79 (0.01)
ペルー 0.79 (0.01) 0.78 (0.01) 0.73 (0.01) 0.88 (0.01) 0.86 (0.01) 0.81 (0.01)
エストニア 0.79 (0.01) 0.74 (0.01) 0.71 (0.01) 0.87 (0.01) 0.88 (0.01) 0.78 (0.01)
ギリシャ 0.79 (0.01) 0.75 (0.01) 0.73 (0.01) 0.88 (0.01) 0.88 (0.01) 0.79 (0.01)
タイ 0.78 (0.01) 0.76 (0.02) 0.65 (0.02) 0.87 (0.01) 0.83 (0.01) 0.75 (0.01)
フィンランド 0.78 (0.01) 0.75 (0.01) 0.72 (0.01) 0.87 (0.01) 0.87 (0.01) 0.79 (0.01)
オーストリア 0.78 (0.01) 0.77 (0.01) 0.71 (0.01) 0.88 (0.01) 0.89 (0.01) 0.80 (0.01)
ニュージーランド 0.78 (0.01) 0.75 (0.01) 0.70 (0.01) 0.87 (0.00) 0.89 (0.00) 0.79 (0.01)
マカオ 0.78 (0.01) 0.78 (0.01) 0.65 (0.02) 0.89 (0.00) 0.84 (0.01) 0.75 (0.01)
ベルギー 0.78 (0.01) 0.76 (0.01) 0.73 (0.01) 0.90 (0.00) 0.90 (0.00) 0.84 (0.01)
ルクセンブルク 0.78 (0.01) 0.78 (0.01) 0.73 (0.01) 0.90 (0.00) 0.91 (0.00) 0.83 (0.01)
フランス 0.78 (0.01) 0.75 (0.01) 0.70 (0.01) 0.90 (0.00) 0.91 (0.01) 0.84 (0.01)
台湾 0.77 (0.01) 0.77 (0.01) 0.71 (0.01) 0.90 (0.01) 0.90 (0.01) 0.83 (0.01)
スウェーデン 0.77 (0.01) 0.78 (0.01) 0.71 (0.01) 0.85 (0.01) 0.89 (0.00) 0.78 (0.01)
チリ 0.77 (0.01) 0.74 (0.01) 0.70 (0.01) 0.87 (0.01) 0.88 (0.01) 0.80 (0.01)
ウルグアイ 0.77 (0.01) 0.73 (0.01) 0.71 (0.01) 0.87 (0.01) 0.88 (0.01) 0.79 (0.01)
デンマーク 0.77 (0.01) 0.72 (0.01) 0.69 (0.01) 0.86 (0.01) 0.87 (0.01) 0.77 (0.01)
オランダ 0.77 (0.01) 0.78 (0.01) 0.75 (0.01) 0.89 (0.00) 0.91 (0.00) 0.87 (0.01)
OECD平均（CPS参加国） 0.77 (0.00) 0.74 (0.00) 0.70 (0.00) 0.87 (0.00) 0.88 (0.00) 0.80 (0.00)
韓国 0.77 (0.01) 0.76 (0.01) 0.72 (0.01) 0.85 (0.01) 0.87 (0.01) 0.78 (0.01)
ドイツ 0.77 (0.01) 0.72 (0.01) 0.70 (0.01) 0.88 (0.01) 0.90 (0.00) 0.81 (0.01)
トルコ 0.76 (0.01) 0.71 (0.01) 0.68 (0.02) 0.85 (0.01) 0.86 (0.01) 0.76 (0.01)
ポルトガル 0.76 (0.01) 0.74 (0.01) 0.70 (0.01) 0.86 (0.01) 0.89 (0.01) 0.79 (0.01)
イギリス 0.76 (0.01) 0.74 (0.01) 0.68 (0.01) 0.86 (0.01) 0.87 (0.01) 0.77 (0.01)
オーストラリア 0.76 (0.01) 0.75 (0.01) 0.68 (0.01) 0.87 (0.00) 0.88 (0.00) 0.79 (0.01)
メキシコ 0.76 (0.01) 0.73 (0.01) 0.67 (0.02) 0.86 (0.01) 0.84 (0.01) 0.77 (0.01)
アイスランド 0.76 (0.01) 0.74 (0.01) 0.70 (0.01) 0.84 (0.01) 0.86 (0.01) 0.78 (0.01)
クロアチア 0.76 (0.01) 0.75 (0.01) 0.69 (0.01) 0.87 (0.01) 0.89 (0.01) 0.80 (0.01)
カナダ 0.75 (0.01) 0.74 (0.01) 0.67 (0.01) 0.87 (0.01) 0.87 (0.01) 0.77 (0.01)
チェコ 0.75 (0.01) 0.72 (0.01) 0.69 (0.01) 0.89 (0.01) 0.90 (0.01) 0.84 (0.01)
ラトビア 0.75 (0.01) 0.73 (0.01) 0.66 (0.01) 0.87 (0.01) 0.87 (0.01) 0.77 (0.01)
ブラジル 0.75 (0.01) 0.73 (0.01) 0.65 (0.01) 0.86 (0.01) 0.84 (0.01) 0.75 (0.01)
キプロス 0.74 (0.01) 0.71 (0.01) 0.65 (0.01) 0.83 (0.01) 0.85 (0.00) 0.74 (0.01)
ノルウェー 0.74 (0.01) 0.72 (0.01) 0.68 (0.01) 0.84 (0.01) 0.89 (0.01) 0.78 (0.01)
モンテネグロ 0.74 (0.01) 0.70 (0.01) 0.66 (0.01) 0.84 (0.01) 0.83 (0.01) 0.76 (0.01)
スロバキア 0.74 (0.01) 0.74 (0.01) 0.69 (0.01) 0.87 (0.01) 0.88 (0.01) 0.83 (0.01)
スペイン 0.74 (0.01) 0.71 (0.01) 0.66 (0.01) 0.86 (0.00) 0.88 (0.01) 0.76 (0.01)
スロベニア 0.74 (0.01) 0.73 (0.01) 0.68 (0.01) 0.87 (0.01) 0.89 (0.00) 0.79 (0.01)
香港 0.74 (0.01) 0.73 (0.01) 0.64 (0.01) 0.86 (0.00) 0.88 (0.01) 0.77 (0.01)
イタリア 0.73 (0.01) 0.68 (0.01) 0.65 (0.02) 0.84 (0.01) 0.85 (0.01) 0.75 (0.01)
日本 0.72 (0.01) 0.73 (0.01) 0.66 (0.01) 0.86 (0.01) 0.87 (0.01) 0.79 (0.01)
ロシア 0.70 (0.01) 0.68 (0.01) 0.55 (0.02) 0.81 (0.01) 0.82 (0.01) 0.66 (0.01)
コスタリカ 0.68 (0.01) 0.67 (0.01) 0.59 (0.02) 0.85 (0.01) 0.83 (0.01) 0.75 (0.01)
チュニジア 0.65 (0.02) 0.58 (0.02) 0.59 (0.02) 0.83 (0.01) 0.81 (0.01) 0.72 (0.02)
（注）１．灰色の網掛けは非OECD加盟国を示す。
　　　２．協同問題解決能力と科学的リテラシーの相関係数が大きい順に上から国を並べている。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
協同問題解決能力との関係 3分野間の関係
科学的リテラシー 読解力 数学的リテラシー
科学的リテラシーと
読解力
科学的リテラシーと
数学的リテラシー
読解力と
数学的リテラシー
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2.4 協同問題解決能力と問題解決能力の関係 
 
 図表 2－14 は，縦軸に 2012 年の問題解決能力の得点を，横軸に 2015 年の協同問題
解決能力の得点をとり，参加国の得点を散布図に示したものである。 
 日本は，2012 年の問題解決能力の得点が 552 点，2015 年の協同問題解決能力の得点
が 552 点と両調査において良い結果をおさめている。日本と同様に，両調査の得点が高
い国は，シンガポール（問題解決能力 562 点，協同問題解決能力 561 点），香港（問題
解決能力 540 点，協同問題解決能力 541 点）である。 
また，日本以外の国について 2015 年の協同問題解決能力と 2012 年の問題解決能力
の得点の関係を見ると，2015 年の協同問題解決能力の方が 2012 年の問題解決能力の
問題解決能力の得点よりも高かった国は 14 か国である。 
比較可能な参加国全体を見ても，問題解決能力の得点が高い国は，協同問題解決能力
の得点も高くなっており，両者には極めて強い正の相関（R=0.92）があることが分かる。 
 
図表 2－14 PISA2015 年の協同問題解決能力の得点と 
PISA2012 年の問題解決能力の得点との関係 
 
 
＜参考文献＞ 
OECD (2017). PISA 2015 Results (Volume V): Collaborative Problem Solving, OECD 
Publishing. 
（注）2012年の問題解決能力と2015年の協同問題解決能力の両方に参加した国のみを示している。
出所：OECD(2017) より国立教育政策研究所が作成。
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得点よりも高かった国は 23か国，2012年の問題解決能力の得点の方が 2015年の協同
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3. 協同問題解決能力調査で出された問題
3.1. 協同問題解決能力調査の正答率
3.1.1. 「協同のプロセス」の分類別の平均正答率 
2015 年調査で出題された協同問題解決能力調査の問題は，大問が 6，小問が 121 題
であり，そのうち協同問題解決能力の得点の算出に用いられたのは，大問が 6，小問 117
題である22。 
2015 年調査における協同問題解決能力調査の問題を第 1 章 1.2.7 で示されている「協
同のプロセス」別に分類すると，(1)「共通理解の構築・維持」の問題は小問 61 題，(2)
「問題解決に対する適切な行動」の問題は小問 26 題，(3)「チーム組織の構築・維持」
の問題は小問 30 題である。図表 3－1 は(1)「共通理解の構築・維持」について，図表 
3－2 は(2)「問題解決に対する適切な行動」について，図表 3－3 は(3)「チーム組織の
構築・維持」について，それぞれに分類される全小問の各国の23平均正答率を示したも
のである。なお，小問によって難易度が異なるため，「協同のプロセス」の(1)，(2)，(3)
の間でそれぞれの平均正答率を単純比較することはできない。
(1)「共通理解の構築・維持」の問題について，日本の平均正答率は 65.1％である。
OECD 平均の平均正答率は 56.3％であり，日本と OECD 平均を比較すると，日本の平
均正答率が 9 ポイント高い。 
(2)「問題解決に対する適切な行動」の問題について，日本の平均正答率は 61.9％で
ある。OECD 平均の平均正答率は 56.2％であり，日本と OECD 平均を比較すると，日
本の平均正答率が 6 ポイント高い。 
(3)「チーム組織の構築・維持」の問題について，日本の平均正答率は 61.4％である。
OECD 平均の平均正答率は 53.8％であり，日本と OECD 平均を比較すると，日本の平
均正答率が 8 ポイント高い。
22 国際的に習熟度の推定に用いられなかった小問 4題（CC102208，CC104104，
CC104303，CC105405）のほかに，特定の国においてのみ，尺度化（習熟度を推定するプロ
セスの一部。国立教育政策研究所(2016)付録を参照。）の統計モデルに適合しなかった等の理由
で，その国の全ての生徒の解答が欠損値の一種である Not Applicableとして扱われている小問
がある。具体的には CC100103（日本），CC100401（韓国，香港），CC102202（フランス，
シンガポール，アラブ首長国連邦），CC102212（ギリシャ，クロアチア，モンテネグロ），
CC103307（トルコ），CC104202（チェコ），CC105302（ブラジル），CC105401（チェコ，
スロベニア，クロアチア），CC105403（香港，タイ），CC106102（香港），CC106203（トル
コ），CC106206（チュニジア）がそれに該当する。
23 正答率の集計には，2017年 9月に OECDより PISA事務局に提供された，協同問題解決能
力調査の参加国 50か国（OECD加盟 32か国，非 OECD加盟国のうちキプロスとマレーシア
を除く 18か国）のデータベースを用いた。
第 3 章　協同問題解決能力調査で出された問題
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図表 3－1  (1)「共通理解の構築・維持」の問題（全 61 題）の平均正答率 
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0
チュニジア *   34.6
ブラジル *   41.1
モンテネグロ *   41.6
トルコ 43.6
ペルー *   43.7 
アラブ首長国連邦 *   44.8
コロンビア *   45.5
メキシコ 45.8
ウルグアイ *   46.3
コスタリカ *   47.1
ブルガリア *   47.1 
タイ *   47.4
ギリシャ 48.4
スロバキア 48.7
チリ 49.6
イスラエル 50.9
リトアニア *   51.2
ロシア *   51.2
ハンガリー 51.4
クロアチア *   51.8
イタリア 52.7
ラトビア 53.0
ルクセンブルク 54.9
フランス 55.2
アイスランド 55.4
ポルトガル 56.0 
チェコ 56.0
スロベニア 56.1
北京・上海・江蘇・広東 *   56.2 
OECD平均 56.3 
スペイン 56.5
スウェーデン 56.6
ノルウェー 57.2
ベルギー 57.4
オーストリア 57.7
デンマーク 59.2 
オランダ 59.3
イギリス 59.6
アメリカ 60.1
ドイツ 60.2 
オーストラリア 61.6
ニュージーランド 62.0
台湾 *   62.4 
フィンランド 62.4
エストニア 62.4
カナダ 62.8
マカオ *   63.0
韓国 64.7 
日本 65.1 
香港 *   65.6 
シンガポール *   67.9
（注）1. 平均正答率が大きい順に上から国を並べている。
2.国名の右の＊印は非OECD加盟国を示す。
3.生徒の解答が欠損値扱いのCC100103（日本），CC103307（トルコ），CC104202（チェコ），CC105302（ブラジ
ル），CC105401（チェコ，スロベニア，クロアチア），CC105403（香港，タイ），CC106102（香港）については平
均正答率の集計に含めていない。そのため，日本，トルコ，ブラジル，スロベニア，クロアチア，タイは小問
60題，チェコ，香港は小問59題の平均正答率が示されている。 
出所：OECD PISA2015データベースより国立教育政策研究所が作成。
(%)
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図表 3－2 (2)「問題解決に対する適切な行動」の問題（全 26 題）の平均正答率 
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0
チュニジア *   31.8
ペルー *   39.9 
トルコ 40.2
モンテネグロ *   41.1
ブラジル *   41.7 
タイ *   42.0
コロンビア *   42.2
メキシコ 44.1
アラブ首長国連邦 *   44.3
ウルグアイ *   46.5
コスタリカ *   46.5
ブルガリア *   47.0 
チリ 48.5
ギリシャ 49.6
イスラエル 50.4
スロバキア 51.1
リトアニア *   52.0
ハンガリー 53.0
ロシア *   53.1
クロアチア *   53.2
イタリア 53.6
北京・上海・江蘇・広東 *   54.8 
ラトビア 55.0
ルクセンブルク 55.1
アイスランド 56.1
OECD平均 56.2 
スペイン 56.6
スロベニア 56.9
ベルギー 57.0
フランス 57.1
ポルトガル 57.1
スウェーデン 57.4
チェコ 57.5
ノルウェー 58.0
オーストリア 58.0
イギリス 58.6
アメリカ 58.7
オランダ 59.1
台湾 *   59.2 
オーストラリア 60.2
マカオ *   60.3
デンマーク 60.5 
ドイツ 60.6
カナダ 61.1
ニュージーランド 61.1
フィンランド 61.7
韓国 61.8 
日本 61.9 
香港 *   62.3 
エストニア 62.8
シンガポール *   65.5
（注）1. 平均正答率が大きい順に上から国を並べている。
2.国名の右の＊印は非OECD加盟国を示す。
3.生徒の解答が欠損値扱いのCC100401（韓国，香港），CC102202（フランス，シンガポール，アラブ首長国連
邦），CC102212（ギリシャ，クロアチア，モンテネグロ）については平均正答率の集計に含めていない。そのた
め，フランス，ギリシャ，韓国，香港，クロアチア，モンテネグロ，シンガポール，アラブ首長国連邦は小問25題
の平均正答率が示されている。 
出所：OECD PISA2015データベースより国立教育政策研究所が作成。
(%)
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図表 3－3 (3)「チーム組織の構築・維持」の問題（全 30 題）の平均正答率 
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0
チュニジア *   35.4
ブラジル *   40.9 
トルコ 40.9
ペルー *   42.2 
モンテネグロ *   42.7
コロンビア *   42.9
コスタリカ *   44.7
アラブ首長国連邦 *   44.9
タイ *   45.0
ウルグアイ *   45.4
メキシコ 45.6
ブルガリア *   46.7 
スロバキア 47.6
チリ 47.7
ギリシャ 47.8
クロアチア *   48.5
イスラエル 50.0
ハンガリー 50.2
フランス 50.5
リトアニア *   50.5
ロシア *   50.6
イタリア 50.7
ルクセンブルク 51.0
ラトビア 52.3
ポルトガル 52.4 
北京・上海・江蘇・広東 *   52.6 
ベルギー 53.1
スペイン 53.6
OECD平均 53.8 
チェコ 54.3
オーストリア 54.3
アイスランド 54.5
スロベニア 55.0
スウェーデン 55.0
オランダ 55.9
ノルウェー 55.9
イギリス 56.1
ドイツ 56.6
アメリカ 57.3
台湾 *   57.8 
デンマーク 58.3 
韓国 58.6 
ニュージーランド 58.8
マカオ *   58.8
エストニア 59.1
オーストラリア 59.2
カナダ 59.2
フィンランド 59.8
香港 *   60.0 
日本 61.4 
シンガポール *   62.2
（注）1. 平均正答率が大きい順に上から国を並べている。
2.国名の右の＊印は非OECD加盟国を示す。
3.生徒の解答が欠損値扱いのCC106203（トルコ），CC106206（チュニジア）については平均正答率の集計に
含めていない。そのため，トルコ，チュニジアは小問29題の平均正答率が示されている。 
出所：OECD PISA2015データベースより国立教育政策研究所が作成。
(%)
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3.1.2. 「問題解決のプロセス」の分類別の平均正答率 
2015 年調査における協同問題解決能力調査の問題を第 1 章 1.2.7 で示されている「問
題解決のプロセス」別に分類すると，(A)「探索・理解」の問題は小問 22 題，(B)「表
現・定式化」の問題は小問 37 題，(C)「計画・実行」の問題は小問 35 題，(D)「観察・
熟考」の問題は小問 23 題である。図表 3－4 は(A)「探索・理解」及び(B)「表現・定式
化」について，図表 3－5 は(C)「計画・実行」について，図表 3－6 は(D)「観察・熟考」
について，それぞれに分類される全小問の各国の平均正答率を示したものである。なお，
小問によって難易度が異なるため，「問題解決のプロセス」の(A)及び(B)，(C)，(D)の間
でそれぞれの平均正答率を単純比較することはできない。
 
(C)「計画・実行」の問題について，日本の平均正答率は 67.3％である。OECD 平均
の平均正答率は 57.5％であり，日本と OECD 平均を比較すると，日本の平均正答率が
10 ポイント高い。 
(D)「観察・熟考」の問題について，日本の平均正答率は 55.8％である。OECD 平均
の平均正答率は 48.7％であり，日本と OECD 平均を比較すると，日本の平均正答率が
7 ポイント高い。 
24 協同問題解決能力調査の小問それぞれは，「問題解決のプロセス」の(A)「探索・理解」，(B)
「表現・定式化」，(C)「計画・実行」，(D)「観察・熟考」のいずれか一つを測定するねらいで
作問されている。しかしながら，第 1 章 1.3.2 で述べられているように，(A)「探索・理解」と
(B)「表現・定式化」については能力を区別することが困難であることが，2012 年調査におけ
る問題解決能力調査の結果より明らかとなっている。その知見に基づき，本項の分類別平均正
答率の集計においても，(A)「探索・理解」と(B)「表現・定式化」を合わせて集計している。 
(A)「探索・理解」及び(B)「表現・定式化」の問題24について，日本の平均正答率は
64.1％である。OECD平均の平均正答率は 57.2％であり，日本と OECD平均を比較す
ると，日本の平均正答率が 7ポイント高い。
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図表 3－4 (A)「探索・理解」と(B)「表現・定式化」の問題（全 59 題）の平均正答率 
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0
チュニジア *   35.2
ブラジル *   40.7
モンテネグロ *   42.7
ペルー *   42.9 
トルコ 43.8
アラブ首長国連邦 *   45.4
コロンビア *   45.4
タイ *   46.3
メキシコ 46.7
ウルグアイ *   46.9
コスタリカ *   47.2
ブルガリア *   48.3 
ギリシャ 49.4 
チリ 49.7
スロバキア 50.1
イスラエル 52.2
クロアチア *   52.2
ロシア *   52.4
リトアニア *   52.8
ハンガリー 53.4
イタリア 53.5
ラトビア 54.8
ルクセンブルク 55.7
アイスランド 55.9
フランス 56.3
ポルトガル 56.5 
北京・上海・江蘇・広東 *   56.7 
スロベニア 56.8
スペイン 57.1
チェコ 57.2
OECD平均 57.2 
スウェーデン 57.6
ベルギー 58.2
ノルウェー 58.3
オーストリア 58.5
オランダ 59.5
イギリス 60.6
デンマーク 61.0 
アメリカ 61.1
ドイツ 61.2
マカオ *   62.3
台湾 *   62.4 
オーストラリア 62.8
ニュージーランド 63.0
フィンランド 63.6
エストニア 63.9
カナダ 64.0
日本 64.1 
韓国 64.7 
香港 *   65.3 
シンガポール *   67.8
（注）1. 平均正答率が大きい順に上から国を並べている。
2.国名の右の＊印は非OECD加盟国を示す。
3.生徒の解答が欠損値扱いのCC100103（日本），CC103307（トルコ），CC104202（チェコ），CC105302（ブラジ
ル），CC105403（香港，タイ），CC106102（香港），CC106203（トルコ）については平均正答率の集計に含めて
いない。そのため，チェコ，日本，ブラジル，タイは小問58題，トルコ，香港は小問57題の平均正答率が
示されている。 
出所：OECD PISA2015データベースより国立教育政策研究所が作成。
(%)
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図表 3－5 (C)「計画・実行」の問題（全 35 題）の平均正答率 
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0
チュニジア *   34.8
トルコ 42.5
ペルー *   43.3 
モンテネグロ *   43.8
ブラジル *   44.0
コロンビア *   44.6
タイ *   45.7
メキシコ 46.1
アラブ首長国連邦 *   46.6
ウルグアイ *   48.1
ブルガリア *   48.2
コスタリカ *   48.8
チリ 50.5
ギリシャ 50.8
イスラエル 51.5
スロバキア 52.4
ハンガリー 53.0
リトアニア *   53.5
ロシア *   54.3
イタリア 54.6
クロアチア *   54.7
フランス 54.9
ラトビア 55.7
ルクセンブルク 55.7
ポルトガル 56.5 
スペイン 57.2
北京・上海・江蘇・広東 *   57.5 
OECD平均 57.5 
ベルギー 57.7 
チェコ 58.5
スウェーデン 58.6
アイスランド 58.8
オーストリア 58.9
スロベニア 59.1
ノルウェー 59.3
イギリス 60.0
アメリカ 60.5
オランダ 60.7
ドイツ 61.2 
デンマーク 61.5 
台湾 *   61.8 
オーストラリア 62.4
カナダ 62.5
フィンランド 62.7
ニュージーランド 62.9
韓国 63.4 
エストニア 63.5
マカオ *   64.2
香港 *   64.9 
日本 67.3 
シンガポール *   67.5
（注）1. 平均正答率が大きい順に上から国を並べている。
2.国名の右の＊印は非OECD加盟国を示す。
3.生徒の解答が欠損値扱いのCC102212（ギリシャ，クロアチア，モンテネグロ）については平均正答率の集計
に含めていない。そのため，ギリシャ，クロアチア，モンテネグロは小問34題の平均正答率が示されている。 
出所：OECD PISA2015データベースより国立教育政策研究所が作成。
(%)
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図表 3－6 (D)「観察・熟考」の問題（全 23 題）の平均正答率 
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0
チュニジア *   30.5
モンテネグロ *   36.2
トルコ 37.5
ブラジル *   38.2
コロンビア *   39.8
アラブ首長国連邦 *   39.9
ペルー *   40.0
コスタリカ *   40.4
メキシコ 40.8
スロバキア 40.9
ウルグアイ *   41.1
ブルガリア *   41.6 
ギリシャ 42.8
クロアチア *   43.2
リトアニア *   43.4
タイ *   43.7
ハンガリー 44.1
チリ 44.2
ロシア *   44.8
イスラエル 44.9
ラトビア 45.7
イタリア 46.3
ルクセンブルク 46.6
北京・上海・江蘇・広東 *   46.7 
チェコ 48.3
フランス 48.4
ベルギー 48.5
スロベニア 48.7
アイスランド 48.7
OECD平均 48.7 
オーストリア 49.7
スウェーデン 49.8
スペイン 50.2
ノルウェー 50.3
ポルトガル 50.7 
イギリス 50.9
デンマーク 51.2 
ドイツ 51.7
オランダ 51.9
アメリカ 52.0
オーストラリア 52.5
ニュージーランド 52.8
エストニア 53.0
カナダ 53.4
台湾 *   53.7
マカオ *   54.6
フィンランド 54.7
韓国 54.9 
日本 55.8 
香港 *   56.2 
シンガポール *   58.2
（注）1. 平均正答率が大きい順に上から国を並べている。
2.国名の右の＊印は非OECD加盟国を示す。
3.生徒の解答が欠損値扱いのCC100401（韓国，香港），CC102202（フランス，シンガポール，アラブ首長国連
邦），CC105401（チェコ，スロベニア，クロアチア），CC106206（チュニジア）については平均正答率の集計に
含めていない。そのため，チェコ，フランス，韓国，スロベニア，香港，クロアチア，シンガポール，チュニジア,
アラブ首長国連邦は小問22題の平均正答率が示されている。 
出所：OECD PISA2015データベースより国立教育政策研究所が作成。
(%)
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3.2 協同問題解決能力の問題例 
 
2015 年調査の協同問題解決能力の公開問題は，大問が 1，小問が 12 題である。以下，
本調査で使用された「ザンダー国」25について解説する。 
 
画面 1：はじめに 
 
最初の画面「はじめに」では，生徒に活動の概要とコンテストで優勝するための条件
が示される。 
 
                                                  
25 大問「ザンダー国」は，OECD の以下のウェブサイトから体験することができる。 
http://www.oecd.org/pisa/ 
 
大問「ザンダー国」では，調査問題を解く生徒（以下単に「生徒」という。）と二人の
コンピュータ上の友人（computer agents）がチームでコンテストに参加し，チャット
を用いて相談しながら，架空の国であるザンダー国の地理，人口，経済に関する問題に
答えていく。 
この大問には，グループの意思決定とグループ内の調整が必要な問いが含まれており，
合意形成のための協同が求められる。また，問題の文脈は学校，私的，非テクノロジー
である。 
本節では，まず課題文の画面とともにその文脈に関する簡単な説明を提示し，これに
各問いの画面とその説明が続く形で解説していく。 
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なお，より自然な流れでチャットを進められるよう，調査問題に解答する前の練習問
題では次の画面が表示され，生徒は自分の性別を選択することとなっており，その後の
チャットにおける生徒の表現は，選択した性別に即したものとなる。本節では，「男
性」を選択した場合の画面を表示している。
練習問題の画面
  
 大問「ザンダー国」は，四つの独立したパートで構成されている。生徒がどの選択
肢を選んでも，全ての生徒が次の同じ問いへ移ることになる。 
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パート 1 コンテストの理解 
 
画面 2：パート 1 説明 
 
パート 1 は次の画面から開始する。生徒はここでコンテストの進め方を理解する。画
面の左枠には「チャット」，右枠にはコンテストに必要な情報を探すための「ボタン」，
「スコアカード」といった，生徒が使用できる機能が表示される。 
画面の説明では，先生がチームに，コンテストが始まる前に問題を見たり，答えを探
したりしないようお願いするとともに，コンテストをどう進めればよいかについて，チ
ームメートとチャットを使ってしばらく話し合うよう求めている。 
 
 
アイテム ID CC100101 
正答 「チャットに参加する」をクリックし，かつ右枠のボタン
（「地理」「人口」「経済」）をどれもクリックしない。 
分類 (C3) 参加のルールに従う（例えば，他のメンバーに課題
を実行するよう促す） 
難易度 314 点（習熟度レベル 1 未満） 
 
  この問いの日本の生徒の正答率は 85.6％であり，OECD 平均は 82.1％であった。 
55
 
 
画面 3：パート 1.1 コンテストの理解 
 
あかねさんと三郎君がチャットを開始する。生徒は，進め方についてチャットを用
いて会話を続け，チームが目の前の課題に取り組む手助けをする必要がある。 
 
 
 
アイテム ID CC100102 
正答 たぶん，はじめにやり方を決めたほうがいいんじゃないかな？ 
分類  
難易度 502 点（習熟度レベル 2） 
 
(C1) 実行予定／実行中の行動についてチームメンバーとコミ
ュニケーションをとる 
55 
正答は，三郎君が戦略を考えずに解答を始めたいと言っているのに対し，はじめに
やり方を決めておくべきというものである。 
この問いでは，次のチャットマップ26のとおり，生徒がどの選択肢を選んでも，あかね
さんからは戦略を立てておくことが重要だという答え（「始める前に，計画を立てるのが
絶対にいいと思う。」）が返ってくる。そして，全ての生徒は次のチャットに移動する。 
                                                  
26 チャットにおける生徒の選択肢及びコンピュータ上の友人から返ってくる反応の全体図を
示したもの。 
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CC100102 のチャットマップ 
 
 
 
この問いの日本の生徒の正答率は 72.6％であり，OECD 平均は 55.7％であった。 
 
  
1 CC100102
あかねさん
一番いい方法はどれ？
2
三郎君
とにかく始めようよ。
7
あかねさん
始める前に，計画を立て
るのが絶対にいいと思う。
8 CC100103へ
三郎君
僕たち，問題にはできる
だけ早く解答しなくちゃ
いけないんだよ。
3 選択肢１
あなた
他のチームは
もう始めたかな。
4 選択肢２
あなた
問題が簡単だったら
いいのになぁ。
5 選択肢３（正答）
あなた
たぶん，はじめにやり方
を決めた方がいいんじゃ
ないかな？
6 選択肢４
あなた
あかねさん，始めたら
分かると思うよ。
７へ ７へ ７へ
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画面 4：パート 1.2 戦略の合意 
次の画面では，あかねさんが計画を立てておいた方がいいと主張するのに対し，三
郎君は優勝するには問題に早く解答する必要があることをチームに念押ししている。
生徒はコンテストを進めるための最善の方法を決める必要がある。
アイテム ID CC100103 
正答 そうだけど，どうすればいいのかな？
分類 共(B1 通の表)  象を構築し問題の意味を交渉する（共通基盤） 
難易度 471 点（習熟度レベル 2） 
正答は，コンテストの目的を達成する最善の方法に議論を集中させることであり，そ
うすることで問題解決を進めることができる。
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CC100103 のチャットマップ 
この問いの正答率は OECD 平均で 59.2％であった。 
日本の生徒の正答率については，この問いは他の問いとの関連が弱く，したがって
尺度化27に用いるには不適切であるとして除外されたため，正答率も欠損値となって
いる。
27 調査問題の困難度及び識別力を算出し，各問題の項目パラメータを推定するステップのこ
8 CC100103
三郎君
僕たち，問題にはできる
だけ早く解答しなくちゃ
いけないんだよ。
15
あかねさん
みんな，チームとしてど
うやるか考えましょうよ。
16 CC100104へ
三郎君
早くやればいいだけだよ。
そんなに難しいことかな。
9 選択肢１
あなた
そうだね。全部の問題に
最初に正解したチームが
優勝するんだからね。
10 選択肢２（正答）
あなた
そうだけど，どうすれば
いいのかな？
11 選択肢３
あなた
全部のチームが同じ問題
に答えるの？
12 選択肢４
あなた
まず，このコンテストに
勝ったら何がもらえるの
か聞いてみようよ。
15へ15へ
15へ 13
三郎君
そうだね。そうじゃない
と不公平なコンテストに
なるもんね。
14
三郎君
ザンダー国旅行だよ。
と。詳細は国立教育政策研究所（2016）付録を参照。 
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画面 5：パート 1.2 戦略の合意（続き） 
一つ前の問いで生徒がどの選択肢を選んでも，あかねさんはチームとしての戦略が必
要だと主張するが，三郎君はその意義を考えず，優勝するために個人的な戦略（「早く
やればいいだけだよ。そんなに難しいことかな。」）を繰り返す。ここで生徒は問題解決
のための戦略を提案する必要がある。
アイテム ID CC100104 
正答 問題をみんなで分担すれば，たくさんの問題に答えられるよ。 
分類 共(B1 通の表)  象を構築し問題の意味を交渉する（共通基盤） 
難易度 524 点（習熟度レベル 2） 
正答は，協同的な戦略を提案することである。
この問いでは，次のチャットマップのとおり，生徒がどの選択肢を選んでも，あかね
さんは問題を分担することが重要だと主張する（「それに，みんなで同じ答えを探して
いたら遅くなるわ。」）。
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CC100104 のチャットマップ 
 
 
 
 
この問いの日本の生徒の正答率は 75.4％であり，OECD 平均は 51.7％であった。 
  
16 CC100104
三郎君
早くやればいいだけだよ。
そんなに難しいことかな。
22 CC100105へ
三郎君
そうか！やっとわかった。
17 選択肢１
あなた
コンテストのルールは
簡単そうだけど。
とにかくベストを
つくしてやろうよ。
20 選択肢４（正答）
あなた
問題をみんなで分担すれ
ば，たくさんの問題に
答えられるよ。
18 選択肢２
あなた
みんな早くできるけど，
チームの中にもっと早く
できる人がいると思う。
19 選択肢３
あなた
だれが何問答えるかは
関係ないよ。勝てばいい
んだから。
21
あかねさん
それに，みんなで同じ
答えを探していたら
遅くなるわ。
21へ 21へ 21へ
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画面 6：パート 1.3 最適な方法の明確化 
前述のとおり，一つ前の問いで生徒がどの選択肢を選んでも，あかねさんは全員が同
時に同じ問題の答えを探すと遅くなると言う。生徒は「地理」「人口」「経済」の問題に
答えるための最も効果的な方法を示し，チームメートをそれぞれ異なる分野の問題に取
り組ませる必要がある。
アイテム ID CC100105 
正答 ひとりずつ別の分野をやろうよ。
分類
(B3) 役割とチーム組織を記述する（コミュニケーションの決
難易度 434 点（習熟度レベル 1） 
正答は，メンバーがそれぞれ別の分野に答えることを提案し，チームとしての具体
的な戦略を示すものである。
まり／参加のルール）
62
62 
CC100105 のチャットマップ 
この問いの日本の生徒の正答率は 72.6％であり，OECD 平均は 72.3％であった。 
22 CC100105
三郎君
そうか！やっとわかった。
24 選択肢２
あなた
優勝したら，賞金はみん
なで公平に分けようね。
23 選択肢１（正答）
あなた
ひとりずつ別の分野を
やろうよ。
25 選択肢３
あなた
コンテストでチームとし
てのやり方が分かるよう
になるよ。
26 選択肢４
あなた
じゃあ，始めようよ。
27
パート１終了
27へ27へ27へ
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パート 2 選択についての合意形成 
 
画面 7：パート 2 説明 
 
 
生徒がパート �でどの選択肢を選んでも，パート �の冒頭に次の画面が表示され，メ
ンバーそれぞれが別の分野を担当することになる。パート �の目的は，チーム内で分担
を決め，誰がどの分野を担当するのかについて合意を得ることである。�
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画面 8：パート 2 分野の選択 
 
 
 
 
アイテム ID CC100201 
正答 みんな，なぜその分野がいいのか説明してくれるかな。 
分類 (A1)  チームメンバーの視点と能力を見出す 
難易度 598 点（習熟度レベル 3） 
 
 正答は，生徒にチームリーダーの役割が与えられているわけではないが，二人の意見
の調整を行うものである。 
この問いでは，次のチャットマップのとおり，生徒がどの選択肢を選んでも，あかね
さんと三郎君は「人口」を選んだ理由を説明する。 
 
  
次の画面では，あかねさんと三郎君が二人とも「人口」を担当したいと言う。生徒は
二人の意見の不一致を調整する手助けをする必要がある。 
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CC100201 のチャットマップ 
この問いの日本の生徒の正答率は 57.0％であり，OECD 平均は 41.1％であった。 
1 CC100201
あかねさん
私は「人口」をやるわ。
2
三郎君
ちょっと。それは僕が
やりたかったのに。
7
三郎君
「人口」の問題が一番
簡単だと思ったんだ。
8 CC100202へ
あかねさん
私は，いろんな国の人や
暮らしにすごく興味があ
るの。いつもそれについ
ての本を読んでいるわ。
3 選択肢１
あなた
誰も僕にやりたい分野
を聞いてくれなかった
じゃないか。なぜ，み
んなが先に選ぶんだよ。
4 選択肢２（正答）
あなた
みんな，なぜその分野
がいいのか説明してく
れるかな。
6 選択肢４
あなた
あかねさん，三郎君，
分野を選ぶより，
早く問題に答えてよ。
７へ ７へ ７へ
5 選択肢３
あなた
こんなことで時間を無
駄にしちゃダメだよ。
なお，パート 1又はパート 2では，生徒が「地理」「人口」「経済」ボタンのいずれか
をクリックすると，次の画面が表示される。
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画面 9：パート 2 分野の選択（続き） 
 
 
 
 
アイテム ID CC100202 
正答 「人口」はあかねさんにまかせた方がよさそうだね。三郎君，
それでいい？ 
分類 (B3) 役割とチーム組織を記述する（コミュニケーションの決
難易度 381 点（習熟度レベル 1） 
 
 
  
まり／参加のルール） 
前述のとおり，一つ前の問いで生徒がどの選択肢を選んでも，あかねさんと三郎君は
「人口」を選んだ理由を説明する。生徒は，三郎君とあかねさんの説明を踏まえて，引
き続き二人の意見の不一致を解決する手助けをし，チームとしての活動を進めていく必
要がある。 
正答は，あかねさんと三郎君の説明を基に「人口」の担当を決め，問題解決を進め
るものである。 
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CC100202 のチャットマップ 
 
 
 
 
この問いの日本の生徒の正答率は 75.2％であり，OECD 平均は 80.7％であった。 
  
8 CC100202
あかねさん
私は，いろんな国の人や
暮らしにすごく興味があ
るの。いつもそれについ
ての本を読んでいるわ。
13 CC100203へ
三郎君
「経済」でいいよ。僕，
お金のこと好きだし。
12 選択肢４
あなた
ザンダー国の人たちは，
他の国の人たちとそんな
に変わらないと思う。
9 選択肢１（正答）
あなた
「人口」はあかねさんに
まかせた方がよさそうだ
ね。三郎君，それでい
い？
10 選択肢２
あなた
あかねさん，交換留学生
プログラムで留学できる
かもしれないね。
11 選択肢３
あなた
そうだね，何に興味が
あるかを分かってるのは
いいことだね。
13へ13へ 13へ
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画面 10：パート 2 分野の選択（続き） 
 
最後に，チームがコンテストを開始できるよう，生徒は各メンバーが担当する分野を
決める必要がある。一つ前の問いで生徒がどの選択肢を選んでも，三郎君は「経済」で
いいと言う。 
 
 
 
アイテム ID CC100203 
正答 僕は「地理」がいいな。 
分類 (B3) 役割とチーム組織を記述する（コミュニケーションの決
難易度 537 点（習熟度レベル 2） 
 
まり／参加のルール） 
正答は，一見すると協調的ではないようだが，残った分野（「地理」）の担当を決める
ことで，確実に他の二つの分野があかねさんと三郎君に割り当てられることになる。こ
うすることで他の二人の選択に基づいて役割分担を確定させ，チームとしての活動を進
めることができる。 
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CC100203 のチャットマップ 
 
 
 
この問いの日本の生徒の正答率は 73.6％であり，OECD 平均は 59.5％であった。 
 
これでパート 2 は終了する。次のパート 3 の開始画面（画面 11）では各チームメン
バーが担当する分野が表示され，生徒はどの選択肢を選んでも「地理」の問題に答える
ことになる。 
 
 
  
15 選択肢２
あなた
お金が好きでも
「経済」が分かるとは
限らないけど。
17 選択肢４（正答）
あなた
僕は「地理」がいいな。
16 選択肢３
あなた
はやく決めないと
いけないな。
14 選択肢１
あなた
みんな，お金のことは
好きだよ。
18
パート２終了
18へ18へ18へ
13 CC100203
三郎君
「経済」でいいよ。僕，
お金のこと好きだし。
70
 
70 
 
パート 3 効果的にコンテストを行う 
 
画面 11：パート 3 説明 
 
パート 3 の冒頭では，各チームメンバーが答える分野と，コンテストが既に始まって
いることが知らされる。生徒は，自分に割り当てられた役割に基づいてザンダー国の「地
理」の問題に答えていく。 
 
 
  
生徒は，自分に割り当てられた分野，具体的には「地理」のボタンをクリックする
必要がある。 
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アイテム ID CC100301 
正答 60 秒以内に「地理」のボタンをクリックし，かつ「人口」と
「経済」のボタンをどちらもクリックしない。 
分類 (C3) 参加のルールに従う（例えば，他のメンバーに課題を
実行するよう促す） 
難易度 357 点（習熟度レベル 1） 
 
 
この問いの日本の生徒の正答率は 73.8％であり，OECD 平均は 79.5％であった。 
 
 
画面 12：パート 3 説明（続き） 
 
 
 
  
生徒が分野のボタンをクリックすると，画面の左枠にコンテストの進め方についての
具体的な説明が表示される。また，右枠下部には各分野に関連する四つの問題が表示さ
れる。
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なお，画面 12 では，生徒が地図上の記号をクリックすると，次の画面が表示される。 
 
 
 
画面 13：パート 3.1 コンテストを行う 
 
「ここをクリックして次へ進む」（画面 12 参照）をクリックすると，生徒が解答する
前にスコアカードにチェックマークが表示され，あかねさんが「地理」の問題に一つ正
解したとチャットで知らせてくる。 
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アイテム ID CC100302 
正答 僕が「地理」の問題をやるはずだったのに。みんな，自分が 
選んだ分野をやろうよ。 
分類 (D1) 共通理解をモニタリング（点検）し，修正する  
難易度 992 点（習熟度レベル 4） 
 
 
CC100302 のチャットマップ 
 
 
 
 
この問いの日本の生徒の正答率は 13.7％であり，OECD 平均は 17.5％であった。 
 
  
3 選択肢２
あなた
「地理」の問題に答えた
人。よくやったね。
5 選択肢４（正答）
あなた
僕が「地理」の問題を
やるはずだったのに。
みんな，自分が選んだ
分野をやろうよ。
4 選択肢３
あなた
「地理」の問題は他の人
が答えたから，僕は分野
を変えるよ。
2 選択肢１
あなた
時間がないよ。チャット
で時間を無駄にしないよ
うにしようよ。
6
パート３終了
6へ6へ6へ
1 CC100302
あかねさん
一つ正解したわ。この
調子で行きましょう。
コンテストが進んだことを賞賛したい気持ちにかられるかもしれないが，この問題で
は，チームで決めた合意（生徒が「地理」の問題に答えるというルール）が守られてい
ないことに生徒が気付くかどうか，そしてそれに生徒がどのように反応するかを評価し
ている。�
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画面 14：パート 3.1 コンテストを行う（続き） 
 一つ前の問いで生徒がどの選択肢を選んでも，引き続き，生徒はザンダー国に関する
問題に答えることになる。
なお，生徒が「人口」または「経済」のボタンをクリックしてから地図上の記号をク
リックすると，次の画面が表示される。
75
 
75 
 
画面 15：パート 3.1 コンテストを行う（続き） 
 
 
 
  
  
次の画面は，生徒が右枠下部の地図上の記号をクリックしたときに表示される画面
を示している。 
ある記号（画面右下の赤枠囲み）をクリックすると，地図上にザンダー国に関する情
報（この場合，「ザンダー国の 10パーセントが砂漠です。」）が表示される。次に関連す
る問題（「ザンダー国の何パーセントが砂漠ですか？」）の隣の空欄をクリックすると，
画面のとおり解答（「10パーセント」）が表示され，スコアカードの「地理」の列にチェ
ックマークが付く。生徒は解答を手入力する必要はない。 
生徒は「地理」に関する四つの問題すべてに答えることができるが，一定時間が経過
すると解答は途中で中断され，次の画面が表示される。なお，ここでの操作は協同問題
解決能力調査の得点には影響しない。 
  
76
 
76 
 
画面 16：パート 3 中締め 
 
パート 3 の終了画面では，チームは幾つかの分野で解答し終わったが，まだやり残し
ている分野があると表示される。 
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パート 4 進捗状況の評価 
 
画面 17：パート 4 はじめに 
 
 あかねさんはチャットでチームに進捗状況を尋ねる。生徒はあかねさんの質問に対し
て，可能な限り正確に答える必要がある。 
 
 
 
アイテム ID CC100401 
正答 「経済」以外はできてるみたいだよ。 
分類 (D2) 行動の結果をモニタリング（点検）し問題解決の進捗を
評価する 
難易度 730 点（習熟度レベル 4） 
 
  
正答は，「地理」と「人口」の分野は進んでいるが，「経済」では進捗がないことを知
らせるものである。 
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CC100401 のチャットマップ 
この問いの日本の生徒の正答率は 27.2％であり，OECD 平均は 36.2％であった。 
1 CC100401
あかねさん
私のスコアカードは正し
い？みんな調子はどう？
6 CC100402へ
三郎君
「経済」は難しいよ。
こまった。
5 選択肢４
あなた
他のチームのスコアが分
からないから，よく分か
らない。
4 選択肢３（正答）
あなた
「経済」以外はできてる
みたいだよ。
3 選択肢２
あなた
良かった。もう少しでで
きるよ。
2 選択肢１
あなた
君のスコアカードは大丈
夫だよ。僕のも大丈夫だ
よ。
6へ6へ6へ
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画面 18：パート 4.1 進捗状況の評価（続き） 
 
生徒が一つ前の問いでどの選択肢を選んでも，三郎君は自分が担当している「経済」
の分野で困っていると答える。生徒は，三郎君が「経済」の問題に解答することを促し
つつ，適切に手助けをする必要がある。 
 
 
 
アイテム ID CC100402 
正答 がんばって。あかねさんと僕が終わったら，応援にいくよ。 
ねぇ，あかねさん？ 
分類 (D3) チーム組織と役割についてモニタリング（点検）し，
フィードバックし，調整する 
難易度 593 点（習熟度レベル 3） 
 
  
正答は，生徒とあかねさんがまず自分の問題を終わらせつつ，必要であれば三郎君を
手助けするというものであり，これにより最も効率的に問題を解決することができる。
また，既に合意した役割（各メンバーは自分が担当する分野の問題を解くというルール）
が確実に守られることで，チーム組織の維持にもつながる。 
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CC100402 のチャットマップ 
この問いの日本の生徒の正答率は 56.7％であり，OECD 平均は 51.1％であった。 
8 選択肢２
あなた
三郎君，早くやればいい
だけと言ったのは君だよ。
7 選択肢１（正答）
あなた
がんばって。あかねさん
と僕が終わったら，応援
に行くよ。ねえ，あかね
さん？
9 選択肢３
あなた
僕たちが今やってるのを
止めて，君を手伝ってほ
しいってこと？
10 選択肢４
あなた
もしかして，君が僕の
「地理」の問題をやって
たから，遅れてるの？
11
チームの協力で，時間内
にすべての問題に正しく
答え，コンテストに優勝
することができました。
「次へ」ボタンをクリッ
クしてください。
11へ11へ 11へ
6 CC100402
三郎君
「経済」は難しいよ。
こまった。
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画面 19：パート 4 結び 
 
生徒が一つ前の問いへの解答を選択すると，次の画面が表示される。生徒はどの選択
肢を選んでも，全ての問題に正しく答え，コンテストに優勝することができたことにな
り，この大問は終了する。 
 
 
 
 
＜参考文献＞ 
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82
82
4. 協同問題解決能力と学習の背景
4.1. 生徒の協同に対する態度 
生徒質問調査の問 21（ST082）では，協同に対する態度について尋ねている。質問で
は「次のことは，あなた自身にどのくらいあてはまりますか。」と尋ね，図表 4－1 に示
す八つの質問項目について「まったくその通りだ」「その通りだ」「その通りでない」「ま
ったくその通りでない」の四つの選択肢の中から一つ選んでもらった。
図表 4―1 に示すように，生徒の協同に対する態度に関する八つの質問項目は，大き
く二つのグループに分けられ，それぞれ指標化されている。一つは「他者との関係性へ
の価値付け」であり，生徒が協同的な活動を行う際に，利己的な行動ではなく，利他的
な行動に価値をおくかどうかを測定している。もう一つは「共同作業（teamwork）28へ
の価値付け」であり，生徒が単独作業と対比した際に，共同作業により生み出される成
果に価値をおくかどうかを測定している。なお，この質問項目は 2015 年調査の新規項
目であるため，経年比較はできない。
図表 4－1 生徒の協同に対する態度と質問項目 
「他者との関係性への価値付け」 「共同作業への価値付け」
人の話をよく聞く 1人で作業をするより，共同作業の方が好きだ 
クラスの友達が成功するのを見るのがうれしい チームの方が，1人よりいい決定をすると思う
ほかの人が興味を持っていることに気を配る 共同作業だと，自分の力が発揮できる
異なる意見について考えるのは楽しい 友達と協力するのは楽しい
28 本章では，”teamwork”を「共同作業」，”collaborative”を「協同」と訳している。 
PISA2015年調査では，調査問題である協同問題解決能力，科学的リテラシー，読解
力，数学的リテラシーの他に，併せて生徒質問調査，学校質問調査，国際オプションで
ある ICT活用調査といった質問調査も行われた。本章では，生徒質問調査の結果から特
に協同問題解決能力と関係があると考えられるものを取り上げ，得点との関係を見てい
く。具体的には，協同に対する態度（4.1）及び生徒と保護者の関係（4.2）に関する質
問項目への回答が，協同問題解決能力の得点とどのような関係にあるか，また生徒の社
会経済文化的背景が協同問題解決能力の得点にどのような影響を与えているか（4.3）
について報告する。
第 4 章　協同問題解決能力と学習の背景
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4.1.1. 生徒の協同に対する態度の質問項目別の割合 
 
（１）「他者との関係性への価値付け」に関する質問項目別の割合（日本，OECD 平均） 
 
図表 4－2 は，「他者との関係性への価値付け」に関する 4 項目について，四つの選
択肢（「まったくその通りだ」「その通りだ」「その通りでない」「まったくその通りでな
い」）及び「無回答・非該当」における日本と OECD 平均の生徒の割合を示したもので
ある。  
各項目別に「まったくその通りだ」，「その通りだ」と回答した生徒の割合を見ると，
「人の話をよく聞く」は日本が 76.5%，OECD 平均が 85.5%，「クラスの友達が成功す
るのを見るのがうれしい」は日本が 85.7%，OECD 平均が 86.2%，「ほかの人が興味を
持っていることに気を配る」は日本が 77.5%，OECD 平均が 84.5%，「異なる意見につ
いて考えるのは楽しい」は日本が 67.2%，OECD 平均が 84.7%である。 
  
図表 4－2 他者との関係性への価値付け（日本，OECD 平均）  
 
 
また日本について，「まったくその通りだ」と回答した割合をみると，「クラスの友
達が成功するのを見るのがうれしい」が 28.7%と 4 項目の中で最も多く，OECD 平均
の 23.0%と比べると 5.7 ポイント高い。次いで，「異なる意見について考えるのは楽し
い」の 19.4%，「人の話をよく聞く」の 18.0%，「ほかの人が興味を持っていることに
出所：OECD PISA2015 データベースより国立教育政策研究所が作成。
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61.6
63.2
65.9
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9.4
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OECD平均
日本は����平均と比較すると，いずれも肯定的な回答の割合は少なくなるものの，
全体的に肯定的な回答の割合は多い。ただし「異なる意見について考えるのは楽しい」
については，日本の方が ���� ポイント低いことから「異なる意見について考える」と
いう表現の受け止め方の違いが表れた可能性がある。�
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気を配る」の 16.0%と続く。「ほかの人が興味を持っていることに気を配る」について
は，「まったくその通りだ」と回答した日本の生徒の割合は 4 項目の中で最も少ないが
「その通りだ」と回答した割合が最も多いため，全体として肯定的な回答の割合は多
くなっていることがわかる。一方で，「異なる意見について考えるのは楽しい」につい
ては「まったくその通りだ」と回答した割合が 4 項目の中で 2 番目に多いにも関わら
ず，「その通りだ」と回答した割合は 4 項目の中で最も少ないため，全体として肯定的
な回答の割合が少なくなっている。 
 
（２）「共同作業への価値付け」に関する質問項目別の割合（日本，OECD 平均） 
 
図表 4―3 は，「共同作業への価値付け」に関する 4 項目について，四つの選択肢（「ま
ったくその通りだ」「その通りだ」「その通りでない」「まったくその通りでない」）及び
「無回答・非該当」における日本と OECD 平均の生徒の割合を示したものである。  
各項目別に「まったくその通りだ」，「その通りだ」と回答した生徒の割合を見ると，
「1人で作業をするより，共同作業の方が好きだ」は日本が65.4%，OECD平均が66.3%，
「チームの方が，1人よりいい決定をすると思う」は日本が80.2%，OECD平均が72.0%，
「共同作業だと，自分の力が発揮できる」は日本が 53.3%，OECD 平均が 68.2%，「友
達と協力するのは楽しい」は日本が 88.9%，OECD 平均が 85.2%である。 
日本は，「チームの方が，1 人よりいい決定をすると思う」，「友達と協力するのは楽し
い」の 2 項目について，肯定的な回答が OECD 平均よりもそれぞれ 8.2 ポイント，3.7
ポイント高い。一方で，「共同作業だと，自分の力が発揮できる」については，肯定的
な回答が OECD 平均よりも 14.9 ポイント低い。 
 
図表 4－3 共同作業への価値付け（日本，OECD 平均） 
 出所：OECD PISA2015 データベースより国立教育政策研究所が作成。
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4.1.2. 生徒の協同に対する態度における質問項目別の男女差 
 
（１）「他者との関係性への価値付け」における質問項目別の男女差 
 
図表 4－4 から 4－7 は，「他者との関係性への価値付け」に関する 4 項目それぞれに
ついて「まったくその通りだ」「その通りだ」と回答した各国の割合を，男子の割合を
丸（●），女子の割合をダイヤ（◆），全体の割合を横棒（－）で示し，男女差を男子と
女子をつないだ線分の長さで示している。また濃い色は男女差に統計的な有意差がある
ことを示し，薄い色は統計的な有意差がないことを示している29。 
日本について見ると，図表 4－7 の「異なる意見について考えるのは楽しい」のみ，
 
OECD 平均を見ると，「他者との関係性への価値付け」に関しては，4 項目すべてに
                                                  
29 以下，本章では有意水準 5%で検定している。 
30 「人の話をよく聞く」以外の 3 項目については，男子の割合が高い国も見られる。 
おいて女子の方が肯定的な回答の割合（「まったくその通りだ」「その通りだ」）が多い
傾向にある。これは参加国全体を通じて見られる傾向30であり，この後触れる「共同作
業への価値付け」とは異なる傾向にある。 
 
 
また 日本について「まったくその通りだ」と回答した割合をみると，「友達と協力
するのは楽しい」は 42.0%で 4項目の中で最も多く，OECD平均の 30.4%と比べて
11.6ポイント高い。次いで，「チームの方が，1人よりいい決定をすると思う」の
31.7%であり，OECD平均の 22.4%と比べて 9.3ポイント高い。この 2項目は日本の
方が OECD平均よりも肯定的な回答の割合が高い項目であり，特に強い肯定を示す
「まったくその通りだ」と回答した割合が OECD平均と比べて高い。 
以上のことから，日本の生徒は「友達と協力するのは楽しい」，「チームの方が，1
人よりいい決定をする」と考える割合が多く，友達との協力やチームでの決定に対し
てはある程度肯定的に考えている一方，「共同作業だと，自分の力を発揮できない」と
考えている割合も多いことがわかる。 
男子が 68.8%，女子が 66.1%と，男子の方が 2.7ポイント統計的に有意に高 その他
の 3項目については，すべて女子の方が統計的に有意に高い。特に大きな男女差が見ら
れたのは，図表 4－5の「クラスの友達が成功するのを見るのがうれしい」で，男子が
81.4%，女子が 90.7%と，女子の方が 9.3ポイント統計的に有意に高い。次いで，「人の
話をよく聞く」，「ほかの人が興味を持っていることに気を配る」と続き，それぞれ 7.0
ポイント，4.2ポイント女子の方が統計的に有意に高い。
，
く，
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図表 4－4 他者との関係性への価値付けにおける割合の男女差 
（人の話をよく聞く） 
 
 
 
図表 4－5 他者との関係性への価値付け 
（クラスの友達が成功するのを見るのがうれしい） 
 
（注）１．「まったくその通りだ」「その通りだ」と回答した女子の割合が多い順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色の点は，男女の割合の差で統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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図表 4－6 他者との関係性への価値付け 
（ほかの人が興味を持っていることに気を配る）
図表 4－7 他者との関係性への価値付け 
（異なる意見について考えるのは楽しい）
（注）１．「まったくその通りだ」「その通りだ」と回答した女子の割合が多い順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色の点は，男女の割合の差で統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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（２）「共同作業への価値付け」における質問項目別の男女差 
図表 4－8から 4－11は，「共同作業への価値付け」に関する 4項目それぞれに「ま
ったくその通りだ」「その通りだ」と回答した各国の割合について，男子の割合を丸（●），
女子の割合をダイヤ（◆），全体の割合を横棒（－）で示し，男女差を男子と女子をつ
ないだ線分の長さで示している。また濃い色は男女差に統計的な有意差があることを示
し，薄い色は統計的な有意差がないことを示している。 
日本について見ると，4項目すべてにおいて女子の方が男子よりも肯定的な回答の割
合が多い。最も男女差が大きかったのは，「チームの方が，1人よりいい決定をすると思
う」（図表 4－9）で男子 78.5%，女子 82.5%であり，女子の方が 3.9ポイント統計的に
有意に高い。次いで，「友達と協力するのは楽しい」（図表 4－11）であり，男子 87.6%，
女子 90.8%と，女子の方が 3.2 ポイント統計的に有意に高い。一方で，「1 人で作業を
するより，共同作業の方が好きだ」（図表 4－8）及び「共同作業だと，自分の力が発揮
できる」（図表 4－10）については，男女に統計的な有意な差は見られない。 
OECD平均について見ると，4項目すべてにおいて，男子の方が女子よりも肯定的な
回答の割合（「まったくその通りだ」「その通りだ」）が多い傾向にあり，「友達と協力す
るのは楽しい」を除き，その差は統計的に有意である。 
このように，「他者との関係性への価値付け」は，多くの国で男子よりも女子の方が
肯定的な回答の割合が多い一方で，「共同作業への価値付け」については逆の傾向が見
られる。その中で，日本は二つの価値付けとも男子よりも女子の方が肯定的な回答の割
合が多く，他の国とは異なる特徴である。 
また 日本以外の国の傾向を見ると，「友達と協力するのは楽しい」以外の 3項目は，
多くの国で女子よりも男子の方が肯定的な回答の割合が多い傾向にある。
，
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（1 人で作業をするより，共同作業の方が好きだ） 
（チームの方が，1 人よりいい決定をすると思う）
（注）１．「まったくその通りだ」「その通りだ」と回答した男子の割合が多い順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，男女の割合の差で統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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図表 4－8 共同作業への価値付け
図表 4－9 共同作業への価値付け
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（共同作業だと，自分の力が発揮できる）
（友達と協力するのは楽しい）
（注）１．「まったくその通りだ」「その通りだ」と回答した男子の割合が多い順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，男女の割合の差で統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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（注）１．「まったくその通りだ」「その通りだ」と回答した男子の割合が多い順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，男女の割合の差で統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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図表 4－10 共同作業への価値付け
図表 4－11 共同作業への価値付け
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4.1.3. 生徒の協同に対する態度に関する指標 
 
（１）「他者との関係性への価値付け」指標 
 
 図表 4－12 は，国別の「他者との関係性への価値付け」指標の平均値を示している。
「他者との関係性への価値付け」指標は，正で値が大きいほど，生徒が協同的な活動を
行う際に，利己的な行動ではなく，利他的な行動に価値をおいていることを意味する。
なお，この指標は OECD 加盟国の平均値が 0.0，標準偏差は 1.0 となるように標準化さ
れており，指標の値は OECD 加盟国全体における「相対的な位置」を示す31。 
 「他者との関係性への価値付け」指標の平均値を見ると，日本の値は－0.22 で OECD
平均の 0.01 よりも小さい。 
参加国全体を見ると，最も指標値が小さいのはスロバキアで－0.34 であり，最も大き
いのはポルトガルで 0.37 である。「他者との関係性への価値付け」指標は，多くの国が
±0.2 の範囲にありそのばらつきは小さい。これは参加国全体を通じて肯定的な回答の
割合が多いために，国間の差が生じにくいためであると考えられる。 
 
図表 4－12 「他者との関係性への価値付け」指標 
                                                  
31したがって，「仮にある生徒がある指標を構成する質問項目群の多くに肯定的な回答をしたと
しても，OECD 加盟国の参加生徒全体がそれを上回る多くの肯定的な回答をしていた場合は，
この生徒の指標値は負の値になる。逆に，仮にある生徒がある指標を構成する質問項目群の多く
に否定的な回答をしたとしても，OECD 加盟国の参加生徒全体がそれを上回る多くの否定的な
回答をしていた場合は，この生徒の指標値は正の値になる。」（国立教育政策研究所 2016，254
ページ）。 
（注）「他者との関係性への価値付け」指標の値が大きい順に右から国を並べている。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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（２）「共同作業への価値付け」指標
図表 4―13 は，国別の「共同作業への価値付け」指標の平均値を示している。「共同
作業への価値付け」指標は，正で値が大きいほど，生徒が単独作業と比べた際に，共同
作業により生み出される成果に価値をおいていることを意味する。なお，この指標は
OECD 加盟国の平均値が 0.0，標準偏差は 1.0 となるように標準化されており，指標の
値は OECD 加盟国全体における「相対的な位置」を示す。 
「共同作業への価値付け」指標の平均値を見ると，日本の値は－0.03 で OECD 平均
の 0.01 より小さいが，その差はわずかである。 
参加国全体を見ると，最も指標値が小さいのはオランダの－0.26 であり，最も大きい
のはドミニカ共和国の 0.51 である。先に触れた「他者との関係性への価値付け」指標
と比べ，「共同作業への価値付け」指標の方が，指標の最大値が大きく，国間でばらつ
きが見られる。これは各国において「他者との関係性への価値付け」よりも「共同作業
への価値付け」の方が肯定的な回答の割合が少なかったためであると考えられる。
図表 4－13 「共同作業への価値付け」指標 
（注）「共同作業への価値付け」指標の値が大きい順に右から国を並べている。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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4.1.4. 協同に対する態度と協同問題解決能力の得点との関係 
 
（１）「他者との関係性への価値付け」と協同問題解決能力の得点 
 
 図表 4－14 から 4－17 は，「他者との関係性への価値付け」に関する 4 項目につい
て，肯定的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）な回答をした生徒と否定的（「その
通りでない」「まったくその通りでない」）な回答をした生徒の協同問題解決能力の平均
得点の差を示している。 
 
 日本について見ると 4項目すべてにおいて，肯定的な回答をした生徒の方が，統計的
に有意に得点が高い。最も得点差が大きかったのは，「異なる意見について考えるのは
楽しい」で肯定的な回答をした生徒の方が統計的に有意に 24点高い。次いで，「クラス
の友達が成功するのを見るのがうれしい」で肯定的な回答をした生徒の方が 20点高く，
その差は統計的に有意である。参加国の得点差と比較すると日本の得点差は 4項目すべ
てにおいて相対的に小さく，特に「ほかの人が興味を持っていることに気を配る」の得
点差は参加国中最も小さい。 
 また参加国全体について見ると，「人の話をよく聞く」「ほかの人が興味を持っている
ことに気を配る」「異なる意見について考えるのは楽しい」については，日本を含むす
べての国で肯定的な回答をした生徒の方が得点は高い。「クラスの友達が成功するのを
見るのがうれしい」については，日本を含む ��か国において肯定的な回答をした生徒
の方が有意に得点が高い。�
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図表 4－14 他者との関係性への価値付け 
（人の話をよく聞く）と協同問題解決能力の得点  
図表 4－15 他者との関係性への価値付け 
（クラスの友達が成功するのを見るのがうれしい）と協同問題解決能力の得点 
 
 
（注）１．「クラスの友達が成功するのを見るのがうれしい」に対し，肯定的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）に回答した生徒の平均得点から
         　否定的（「まったくその通りでない」「その通りでない」）に回答した生徒の平均得点を引き，得点差が正で値が大きい順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，肯定的な回答と否定的な回答の得点差に統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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（注）１．「人の話をよく聞く」に対し，肯定的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）に回答した生徒の平均得点から否定的（「まったくその通りでない」「その通りでない」）に
         　回答した生徒の平均得点を引き，得点差が正で値が大きい順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，肯定的な回答と否定的な回答の得点差に統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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図表 4－16 他者との関係性への価値付け 
（ほかの人が興味を持っていることに気を配る）と協同問題解決能力の得点 
 
 
図表 4－17 他者との関係性への価値付け 
（異なる意見について考えるのは楽しい）と協同問題解決能力の得点 
（注）１．「ほかの人が興味を持っていることに気を配る」に対し，肯定的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）に回答した生徒の平均得点から
         　否定的（「まったくその通りでない」「その通りでない」）に回答した生徒の平均得点を引き，得点差が正で値が大きい順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，肯定的な回答と否定的な回答の得点差に統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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（注）１．「異なる意見について考えるのは楽しい」に対し，肯定的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）に回答した生徒の平均得点から
         　否定的（「まったくその通りでない」「その通りでない」）に回答した生徒の平均得点を引き，得点差が正で値が大きい順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，肯定的な回答と否定的な回答の得点差に統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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（２）「共同作業への価値付け」と協同問題解決能力の得点 
 
 図表 4－18 から 4－21 は，「共同作業への価値付け」に関する 4 項目について，肯定
的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）な回答をした生徒と否定的（「その通りでな
い」「まったくその通りでない」）な回答をした生徒の協同問題解決能力の平均得点の差
を示している。  
 日本について見ると，「チームの方が，1 人よりいい決定をすると思う」について，肯
定的な回答をした生徒は否定的に回答した生徒と比べ，統計的に有意に 9 点高い。反対
に，「1 人で作業をするより，共同作業の方が好きだ」については，否定的な回答をした
生徒の方が肯定的な回答をした生徒に比べ 12 点高く，その差は有意である。一方，「友
達と協力するのは楽しい」については肯定的な回答をした生徒の方が，「共同作業だと，
自分の力が発揮できる」については否定的な回答をした生徒の方が得点は高いものの，
どちらも統計的な有意差はない。日本においては「共同作業への価値付け」の 4 項目に
おける協同問題解決能力の得点差は小さく，肯定的な回答をした生徒の平均得点が高い
項目も見られる。 
 OECD 平均について見ると，4 項目すべてにおいて肯定的な回答をした生徒よりも否
定的な回答をした生徒の方が得点は高く，その差は統計的に有意である。特に得点差が
大きかったのは，「共同作業だと，自分の力が発揮できる」で肯定的な回答をした生徒
よりも否定的な回答をした生徒の方が統計的に有意に 22 点高い。 
 また参加国全体について見ると，「他者との関係性への価値付け」とは異なり，「共同
作業への価値付け」の 4 項目においては否定的な回答をした生徒の方が協同問題解決能
力の平均得点が高く，その差も大きい傾向にある。特に得点差が大きい項目は，「共同
作業だと，自分の力が発揮できる」であり，アメリカ，カナダは否定的な回答をした生
徒の方が肯定的な回答をした生徒よりも統計的に有意に 40 点以上高い。 
参加国全体について「共同作業への価値付け」と得点との関係を見た際に，肯定的な
回答をした生徒の方が得点が高い国と，否定的な回答の方が得点が高い国に分かれた背
景には，共同作業（teamwork）という言葉のとらえ方に関する文化的な違いがあると考
えられる。4 項目を通じた参加国全体の傾向を見ると，北米及び西欧諸国は否定的な回
答をした生徒の方が得点は高くその差も大きいが，アジアや中南米諸国においては，得
点差がそこまで大きくはなく，項目によっては肯定的な回答をした生徒の方が得点は高
くなるという，逆の関係も見てとれる。 
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図表 4－18 共同作業への価値付け 
（1 人で作業するより，共同作業の方が好きだ）と協同問題解決能力の得点 
 
 
図表 4－19 共同作業への価値付け 
（チームの方が，1 人よりいい決定をすると思う）と協同問題解決能力の得点  
 
 
 
（注）１．「1人で作業するより，共同作業の方が好きだ」に対し，肯定的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）に回答した生徒の平均得点から
         　否定的（「まったくその通りでない」「その通りでない」）に回答した生徒の平均得点を引き，得点差が正で値が大きい順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，肯定的な回答と否定的な回答の得点差に統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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（注）１．「チームの方が，1人よりいい決定をすると思う」に対し，肯定的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）に回答した生徒の平均得点から
         　否定的（「まったくその通りでない」「その通りでない」）に回答した生徒の平均得点を引き，得点差が正で値が大きい順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，肯定的な回答と否定的な回答の得点差に統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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図表 4－20 共同作業への価値付け 
（共同作業だと，自分の力が発揮できる）と協同問題解決能力の得点
図表 4－21 共同作業への価値付け 
（友達と協力するのは楽しい）と協同問題解決能力の得点
（注）１．「共同作業だと，自分の力が発揮できる」に対し，肯定的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）に回答した生徒の平均得点から
否定的（「まったくその通りでない」「その通りでない」）に回答した生徒の平均得点を引き，得点差が正で値が大きい順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，肯定的な回答と否定的な回答の得点差に統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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（注）１．「友達と協力するのは楽しい」に対し，肯定的（「まったくその通りだ」「その通りだ」）に回答した生徒の平均得点から
否定的（「まったくその通りでない」「その通りでない」）に回答した生徒の平均得点を引き，得点差が正で値が大きい順に，左から国を並べている。
       ２．濃い色は，肯定的な回答と否定的な回答の得点差に統計的な有意差があることを示す。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
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4.2. 生徒と保護者の関係と協同問題解決能力の得点 
4.2.1. 生徒と保護者の関係 
図表 4－22 は，生徒と保護者32の関係を尋ねる六つの質問項目について，それぞれ生
徒の回答した割合を示したものである。質問項目は，大きく二つに分けられる。一つは，
生徒質問調査問 48（ST076）及び問 49（ST078）において，一番最近の登校日の登校
前及び下校後に保護者と話をしたかどうかを尋ねる項目である。これらの項目について
二つ目は，生徒質問調査の問 10（ST123）における保護者の支えに関する項目であ
る。生徒に「親（もしくはそれに相当する人）は，私が学校でしている活動に関心があ
る」「親は，私が勉強で努力していることや達成しようとしていることを応援してくれ
る」「親は，学校で困難な状況に直面したとき助けてくれる」「親は，私が自信をもてる
ように励ましてくれる」の 4 項目それぞれについて，「まったくその通りだ」「その通り
だ」「その通りでない」「まったくその通りでない」の四つの選択肢の中から一つを選択
し回答してもらっている。図表 4－22 は，これら 4 項目について「まったくその通り
だ」と回答した生徒の割合を示している。
一つ目の保護者との会話に関する 2 項目について，日本の結果を見ると，「一番最近
の登校日ついて，登校前に，親（もしくはそれに相当する人）と話をする」及び「下校
後に親と話をする」に「はい」と回答した生徒の割合はそれぞれ，90.2%， 93.9%と，
9 割以上の生徒は学校がある日の登校前，下校後に保護者と何らかの話をしている。特
に登校前に保護者と話す割合については，参加国の中でもタイ，ロシア，アイルランド，
ポルトガル，チュニジア，アラブ首長国連邦，アイスランドに次いで，日本は 8 番目に
多い。
一方で，二つ目の保護者の支えに関する 4 項目を具体的に見ていくと，日本において
「まったくその通りだ」と回答した割合が最も高かったのは，「親は，私が勉強で努力
していることや達成しようとしていることを応援してくれる」の 42.1%であった。次い
で，「親は，学校で困難な状況に直面したとき助けてくれる」の 37.4%，「親は，私が自
信をもてるように励ましてくれる」の 30.5%，「親は，私が学校でしている活動に関心
がある」の 30.1%と続く。OECD 平均と比べると 4 項目すべてにおいて日本の方が 13
～22 ポイント低くなっている。特に OECD 平均との差が大きいのは，「親は，私が学校
でしている活動に関心がある」「親は，私が自信をもてるように励ましてくれる」で，
それぞれ 21.7 ポイント，21.2 ポイント日本の方が低い。 
32 実際の質問項目においては，「親もしくはそれに相当する人」について尋ねているが，ここ
では「親もしくはそれに相当する人」を併せて保護者と呼ぶ。
は 「はい」または「いいえ」のいずれかを生徒に回答してもらっている。図表 4－22
は，これら 2項目について「はい」と回答した生徒の割合を示している。 
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図表 4－22 生徒と保護者の関係  
登校前に，親（も
しくはそれに相当
する人）と話をす
る
下校後に，親（も
しくはそれに相当
する人）と話をす
る
親（もしくはそれに
相当する人）は，
私が学校でしてい
る活動に関心が
ある
親は，私が勉強
で努力しているこ
とや達成しようと
していることを応
援してくれる
親は，学校で困
難な状況に直面
したとき助けてく
れる
親は，私が自信
をもてるように励
ましてくれる
コスタリカ 83.5 87.0 69.5 71.1 73.4 64.9
オーストリア 84.1 91.7 74.2 61.4 69.9 64.9
ポルトガル 92.0 96.0 70.1 64.4 57.9 63.9
アイスランド 90.2 97.4 53.7 69.9 62.1 65.8
スイス 82.7 93.7 68.6 68.1 62.2 62.7
アイルランド 92.1 96.7 61.7 63.8 60.4 61.0
ドイツ 86.9 94.5 67.9 61.1 64.1 58.3
リトアニア 89.7 92.8 64.4 61.6 56.1 63.2
アメリカ 88.2 94.3 51.3 70.4 53.9 62.2
ルクセンブルク 82.4 91.6 67.8 62.2 56.6 55.9
オーストラリア 90.1 95.7 51.6 64.7 51.2 57.2
スウェーデン 87.4 94.8 49.5 60.8 58.2 59.5
クロアチア 85.8 93.9 55.8 60.4 56.8 55.0
カナダ 88.2 95.0 49.1 66.8 51.1 57.6
スペイン 84.0 92.1 60.6 56.6 54.8 58.5
イギリス 88.7 94.9 50.6 63.5 52.6 56.2
デンマーク 87.2 94.3 52.1 60.2 61.0 50.4
キプロス 86.1 88.0 57.9 56.2 53.3 59.7
ノルウェー 87.6 96.0 50.5 55.6 54.1 57.0
ニュージーランド 88.8 95.0 49.6 64.1 48.4 54.6
ハンガリー 89.4 93.5 54.0 56.7 52.7 53.9
ウルグアイ 81.2 87.7 59.1 61.5 54.9 55.5
カタール 88.6 91.0 40.5 60.4 53.1 65.1
ドミニカ共和国 86.6 89.8 61.2 62.3 43.0 55.2
オランダ 89.0 96.6 50.6 52.1 55.1 50.4
アラブ首長国連邦 90.5 93.3 31.5 59.0 52.8 66.5
ギリシャ 88.5 92.0 51.1 50.6 49.4 58.4
チリ 81.2 86.4 53.6 59.8 54.1 54.7
フランス 80.8 91.4 54.4 62.4 47.4 52.6
OECD平均 86.1 92.3 51.8 56.4 50.7 51.7
メキシコ 79.7 84.4 59.6 58.0 50.7 55.5
ブルガリア 84.1 91.0 52.4 50.8 50.6 58.2
ベルギー 85.4 93.2 49.6 56.0 50.8 49.0
コロンビア 82.5 85.3 55.3 56.8 46.7 53.8
チュニジア 90.6 90.3 36.7 56.3 42.1 62.0
スロベニア 79.8 83.1 49.1 62.9 48.4 51.8
フィンランド 82.8 94.5 54.6 48.3 46.9 47.7
ブラジル 85.2 89.5 50.2 53.1 42.6 51.7
イタリア 89.3 93.6 50.0 44.0 42.9 51.8
モンテネグロ 79.8 86.9 39.6 51.5 49.1 58.5
トルコ 80.0 84.0 28.2 57.7 47.4 46.2
ラトビア 89.4 93.5 44.5 40.6 35.3 32.9
ペルー 81.7 84.1 43.8 44.0 33.6 48.8
韓国 79.4 85.5 46.0 43.5 39.4 40.0
シンガポール 77.2 89.6 30.8 53.1 37.4 44.7
タイ 92.6 94.5 21.2 47.7 33.1 42.4
エストニア 87.9 88.8 37.8 42.4 37.7 36.6
スロバキア 81.8 88.7 40.4 47.3 36.9 35.7
ロシア 92.6 92.8 41.0 39.8 39.5 24.5
チェコ 85.6 93.5 38.0 45.8 38.2 27.4
日本 90.2 93.9 30.1 42.1 37.4 30.5
ポーランド 83.4 90.5 40.2 32.2 34.1 37.0
北京・上海・江蘇・広東 72.1 75.0 18.0 50.5 39.1 46.7
台湾 56.3 81.0 18.5 37.9 36.8 34.4
香港 76.8 89.0 8.9 31.4 24.3 27.3
マカオ 72.5 83.3 10.7 31.5 21.2 27.1
（注）１．国名における灰色の網掛けはOECD非加盟国を示す。
　　　２．６項目の平均の割合が大きい順に上から国を並べている。
　　　３．６項目すべてに回答している国のみを示している。
出所：OECD（2017）より国立教育政策研究所が作成。
一番最近の登校日について，
「はい」と回答した生徒の割合
「まったくその通りだ」と回答した生徒の割合
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4.2.2. 生徒と保護者の関係と協同問題解決能力の得点 
 
日本について見ると，最も得点差が大きいのは一番最近の登校日について「下校後に，
親（もしくはそれに相当する人）と話をする」で，「はい」と回答した生徒の方が 30 点
統計的に有意に高い。同じく一番最近の登校日について尋ねた「登校前に親と話をする」
ついては，「はい」と回答した生徒は「いいえ」と回答した生徒よりも統計的に有意に
11 点高い。先に触れたように，登校前も下校後も保護者と話をしている割合は 9 割以
OECD 平均も同様に，「下校後に，親と話をする」に「はい」と回答した生徒の方が
有意に 19 点高く，「登校前に親と話をする」における得点差よりも大きい。同様の傾向
また保護者の支えに関する 4 項目について，日本を見ると，最も得点差が大きいのは
「親は，私が学校でしている活動に関心がある」で「まったくその通りだ」と回答した
生徒の方が統計的に有意に 14 点高い。次いで，「親は，私が勉強で努力していることや
達成しようとしていることを応援してくれる」で 11 点，「親は，学校で困難な状況に直
面したとき助けてくれる」で 9 点，「親は，私が自信をもてるように励ましてくれる」
で 7 点高く，いずれも統計的に有意である。先に触れたように，日本においては，「親
は，私が学校でしている活動に関心がある」に「まったくその通りだ」と回答した生徒
は，4 項目の中で最も少なかったが，得点差は最も大きい。 
OECD 平均について見ると，4 項目について最も得点差が大きいのは「親は，私が勉
強で努力していることや達成しようとしていることを応援してくれる」で「まったくそ
の通りだ」と回答した生徒の方が，統計的に有意に 9 点高い。次いで，「親は，私が学
校でしている活動に関心がある」で 4 点高く，「親は，私が自信をもてるように励まし
てくれる」で 2 点，「親は，学校で困難な状況に直面したとき助けてくれる」で 1 点高
いが，「親は，学校で困難な状況に直面したとき助けてくれる」については統計的な有
意差がない。 
参加国全体を見ると，保護者の支えについて「親は，私が学校でしている活動に関心
がある」「親は，私が勉強で努力していることや達成しようとしていることを応援して
くれる」については，多くの国で得点差が正で統計的に有意であるが，「親は，学校で
困難な状況に直面したとき助けてくれる」「親は，私が自信をもてるように励ましてく
れる」については，得点差が正でも値が小さくなるとともに負の値も含まれており，協
同問題解決能力との関係が弱くなっていることがわかる。 
上であったが，下校後の会話の有無の方が得点差が大きい。 
図表 4－23は，図表 4－22で示した 6項目について得点差を示したものである。具
体的には，一番最近の登校日について保護者との会話の有無を尋ねた 2 項目について
は，「はい」と回答した生徒と「いいえ」と回答した生徒の得点差を示し，保護者の支
えに関する 4 項目については 「まったくその通りだ」と回答した生徒とそれ以外の回
答（「その通りだ」「その通りでない」「まったくその通りでない」）をした生徒の得点差
を示している。なお，国は得点差における絶対値を 6項目で平均した値が大きい順に上
から並べている。
，
は，日本を含めた ��か国で見られる。�
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図表 4－23 生徒と保護者の関係と協同問題解決能力の得点 
 
得点差
標準
誤差 得点差
標準
誤差 得点差
標準
誤差 得点差
標準
誤差 得点差
標準
誤差 得点差
標準
誤差
アイスランド 9 (6.4) 44 (12.2) 9 (3.9) 17 (4.7) 8 (4.5) 10 (4.7)
キプロス 19 (4.1) 33 (4.6) 10 (3.2) 19 (3.1) 7 (3.0) 5 (3.4)
モンテネグロ ­9 (3.4) 9 (5.2) 5 (2.7) 25 (2.7) 21 (2.3) 17 (2.6)
日本 11 (4.1) 30 (6.1) 14 (2.7) 11 (2.4) 9 (2.4) 7 (2.5)
ノルウェー 9 (5.8) 48 (9.4) 3 (3.3) 6 (3.4) ­2 (3.4) 0 (2.9)
オーストラリア 5 (4.6) 26 (7.9) 15 (2.9) 19 (2.8) 2 (2.8) 1 (3.3)
韓国 9 (3.7) 13 (3.2) 15 (2.7) 14 (3.0) 8 (2.6) 8 (2.9)
ニュージーランド 4 (5.5) 18 (8.6) 13 (3.2) 24 (3.5) 4 (3.7) 3 (4.0)
フィンランド ­9 (4.3) 25 (7.6) 12 (3.5) 9 (3.3) 2 (3.8) 9 (3.5)
スウェーデン 3 (5.2) 34 (8.5) 4 (3.1) 19 (3.1) 1 (3.1) 5 (3.3)
イギリス ­4 (5.5) 8 (8.0) 18 (2.9) 24 (3.5) 1 (3.2) 7 (3.0)
デンマーク ­5 (5.1) 16 (7.4) 10 (3.4) 11 (3.5) 10 (3.2) 9 (2.8)
アメリカ ­6 (5.7) 23 (8.0) 9 (3.6) 19 (3.9) 1 (4.1) 0 (4.0)
ギリシャ 10 (4.2) 23 (4.6) 8 (3.1) 13 (2.8) 0 (2.9) 5 (3.0)
台湾 ­3 (2.4) 14 (2.9) 5 (3.4) 18 (3.2) 10 (2.9) 9 (3.1)
ラトビア ­5 (4.9) 25 (7.1) 4 (3.3) 12 (3.0) 2 (4.0) 7 (3.6)
タイ 3 (4.4) 8 (5.5) 6 (3.0) 20 (2.2) 12 (1.9) 6 (2.3)
カナダ 1 (3.3) 19 (5.7) 13 (2.6) 18 (2.7) ­2 (2.3) 1 (2.8)
スペイン ­7 (3.8) 22 (5.8) ­7 (2.3) ­4 (2.6) ­4 (2.4) ­9 (3.3)
リトアニア 4 (4.6) 21 (5.0) 8 (3.0) 16 (3.2) ­1 (2.9) ­3 (3.4)
オランダ ­2 (4.6) 16 (7.2) 8 (2.8) 9 (2.9) 8 (2.6) 10 (3.1)
アラブ首長国連邦 ­1 (4.0) 11 (4.4) 9 (2.6) 17 (2.2) 5 (2.4) 9 (2.6)
ルクセンブルク 4 (4.1) 33 (6.0) ­2 (4.0) 1 (3.3) ­3 (3.2) ­6 (3.7)
スロバキア 3 (3.4) 17 (5.1) 5 (2.6) 15 (2.7) 4 (2.8) 5 (2.5)
ポルトガル 8 (4.9) 31 (6.6) 1 (3.3) 4 (2.8) ­1 (2.5) ­3 (2.7)
エストニア 4 (4.8) 22 (4.5) ­3 (3.5) 10 (3.0) ­2 (3.1) 4 (3.0)
トルコ 13 (3.3) 17 (4.3) 4 (2.5) 7 (2.7) 2 (2.5) 2 (2.6)
ブラジル ­5 (3.2) 7 (4.2) 7 (2.2) 13 (2.5) 4 (2.1) 8 (2.0)
チェコ ­9 (4.6) 16 (6.2) ­2 (2.9) 8 (2.8) 3 (2.7) ­3 (3.3)
香港 ­10 (3.4) 8 (4.4) ­17 (5.0) 2 (3.3) ­4 (3.5) 1 (3.4)
ドイツ 10 (6.4) 12 (8.5) ­10 (3.5) 0 (3.2) ­7 (3.1) ­2 (3.0)
イタリア 5 (4.1) 20 (5.6) 0 (3.2) 5 (3.3) ­3 (3.0) ­8 (2.9)
シンガポール 2 (3.5) 21 (4.6) 3 (3.1) 1 (2.9) ­4 (3.2) ­8 (3.0)
ブルガリア ­2 (3.8) 20 (6.0) 1 (2.4) 9 (2.5) ­1 (2.1) 5 (2.8)
オーストリア ­1 (4.3) 5 (6.4) ­15 (2.8) ­5 (3.0) ­5 (2.8) 5 (2.8)
OECD平均 0 (0.8) 19 (1.2) 4 (0.6) 9 (0.6) 1 (0.5) 2 (0.6)
マカオ ­4 (3.4) 13 (4.2) 3 (5.1) 10 (3.4) 2 (4.0) 1 (3.5)
クロアチア 1 (3.8) 17 (4.7) 4 (3.1) 6 (2.6) ­1 (2.7) ­4 (2.6)
ベルギー ­10 (3.4) 3 (4.8) ­5 (2.1) ­2 (2.3) ­8 (2.2) ­5 (2.1)
北京・上海・江蘇・広東 ­9 (3.1) ­4 (3.4) ­3 (3.4) 4 (2.4) 6 (2.6) 6 (2.9)
コスタリカ 4 (3.4) 15 (4.6) 3 (2.6) 1 (2.7) ­1 (3.0) ­2 (2.5)
スロベニア ­5 (4.3) 1 (4.8) 6 (3.5) 11 (4.2) 1 (3.2) 3 (3.5)
ペルー ­7 (2.9) ­2 (3.5) 4 (2.5) 7 (2.5) 1 (2.4) 3 (2.7)
ウルグアイ ­3 (3.8) 10 (4.8) 1 (2.8) 1 (2.5) ­5 (2.5) ­2 (2.4)
コロンビア ­7 (3.3) ­4 (3.6) ­2 (2.1) 2 (2.2) ­4 (2.5) ­3 (2.4)
フランス ­8 (3.4) 5 (6.4) 0 (2.6) 7 (2.7) ­1 (2.7) 0 (2.8)
チュニジア ­3 (4.0) ­6 (3.2) 1 (2.6) 3 (2.5) 2 (2.4) 6 (2.3)
ハンガリー ­8 (4.6) 0 (7.2) 0 (2.7) 2 (2.8) ­4 (2.6) ­4 (2.7)
ロシア ­2 (5.7) 8 (5.5) 1 (3.6) 5 (3.4) 1 (3.0) 0 (3.7)
チリ ­12 (3.6) ­1 (4.3) ­1 (2.4) 4 (3.1) 0 (2.6) 0 (2.6)
メキシコ ­5 (2.4) 0 (2.8) ­1 (2.9) 4 (2.8) 0 (2.5) 0 (2.7)
（注）１．灰色の網掛けはOECD非加盟国を示す。
　　　２．６項目の得点差の平均が大きい順に上から国を並べている。
　　　３．生徒及び学校の社会経済文化的背景の影響を除いた後の値である。
　　　４．太字は統計的な有意差があることを示す
　　　５．６項目の中で欠損値扱い（ｍ）がある国は，除外している。
出所：OECD(2017)より国立教育政策研究所が作成。
一番最近の登校日について，
「はい」と回答した生徒と
「いいえ」と回答した生徒の得点差
「まったくその通りだ」と回答した生徒と
それ以外の回答をした生徒の得点差
登校前に，親（もしく
はそれに相当する
人）と話をする
下校後に，親（もしく
はそれに相当する
人）と話をする
親（もしくはそ
れに相当する
人）は，私が学
校でしている活
動に関心がある
親は，私が勉強で努
力していることや達
成しようとしている
ことを応援してくれ
る
親は，学校で困
難な状況に直面
したとき助けて
くれる
親は，私が自信
をもてるように
励ましてくれる
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4.3. 生徒の社会経済文化的背景と協同問題解決能力の得点 
 
 PISA 調査では，生徒質問調査の「保護者の職業」「保護者の教育歴」「家庭の所有物」
に関する質問項目から「生徒の社会経済文化的背景」指標を構成し，これによって生徒
の得点の違いを分析している。この指標の値が大きいほど，生徒の家庭の社会経済文化
的水準が高いことを表している（詳細は，国立教育政策研究所（2016）234～237 ペー
ジ参照）。 
 図表 4－24 は，まず生徒を「生徒の社会経済文化的背景」指標の値によって，国別
に 4 群（指標値の小さい方から最下位 25%層，中下位 25%層，中上位 25%層，最上位
25%層，以下「最下位層」「中下位層」「中上位層」「最上位層」）に分け，各群における
協同問題解決能力の平均得点，最下位層と最上位層の得点差，指標 1 単位の増加に対応
する得点の変化，その指標による協同問題解決能力の得点分散の説明率を示したもので
ある。得点の変化とその説明率は回帰分析によって求められており，「生徒の社会経済
文化的背景」指標の得点に対する回帰直線の傾きが指標の 1 単位増加に対する得点の変
化量を示す。回帰直線が得点の分布にどの程度当てはまるのかを示したもの（決定係数）
に 100 を乗じ，パーセント表記にしたものが説明率である。説明率が高ければ，指標と
得点による回帰直線の周りに点が集中し，逆に低ければ点は回帰直線から離れた広い範
囲にまで散布し，全体の分布を説明できていないモデルということになる。 
4 群ごとに日本の協同問題解決能力の平均得点を見ると，最下位層が 524 点，中下位
層は 548 点，中上位層は 559 点，最上位層は 577 点である。また，最上位層と最下位
層では，最上位層の方が協同問題解決能力の得点が統計的に有意に 52 点高い。OECD
平均では，最下位層 468 点，中下位層 491 点，中上位層 510 点，最上位層 536 点であ
り，最上位層と最下位層では最上位層の方が統計的に有意に 69 点高い。 
参加国全体を通して，指標値が大きい生徒群の方が小さい生徒群の得点を上回ってい
る。最上位層と最下位層の得点差が最も大きいのは，ペルーで 103 点，次いで北京・上
海・江蘇・広東の 101 点，ハンガリーの 99 点と続く。得点差が最も小さいのは，マカ
オの 17 点であり，次いでアイスランドの 29 点，香港の 35 点と続き，日本は 9 番目に
小さい。日本の得点差が小さいのは，日本の協同問題解決能力の得点が全体的に高いこ
とも影響していると考えられる。 
次に，指標 1 単位の増加に対応する得点の変化について見ると，日本は指標が 1 単位
増加すると協同問題解決能力の得点が 27 点高まる傾向にあり，説明率は 5.2%である。
OECD 平均では，指標が 1 単位増加すると協同問題解決能力の得点が 30 点高まる傾向
にあり，説明率は 7.9%である。参加国全体を通して，「生徒の社会経済文化的背景」指
標と協同問題解決能力の得点との関係を得点分散の説明率から見ると，関係が最も強い
のはペルーで 21.6%，次いでハンガリー，北京・上海・江蘇・広東の 15.9%と続く。最
も関係が弱いのはマカオの 0.6%，次いで，アイスランドの 1.7％，香港の 2.1％，ノル
ウェーの 3.8％と続き，日本は 10 番目に小さい。このことから，日本は参加国の中で
も，協同問題解決能力の得点と「生徒の社会経済文化的背景」指標との関係性が弱い国
であると言える。 
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図表 4－24 「生徒の社会経済文化的背景」指標と協同問題解決能力の得点との関係 
 
平均値
標準
誤差
標準
誤差
平均
得点
標準
誤差
平均
得点
標準
誤差
平均
得点
標準
誤差
平均
得点
標準
誤差
得点
差
標準誤
差
得点の
変化
標準誤
差
割合
標準誤
差
ペルー ­1.08 (0.04) (2.5) 364 (2.7) 409 (3.8) 431 (3.7) 467 (4.7) 103 (5.5) 32 (1.6) 21.6 (1.8)
ハンガリー ­0.23 (0.02) (2.4) 425 (3.8) 462 (4.0) 479 (3.9) 524 (3.9) 99 (5.5) 40 (1.9) 15.9 (1.3)
北京・上海・江蘇・広東 ­1.07 (0.04) (4.0) 447 (4.8) 485 (5.4) 504 (4.5) 549 (7.4) 101 (8.6) 35 (2.4) 15.9 (2.2)
コロンビア ­0.99 (0.04) (2.3) 392 (3.2) 414 (3.2) 436 (3.2) 474 (4.8) 82 (6.0) 29 (1.7) 14.8 (1.8)
ブルガリア ­0.08 (0.03) (3.9) 398 (5.5) 429 (4.9) 460 (4.9) 495 (4.4) 97 (6.4) 37 (2.1) 14.2 (1.4)
ベルギー 0.16 (0.02) (2.4) 458 (3.9) 486 (3.0) 517 (3.3) 548 (3.7) 89 (5.2) 39 (2.0) 12.8 (1.2)
ウルグアイ ­0.78 (0.02) (2.3) 407 (3.0) 428 (3.3) 449 (3.9) 489 (4.5) 82 (5.4) 29 (1.7) 12.4 (1.4)
フランス ­0.14 (0.02) (2.4) 454 (3.5) 480 (3.9) 508 (3.8) 543 (4.1) 90 (5.0) 44 (2.1) 12.3 (1.1)
ルクセンブルク 0.07 (0.01) (1.5) 448 (3.3) 480 (3.3) 501 (3.1) 541 (3.1) 93 (4.4) 30 (1.4) 11.3 (0.9)
チリ ­0.49 (0.03) (2.7) 420 (3.6) 455 (4.1) 461 (3.8) 496 (4.0) 76 (5.0) 26 (1.5) 11.3 (1.3)
チェコ ­0.21 (0.01) (2.2) 461 (4.4) 488 (3.6) 509 (3.5) 539 (3.2) 78 (6.1) 38 (2.6) 11.2 (1.4)
メキシコ ­1.22 (0.04) (2.5) 400 (3.6) 423 (3.2) 443 (3.9) 468 (3.8) 68 (5.1) 22 (1.4) 11.1 (1.4)
コスタリカ ­0.80 (0.04) (2.4) 416 (3.3) 427 (3.1) 444 (3.7) 478 (4.1) 63 (5.1) 21 (1.6) 10.0 (1.4)
シンガポール 0.03 (0.01) (1.2) 519 (2.7) 552 (2.8) 575 (3.1) 600 (3.2) 81 (4.2) 33 (1.7) 9.8 (0.9)
タイ ­1.23 (0.04) (3.5) 414 (4.0) 419 (3.6) 436 (4.4) 477 aisu 64 (8.7) 24 (2.5) 9.7 (2.0)
スロバキア ­0.11 (0.02) (2.4) 427 (4.2) 455 (2.8) 470 (3.3) 503 (4.4) 76 (5.9) 30 (2.1) 9.7 (1.2)
ブラジル ­0.96 (0.03) (2.3) 384 (2.6) 403 (2.5) 414 (3.3) 454 (4.7) 70 (5.0) 23 (1.4) 9.5 (1.1)
イスラエル 0.16 (0.03) (3.6) 422 (5.4) 460 (4.9) 495 (5.5) 505 (4.5) 83 (7.0) 38 (2.9) 9.4 (1.4)
チュニジア ­0.83 (0.03) (1.9) 363 (2.4) 372 (2.6) 381 (2.8) 412 (4.1) 48 (4.5) 16 (1.5) 9.2 (1.5)
オーストリア 0.09 (0.02) (2.6) 474 (3.9) 497 (4.0) 523 (3.2) 548 (4.4) 74 (5.4) 35 (2.1) 9.0 (1.1)
ポルトガル ­0.39 (0.03) (2.6) 465 (3.7) 489 (3.7) 502 (4.4) 538 (4.5) 73 (5.4) 23 (1.7) 8.8 (1.3)
クロアチア ­0.24 (0.02) (2.5) 446 (3.6) 461 (3.7) 475 (3.5) 511 (4.2) 64 (5.2) 31 (2.1) 8.6 (1.0)
リトアニア ­0.06 (0.02) (2.5) 434 (3.3) 455 (3.1) 479 (4.5) 505 (3.7) 71 (4.9) 31 (2.2) 8.5 (1.1)
ギリシャ ­0.08 (0.03) (3.6) 427 (4.9) 448 (4.7) 465 (4.9) 497 (4.5) 71 (5.6) 28 (2.0) 8.3 (1.1)
スロベニア 0.03 (0.01) (1.8) 472 (3.7) 487 (3.4) 512 (3.3) 538 (2.9) 67 (5.0) 32 (2.1) 8.0 (1.0)
OECD平均 ­0.04 (0.00) (0.5) 468 (0.7) 491 (0.7) 510 (0.7) 536 (0.7) 69 (1.0) 30 (0.4) 7.9 (0.2)
トルコ ­1.43 (0.05) (3.4) 398 (4.8) 416 (4.1) 424 (4.0) 453 (6.4) 55 (7.4) 19 (2.0) 7.9 (1.7)
スウェーデン 0.33 (0.02) (3.4) 477 (3.5) 497 (4.0) 527 (4.3) 546 (5.9) 69 (5.9) 33 (2.5) 7.7 (1.1)
ドイツ 0.12 (0.02) (2.8) 497 (4.5) 524 (4.1) 539 (4.1) 571 (4.2) 74 (5.6) 29 (2.0) 7.6 (1.0)
台湾 ­0.21 (0.02) (2.5) 495 (3.8) 517 (3.2) 535 (3.8) 560 (4.2) 65 (5.8) 30 (2.5) 7.5 (1.1)
アメリカ 0.10 (0.04) (3.6) 486 (4.4) 503 (4.3) 533 (6.0) 565 (5.3) 79 (6.5) 29 (2.1) 7.5 (1.0)
ニュージーランド 0.17 (0.02) (2.4) 496 (4.8) 528 (4.8) 547 (4.0) 572 (4.2) 76 (6.9) 37 (3.2) 7.4 (1.2)
スペイン ­0.51 (0.04) (2.1) 469 (3.5) 486 (3.2) 505 (3.2) 528 (3.2) 59 (4.5) 20 (1.3) 7.0 (0.9)
オーストラリア 0.27 (0.01) (1.9) 498 (2.8) 522 (3.0) 544 (3.0) 570 (3.4) 72 (4.4) 35 (1.9) 6.7 (0.8)
イタリア ­0.07 (0.02) (2.5) 445 (4.3) 474 (3.5) 488 (3.5) 510 (3.7) 65 (5.4) 26 (1.9) 6.7 (1.0)
オランダ 0.16 (0.02) (2.4) 489 (3.5) 504 (3.7) 525 (3.7) 555 (4.5) 66 (5.8) 33 (2.7) 6.6 (1.1)
ロシア 0.05 (0.02) (3.4) 440 (4.4) 468 (5.0) 489 (5.2) 502 (4.2) 62 (5.4) 31 (2.7) 6.3 (1.0)
イギリス 0.21 (0.02) (2.7) 489 (3.6) 503 (4.6) 532 (3.7) 559 (4.2) 69 (5.2) 30 (2.2) 6.3 (0.9)
デンマーク 0.59 (0.02) (2.5) 493 (3.5) 511 (3.6) 527 (4.1) 551 (3.8) 58 (4.8) 25 (2.0) 6.0 (0.9)
フィンランド 0.25 (0.02) (2.6) 504 (4.4) 522 (4.1) 543 (4.1) 566 (4.0) 62 (5.9) 33 (2.7) 5.8 (0.9)
ラトビア ­0.44 (0.02) (2.3) 458 (3.5) 476 (3.7) 494 (4.1) 513 (3.5) 55 (5.0) 23 (2.1) 5.6 (0.9)
カナダ 0.53 (0.02) (2.3) 504 (3.3) 528 (2.9) 548 (3.5) 567 (3.1) 63 (4.1) 29 (1.7) 5.3 (0.6)
日本 ­0.18 (0.01) (2.7) 524 (3.5) 548 (3.7) 559 (3.7) 577 (3.1) 52 (4.0) 27 (2.0) 5.2 (0.7)
韓国 ­0.20 (0.02) (2.5) 515 (3.5) 530 (3.4) 546 (3.9) 563 (4.2) 49 (5.3) 28 (2.6) 5.1 (1.0)
エストニア 0.05 (0.01) (2.5) 508 (3.9) 529 (4.1) 542 (3.6) 565 (3.1) 56 (4.6) 26 (2.1) 5.0 (0.8)
アラブ首長国連邦 0.50 (0.01) (2.4) 402 (3.2) 430 (3.8) 453 (3.0) 459 (3.1) 58 (3.8) 28 (1.8) 4.9 (0.6)
キプロス 0.20 (0.01) (1.7) 423 (3.4) 436 (3.3) 447 (3.3) 473 (3.9) 50 (5.2) 20 (2.1) 4.1 (0.8)
モンテネグロ ­0.18 (0.01) (1.3) 395 (2.2) 412 (2.6) 420 (2.5) 438 (2.4) 43 (3.5) 19 (1.4) 4.1 (0.6)
ノルウェー 0.48 (0.02) (2.5) 479 (3.5) 497 (3.7) 512 (4.2) 527 (3.6) 47 (4.2) 25 (2.1) 3.8 (0.6)
香港 ­0.53 (0.03) (2.9) 525 (3.9) 539 (4.0) 542 (4.2) 560 (4.7) 35 (6.0) 14 (2.2) 2.1 (0.6)
アイスランド 0.73 (0.01) (2.3) 485 (4.4) 494 (4.4) 508 (4.1) 515 (4.1) 29 (5.4) 17 (2.9) 1.7 (0.6)
マカオ ­0.54 (0.01) (1.2) 524 (3.0) 535 (2.7) 536 (3.2) 541 (3.0) 17 (4.5) 8 (1.9) 0.6 (0.3)
（注）１．表の平均得点及び差は小数第一位を四捨五入した値であり，表中のそれぞれの得点とは必ずしも一致しない。
       ２．灰色の網掛けは非OECD加盟国を示す。
　　　３．太字は，統計的な有意差があることを示す。
　　　４．「生徒の社会経済文化的背景」指標による得点分散の説明率が大きい順に上から国を並べている。
出所：OECD(2017)より，国立教育政策研究所が作成。
指標１単位の増
加に対応する協
同問題解決能
力の得点変化
協同問題解決
能力得点にお
ける指標の分
散説明率（％）
「生徒の社会経済文
化的背景」指標
協同問題
解決能力
の
平均得点
指標水準別生徒の協同問題解決能力の平均得点 最上位25%層と
最下位25%層
の得点差最下位25%層 中下位25%層 中上位25%層 最上位25%層
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また日本の協同問題解決能力の得点分散の説明率について，国立教育政策研究所
（2016）に掲載されている 2015 年調査における科学的リテラシー，読解力，数学的リ
テラシーの得点分散の説明率33と比べると，協同問題解決能力は 3 分野よりも得点分散
の説明率が小さい。同様の傾向は，OECD 平均においても見られる。さらに，3 分野及
び協同問題解決能力の得点分散の説明率について，日本と OECD 平均を比較すると，
すべての分野において得点分散の説明率はいずれも日本がOECD平均を下回っている。
このことから，他国と比べて日本の生徒の得点は，生徒の社会経済文化的背景による影
響は少なく，特に協同問題解決能力についてはその影響が小さいと言える34。
＜参考文献＞ 
OECD (2017). PISA 2015 Results (Volume V): Student’s Collaborative Problem Solving, 
OECD Publishing. 
国立教育政策研究所（2016）『生きるための知識と技能６－OECD 生徒の学習到達度調
査（PISA）2015 年調査国際結果報告書－』明石書店。 
33 3 分野の得点分散の説明率については，国立教育政策研究所（2016）239 ページ参照。 
34 国立教育政策研究所（2016）では，日本の「生徒の社会経済文化的背景」指標の値と科学
的リテラシーの得点分散の説明率の関係から，日本は「家庭の経済状況や教育環境の違いが習
熟度に影響する程度が小さいという，教育機会において平等性の高いシステム」（238 ページ）
であるとしている。
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※本章は，OECD (2017), Chapter 7 PISA 2015 Collaborative Problem-Solving Framework, PISA 2015 Assessment and 
Analytical Framework: Science, Reading, Mathematic, Financial Literacy and Collaborative Problem Solving, revised 
edition から一部（p.134~p.151）を抜粋し，国立教育政策研究所が監訳したものである。割愛した p.131~p.134，
p.151~p.152 及び Annex 7.A~Annex 7.C（p.157~p.188）については，下記の URL から原著を参照していただきたい。 
 
http://dx.doi.org/10.1787/9789264281820-en 
 
5.1. 領域の定義 
 
5.1.1. 協同問題解決 
 
『PISA2003 年調査 評価の枠組み OECD 生徒の学習到達度調査』（OECD, 2003）は，問題
解決能力（problem-solving competencies）を次のように定義している。 
����
�
「問題解決の道筋が瞬時には明白ではなく，応用可能と思われるリテラシー領域あるいは
カリキュラム領域が数学，科学，または読解のうちの単一の領域だけには存在していない，
現実の領域横断的な状況に直面した場合に，認知プロセスを用いて，問題に対処し，解決す
ることができる能力。」�
��������年調査の問題解決領域の枠組み案（����������）では，����年の定義をほぼ踏襲
しているが，情動的要素も加味している。�
「問題解決能力とは，解決の方法がすぐにはわからない問題状況を理解し，問題解決のため
に，認知プロセスに取り組む個人の能力であり，そこには建設的で思慮深い一市民として，
個人の可能性を実現するために，自ら進んで問題状況に関わろうとする意思も含まれる。」 
��������年調査の協同問題解決領域を定義する上で，過去の ����調査の問題解決領域に対
し，協同という側面が最も顕著に追加されていることは明らかである。そのため，����年の領
域の定義では，こうした協同の側面に重点を置いている。その定義はこの領域の主要な要素とそ
れらの要素の関係性を特定する。�
この調査のねらいとして，�������� 年調査における協同問題解決能力（��������������
��������������������������）の定義をコラム �に明記する。�
�
コラム �� ��������年調査における協同問題解決能力の定義�
協同問題解決能力とは，複数人が��解決に迫るために必要な理解と労力を共有し，解決に至る
ために必要な知識・スキル・労力を出し合うことによって問題解決しようと試みるプロセスに
効果的に取り組むことができる個人の能力である。�
�
�������� 年調査の協同問題解決能力は，協同のスキルと問題解決に必要なスキル（つまり，
関連した問題解決スキル）を結び付けた側面にあり，協同はリーディング鎖のように機能する。�
上記の定義について，その構成要素の意味と用途を明確にするため，以下に注釈を示す。�
�
個人の能力… 
協同スキルは，個人，グループ，あるいは組織のレベルで測定することができる（����������
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�
����;� ����������������;�������������������;������������）。協同の利点は，問題解決におけるグル
ープのアウトプットが個々のメンバーからのアウトプットを足し合わせたものよりも大きくな
る可能性があることであり（������������������������;������������������;���������������），
グループ全体として，個々人のレベルとは異なる成果をどのように生み出すかについて，各参加
者の次元では十分に説明されない。しかし，����調査のねらいは，協同的な状況におかれた個
人の能力に焦点を当てることである。協同問題解決の実質的な成功は，グループメンバーが協同
し，個人の成功よりもグループの成功を優先できる能力にかかっている。しかも，こうした能力
はグループ内のメンバー一人ひとりが持つ特性でもあるのだ。�
�
…プロセスに効果的に取り組むことができる… 
協同問題解決には，個人の認知プロセスを伴い，認知プロセスは認知スキルと社会的スキルの
両者を必要とする。そこには各個人の問題解決の過程だけでなく，協同する他の参加者の認知シ
ステムと相互作用するコミュニケーションの過程もある。例えば，グループで正しい解決策を共
有しているだけでなく，それが正しい解決策であるとグループ内で意見が一致していなければ
ならない。本書で後述するが，この調査で焦点を当てているのは，共通の理解を構築・維持し，
問題解決に向けて適切な行動を取り，グループを組織し維持するといった協同問題解決に関連
する認知的かつ社会的なスキルなのである。�
協同問題解決に関係する認知プロセスは，個人の内的プロセスであるものの，課題やグループ
内の他者との相互作用を通じて表面に現れてくるものでもある。つまり，個人の行為，他者との
コミュニケーション，問題解決の課題における中間的及び最終的な成果物，問題解決の記述や行
動についての自由な思考から，認知プロセスを推測することができる。探索方法や解決策，コミ
ュニケーションのタイプや質，問題についての知識や表現，グループ内の他者に対する個人の表
現といった指標を調査することによって，こうした測定は実証される。言い換えると，協同問題
解決スキルを測定することは，個人のスキルを測定するといった挑戦であり，と同時にチームメ
ンバーが関与する認知プロセスを観察可能にする絶好の機会ともなる。�
�
…複数人が… 
協同は複数人のエージェント間での相互作用を必要とする。「エージェント」という語は，人
間あるいはコンピュータでシミュレーションされた参加者のいずれかを指す。どちらの場合も，
エージェントにはゴールを生み出して，行動を起こし，メッセージを伝え，他の参加者からのメ
ッセージに反応し，環境を感知して，環境の変化に適応し，学習する能力がある（�������������
���������� ����）。協同問題解決スキルの成果は個人レベルか，あるいはグループレベルのどち
らかで観察される。たとえ個人レベルに向けられた観察であっても，そこで観察される個人の行
動や相互作用というのは，協同をもたらすために自分以外のエージェントと表象や共通のゴー
ルを共有する目的で生じたものである。それゆえ，この定義は最低 � 名のエージェントという
要件を設けている。�
�
…問題解決しようと試みる… 
この測定が主に焦点を当てているのは，単なる問題の正しい解決よりむしろ，目の前の問題を
解決しようとする時に生徒が関与する協同的な行動である。中核となる構成概念は，問題の解決
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����
�
策よりも協同プロセスを重視している。�
�
…解決に迫るために必要な理解と労力を共有し… 
協同が生じるのは，グループメンバーが課題とその解決についての共通理解を構築して維持
しようと努力する場合のみである。コミュニケーションと相互作用を通じ，共通基盤を作り上げ
ることによって共通理解は実現される（������� ����;� ������ ���� ��������� ����;� ������ ����
���������� ����）。こうしたコミュニケーションと相互作用には，問題の意味に関する共通表象
の構築，各個人の役割の理解，グループメンバーの能力と視点の理解，グループメンバー間にお
ける情報の伝達とフィードバックの相互追跡，及び解決に向けた進捗の相互モニタリング（点検）
がある。�
�
…解決に至るために必要な知識・スキル・労力を出し合うことによって… 
さらに協同に必要なのは，各個人が自身の知識とスキルを問題解決に役立てる方法を確立す
るほか，他の参加者の寄与できる知識とスキルを特定して十分に理解することである。グループ
内で知識とスキルを出し合った状態を確立させることに加え，潜在的な見解の相違，グループメ
ンバー間の意見の不一致／対立，修正が必要なグループメンバーのミス，及びその他にも問題に
おいて対処するために認知的労力を要する課題がある。このような正当化，擁護，議論，再編成
といった追加的な労力は，なぜグループが個人よりも大きな成功を収める場合や効率的な場合
があるのかを説明し得る要因である。グループは自らの意見，解釈，提案を明確にしなければな
らず，利用できる情報を一層徹底的に処理することが求められ，より多くの解決策を比較して，
各解決策の欠点を見つけ出す必要がある。個人からの労力の提供がない場合，その個人は協同し
ていないことになる。個人が要請や事象に対応せず，ゴールに向けた進捗にとって適切な行動を
取らなければ，その個人は生産的な労力を提供していない。�
�
����� 領域の体系化�
�
������� 協同問題解決プロセスと協同問題解決に影響する要因�
�
協同問題解決は本質的に複雑なメカニズムであり，協同の構成要素に加えて，単独で問題解決
する際に見られる認知の構成要素も組み込んでいる。単独問題解決における認知的な構成要素
には，問題内容の理解と表象，問題解決方略の適用，及びゴールに向けた進捗をモニタリング（点
検）するための自己制御とメタ認知プロセスの適用が含まれる（�����������;������������������
����������������;�������������������������������������;������������;�O’Neil, 1999）。しかし，
グループの他のメンバーたちを協同の課題に参加させるには，さらに認知スキルと社会的スキ
ルが必要となり，共通理解・知識・情報の流れを共有し，適切なチーム組織を作り，これを理解
し，問題解決に向けて協調性のある行動を取らなくてはならない（�����������������;� �������������
����）。�
��������年協同問題解決調査では，協同問題解決能力をコラム �のとおり，複数人が，解決
に迫るために必要な理解と労力を共有し，解決に至るために必要な知識・スキル・労力を出し合
うことによって問題解決しようと試みるプロセスに効果的に取り組むことができる個人の能力
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として定義している。この定義には，次の三つの主要な協同問題解決能力が組み込まれている。�
�
��� 共通理解の構築・維持�
�
��� 問題解決に対する適切な行動�
�
��� チーム組織の構築・維持�
�
これらの三つの能力（コンピテンシー）は，協同問題解決のプロセスと単独問題解決のプロセ
スを組み合わせたものから生じる。単独問題解決のプロセスは既に �������� 年調査の枠組み
で定義されており，探索・理解（���������������������������），表現・定式化（�����������������
�����������），計画・実行（����������������������），観察��・熟考（�������������������������）
である。協同問題解決能力はさらに，課題，チーム構成，課題が出題される媒体のほか，問題解
決課題の全般的な背景の文脈といった要因からも影響される。以下では，これらの構成要素につ
いて詳述する。�
�
������� 問題解決スキル�
�
��������年調査の協同問題解決の基礎と用語の大半は，個人が一人で取り組む問題解決を扱
った ��������年調査の（単独）問題解決の枠組みと一致している。そこでは問題を，ある人が
ゴールを持っているものの，それを達成するための迅速な解決策がない時に存在するものと定
義している。すなわち，「問題解決とは，明白な解決方法が利用できないときに初期状態をゴー
ル状態へと転換することを可能にする認知プロセスである」（������������������）。問題解決能
力とは，「解決の方法がすぐにはわからない問題状況を理解し，問題解決のために，認知プロセ
スに取り組む個人の能力であり，そこには建設的で思慮深い一市民として，個人の可能性を実現
するために，自ら進んで問題状況に関わろうとする意思も含まれる」（�����������������／国立
教育政策研究所��������������）。�
��������年調査の問題解決の枠組みは，問題解決を評価するための基礎を提供し，協同問題
解決とも密接に関連する三つの側面の概念を明らかにしている。それらは，問題の文脈，問題状
況の特徴，及び問題解決のプロセスである（�����������������）。�
問題の文脈は，個人がその文脈になじみがあるかどうかによって，その個人にとっての問題解
決の難易度に影響を与える。��������年調査の問題解決の枠組みは，問題解決の文脈に関して
二つの側面，すなわち状況（�������）（テクノロジーに基づくものか否か）と用途（�����）（個
人的なものか社会的なものか）を置いている。状況がテクノロジーに基づく場合は，問題解決す
る人は問題解決の文脈としてコンピュータ，携帯電話，リモコンなどのデバイスを利用する。こ
うした文脈における典型的な問題解決のゴールは，デバイスの操作方法や修理方法を理解する
ことである。その他，問題解決の文脈では，そういったデバイスは利用しない，非テクノロジー
の文脈もある。そこには，経路の決定，スケジュール作成，及び意思決定が含まれる（������
�����������）。問題解決の用途は，それが主に調査される個人，その家族，その友人に関係する
��������������������������������������������������
���原語は ����������。モニタリング（点検）の訳が適切であるが，ここでは ����年と同じ訳
を使用。�
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�
場合は，個人的なものとして分類される。これに対し，社会的な用途はより広範なもので，より
幅広いコミュニティや社会全体における文脈に関係するものである。�
問題状況の特徴は，問題状況に関する情報が最初に問題解決者に提示された際に，情報が全て
提示されているか否かを示すものである。全ての情報が与えられている問題状況は，静的な問題
状況として分類される。最初に与えられなかった追加情報を得るために問題解決者が問題状況
を探索する必要がある場合，その問題状況は相互作用的と分類される。問題状況はまた，問題の
スタート状態，ゴール状態，及びそのゴール状態に達するために実行され得る行動がどの程度規
定されるかについても様々である。ゴール，初期状態，行動の規定������� ��������が明確に規定
された問題状況は，良定義問題に分類することができる。対照的に，矛盾する複数のゴールを含
み初期状態や行動の規定が曖昧な問題は，不良定義問題と呼ばれる。��������年調査における
問題解決能力の評価や，����国際成人力調査（�����）における ��を活用した問題解決能力
の評価では，良定義問題と不良定義問題の両方を出題している（����������������）。�
��������年調査の問題解決の枠組みでは，探索・理解，表現・定式化，計画・実行，観察・
熟考といった，単独問題解決における四つの認知プロセスを特定している（������������������
��）。同様のプロセスが �����の ��を活用した問題解決能力の枠組みでも特定されているが，
後者ではコンピュータ化された環境における情報の獲得，活用，産出に関係するプロセスにより
焦点を当てている（����������）。協同問題解決の枠組みは，これらの認知プロセスを伴う単独
問題解決に関する過去の調査に基礎を置いている。�
一つ目のプロセスに含まれるのは，問題に関する最初に与えられた情報と，探索や問題との相
互作用を通じて明らかになる情報を解釈することで，問題状況を理解することである。二つ目の
プロセスでは，この情報が選択され，整理され，既有知識と統合される。グラフ，表，記号，言
語を用いて情報を表現し，問題の関連要因を特定したり情報を批判的に評価したりして仮説を
立てることにより，このプロセスは成し遂げられる。三つ目のプロセスには計画が含まれ，これ
は問題のゴールを明確にし，サブゴールを設定して，そのゴール状態に到達するための計画を立
てることで構成される。また，策定した計画を実行することも，このプロセスの一部である。最
後のプロセスは，ゴール状態に達するための計画におけるステップをモニタリング（点検）する
ことと，可能な解決策と解決を左右する重要な前提条件を熟考することから構成される。�
これら四つの問題解決プロセスは，協同問題解決の枠組みの側面を結合した認知ストランド
を開発するための基礎を提供する。協同問題解決において，グループは一連の協同プロセスと同
時にこれらの問題解決プロセスを実行しなければならない。�
�
������� 協同問題解決のスキルと能力（コンピテンシー）�
�
三つの主要な協同問題解決の能力（コンピテンシー）が，この調査における測定のために特定
され，定義されている。これらの三つの主要な協同問題解決能力（コンピテンシー）は，四つの
主要な単独問題解決のプロセスと交差し，特定のスキルのマトリックスを形成する。特定のスキ
ルは，生徒が能力（コンピテンシー）を有することを定義付ける行動・プロセス・方略と結び付
けられている。図表 �－� はこうした協同のプロセスと個人のプロセスのマトリックスとして，
協同問題解決のスキルの概要をまとめたものである。このマトリックスは，��������年調査の
問題解決の枠組みから単独問題解決のプロセスを組み入れ，それぞれが三つの協同のプロセス
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����
とどのように相互作用するのかを説明している。�
この枠組みで特定されている協同問題解決スキルは，������（���� ��������� ������� ����
������������ ����������� ������������� ��������������）のチームワークプロセッシングモデル
（O’Neil et al., 2010, 2003），�����の研究チームのチームワークモデル（������������������������;�
�����������������������），及び ������（��������������������）といった，他の協同問題解決の枠
組みを再検討したものに基づいている。関係する枠組みや協同問題解決研究については，付録 �
の文献レビューに示す。�
図表  5－1 PISA2015年調査における協同問題解決スキルのマトリックス 
��� 共通理解の構築・
維持�
��� 問題解決に対する
適切な行動�
���チーム組織の構築・
維持�
��� 探索・理解 �����チームメンバー
の視点と能力を見出す�
�����ゴールに沿って，
問題を解決するのに役
立つ協同的な相互作用
のタイプを見出す�
�����問題解決のため
の役割を理解する�
��� 表現・定式化 �����共通の表象を構
築し問題の意味を交渉
する（共通基盤）�
�����達成すべき課題
を明らかにし記述する�
�����役割とチーム組
織を記述する（コミュ
ニケーションの決まり
／参加のルール）
��� 計画・実行 �����実行予定／実行
中の行動についてチー
ムメンバーとコミュニ
ケーションをとる
�����計画を実行する� �����参加のルールに
従う（例えば，他のメ
ンバーに課題を実行す
るよう促す）
��� 観察※・熟考 �����共通理解をモニ
タリング（点検）し，
修正する
�����行動の結果をモ
ニタリング（点検）し
問題解決の進捗を評価
する
�����チーム組織と役
割についてモニタリン
グ（点検）し，フィー
ドバックし，調整する�
注：本書の以降の内容において参照しやすくするため，��のスキルには，行のアルファベットと列の数字を組み合わせ
たラベルをつけている。�
訳注※ 原語は����������。モニタリング（点検）の訳が適切であるが，ここでは ����年と同じ訳を使用。�
三つの主要な協同問題解決能力について，以下で説明する。�
��� 共通理解の構築・維持
生徒に必要なのは，相互知識（その問題について互いが何を知っているか）を確認して，協同
における他のエージェントの視点を特定し，問題の状態と活動について共通の見解を構築する
能力である（�����������������������������;������������������;� ��������������������������;�
���������� �������������）。これに含まれるのは，自分の能力，知識，視点が他のエージェント
との間で，また課題との関係においてどのように相互作用するかをモニタリング（点検）する生
徒の能力である。談話処理の理論では，コミュニケーションを無事に達成させるために，共通基
盤を構築することの重要性が強調されてきた（�����������;������������������������）。そのた
め，これは協同問題解決にとっても必須のスキルである。また，情報の要求への対応，完了した
課題に関する重要な情報の発信，共有された意味の構築あるいは交渉（�����������），互いが知
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っていることの確認，共有知識の不足を埋め合わせるための行動によって，生徒は問題解決課題
を通じて共通理解を構築し，モニタリング（点検）し，維持することができなければならない。
こうしたスキルには，課題の実行，課題との関係における自身の強みと弱みの認識（メタ記憶），
他のエージェントの強みと弱みの認識（対人交流的記憶）においての習熟度に関する生徒の自己
認識が含まれる。�
��� 問題解決に対する適切な行動
生徒は，問題を解決し，解決に至るための適切なステップに従う上で必要とされる協同問題解
決活動のタイプを特定できなくてはならない。これには，問題の制約を理解する，解決に向けて
チームのゴールを設定する，課題に対して行動を取る，グループや問題のゴールに関する結果を
モニタリング（点検）するといった労力が含まれる。複雑な情報と視点が伝えられ，より創造的
あるいは最適な解決に至るために，こうした行動には，説明，正当化，交渉（�����������），討
論（��������），議論（�������）といったコミュニケーション行為が含まれる場合がある。ジグ
ソー問題（そこでは，個人はそれぞれ異なる知識を持っており，それらを出し合う必要がある；
������������������������），協同作業（������������ ��������），及び意思決定における論争
的な討論（���������������������）（�����������������������������������）など，協同問題解決
活動のタイプが異なれば，参加における制約とルールも異なる。習熟した協同問題解決者は，こ
うした制約を認識し，適切な参加のルールに従い，問題を解決して，問題解決計画の進捗
（�������）を評価することができる。�
��� チーム組織の構築・維持
グループを組織しなかったり，その構造が問題解決課題に適合していなかったりすると，その
チームは効果的に機能できない。生徒は，チームの誰が何に長けているかという知識に基づいて
自分の役割と他のエージェントの役割を理解し（対人交流的記憶），その役割の参加のルールに
従って，グループ組織をモニタリング（点検）し，コミュニケーションの途絶，問題に取り組む
上での障壁，パフォーマンスの最適化に対処するために必要な変化を促すことができなければ
ならない。チームに強いリーダーを必要とする問題状況もあれば，より民主的な組織を要する問
題もある。能力（コンピテンシー）を持つ生徒は，エージェントが課題を完了させ，重要な情報
を伝えられるようなステップを取ることができる。これには問題解決におけるグループ組織が
うまくいっているかをフィードバックすることや熟考することが含まれる。�
これら三つの能力（コンピテンシー）の基礎にあるのが，協同課題の中で個々に評価できる特
定のスキルである。この調査は，協同問題解決マトリックス（図表 �－�）の ��のセルに示した
スキルが異なる課題にわたって全て測定されるように開発されており，調査課題全体で三つの
主要な能力（コンピテンシー）と構成要素となる四つのプロセスを網羅している。�
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5.2.4. 領域の概要 
協同問題解決能力
・共通理解の構築・維持
・問題解決に対する適切な行動
・チーム組織の構築・維持
既有知識
・数学
・読み書き
・科学と環境
・日々の学習
特性
・気質と態度
・経験と知識
・動機付け
・認知的能力
協同スキル
・基盤化
・説明
・調整
・役割の遂行
・視点取得
・オーディエンス
・アーギュメンテーション
・相互調整
問題解決スキル
・探索と理解
・表現と定式化
・計画と実行
・観察と熟考
課題特性
・開放性
・情報の利用可能性
・相互依存性
・ゴールの対称性
問題のシナリオ
・課題のタイプ
・状況
・領域内容
媒体
・意味的豊富さ
・指示性
・問題空間
チーム構成
・役割の対称性
・地位の対称性
・グループの規模 
文脈
生徒の背景 中核的なスキル
と，協同問題解決の文脈におけるスキルに含まれる認知プロセス及び社会プロセスである。主要
なスキルについては既述しているので，以下には生徒の背景の役割と課題の文脈の要因につい
て更に詳述する。 
図表 5－2 PISA2015年調査における協同問題解決能力の要因とプロセスの概要 
図表 �－�が示すのは，��������年調査で定義する協同問題解決に影響を与える重要な要因
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5.2.5. 生徒の背景 
 
生徒の既有の知識と経験は，協同と問題解決プロセスに影響を及ぼす要因である。生徒が持つ
特定の領域の知識，例えば，数学，科学，読み書き，ICTスキルのほか日常の知識は，生徒が協
同して問題を解決する能力に影響を与える。先行研究によれば，問題解決の方略は領域の知識に
ある程度左右される（Funke and Frensch, 2007; Healy et al., 2002; Lee and Pennington, 1993; 
Mayer, 1992; Mayer and Wittrock, 1996）。この調査で用いる問題状況と文脈は 15歳の生徒に関
連するもので，一般的な問題解決スキルは利用するものの，専門的な知識には依存しないものと
なっている。この調査は，科学，数学，世界に関する基本的な知識だけでなく，読解力やコンピ
ュータインターフェースの利用においても，高度な能力より基本的な能力を前提としている。こ
ういった問題文脈の選択におけるアプローチは，PISA2012年調査の問題解決の評価で採用した
アプローチに類似している。 
対人関係のスキル，態度，感情，性格因子（例：「主要 5 因子」－開放性，誠実性，外向性，
協調性，神経症傾向），動機付けといった生徒の特性は全て，単独問題解決及び協同問題解決の
成果に影響を及ぼす（例：Avery Gomez et al., 2010; Jarvenoja and Jarvela, 2010; Morgeson et 
al., 2005, O’Neill et al., 2012）。作業記憶能力，論理的推論，空間能力などの認知的能力も同様に
全て協同問題解決に寄与する。こうした主要な特性が協同問題解決能力に影響を与える可能性
はあるものの，PISA2015 年調査における協同問題解決の調査問題は，態度，感情，動機付け，
あるいは特定の領域知識といった要因を特に測定するというわけではない。しかし，最も重要な
要因は PISA2015年調査の背景に関する質問調査の一部として測定されるよう意図している（後
節「質問調査に関する考察」を参照）。 
この枠組みは，ほとんどの 15歳の生徒が協同問題解決の課題を完了させるのに十分な認知的
能力と社会的能力を備えていると想定している。これは精神発達における研究の観点から見て
無難な想定である。認知と脳の発達の観点から言えば，この年齢であれば大半の生徒が仮説推論
と抽象的思考を行うことができるし（Bjorklund, 近刊; Fischer, 1980; Piaget, 1983），社会性の
発達の観点から考えると，大半が他者の視点に立つことができ，広範な社会化スキルを習得済み
の年齢である（Bjorklund, 1997; Flavell et al., 1968）。これらの能力は，グループで共通理解を構
築して維持し，共同のゴールに向けて行動を取り，協同行動の結果をモニタリング（点検）する
ために必要なものである。 
要求や質問に応じるのとは対照的に，行動やコミュニケーションを起こそうとする生徒を，異
なる文化が一様に評価する点については若干疑問が残る。しかし，適切な文脈で率先して取り組
むことは，より高いレベルの協同問題解決能力において重要なスキルであるため，PISA2015年
調査にも関係がある。チームメンバーは調査の中で，担う課題の役割が異なることはあっても，
社会的地位を割り振られることはない。共同作業や問題解決において異なる役割を導入するこ
とは，様々な文化において受け入れられると想定される。対照的に，社会的地位の相違は全てで
はないが一部の文化において率先して取り組むことを制限する場合があり，それゆえ文化的偏
りが生じる可能性がある。例えば，一部の文化では，従業員が上司に対して質問や要求をしたり，
上司が行ったことを評価したりするかたちでコミュニケーションを取ることは気まずいと感じ
る社会習慣がある。PISA2015 年調査の文脈では，こういった社会的地位の相違は回避される。
これに対し，問題シナリオにいるチームメンバーは対等な地位に立つが，異なる役割を担う。こ
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うしたことは全ての文化で受け入れ可能であり，協同問題解決にとって不可欠なものであると
仮定される。 
 
5.2.6. 文脈：問題シナリオ，チーム構成，課題特性，媒体 
 
問題解決が行われる問題シナリオと文脈には，活用される協同のタイプと協同能力（コンピテ
ンシー）に影響を与え得る，多くの心理学的側面がある。こうした側面は，解決される問題の文
脈，情報の利用可能性，グループメンバー間の関係，問題のタイプを規定する。 
調査において有意義な協同の相互作用と意欲を高める経験が自然に生じることはないが，建
設的な相互作用を促進するために協同は慎重に構築する必要がある。例えば，効果的な協同は，
知識，地位，ゴールに関しては比較的対称的な構造を取るという特徴があるが（Dillenbourg, 
1999），役割や課題はグループメンバーによって大きく異なる場合がある。知識の対称性が生じ
るのは，参加者全員が異なる視点を持っている可能性はあるものの，ほぼ同じ水準の知識を有し
ている場合である。地位の対称性には，まとめ役との関係といった相互作用ではなく，仲間との
協同が含まれる。最後に，ゴールの対称性に含まれるものは，対立する恐れのある個人のゴール
ではなく，共通するグループのゴールである（Rosen and Rimor, 2009）。 
課題において成果を出すには参加者間での協同と相互依存が必要となるように，調査問題は
設計されている。例えば，多くの問題タイプ（すなわち，ジグソー，隠されたプロフィール（hidden 
profile）［この場合，人間が利用できる情報が課題の最初で全部は与えられない］）において，チ
ームの各メンバーはそれぞれ情報の一部分を持っており，メンバーが一緒になった時にのみ問
題を解決することができる。こうした問題は，他者との相互作用の過程で重要な情報が得られる
ため，静的というよりは動的である。さらに，問題は解決の質にグレイスフルデグラデーション
を提供するよう設計されているので，部分的または次善の解決には部分正答が与えられる。別の
例は合意形成（consensus - building）の課題で，こうした課題ではリソースは限定されている
が，グループは交渉をして，様々な利害関係者の要求を満たす解決に向けてまとまらなければな
らない。参加者間の情報も矛盾している場合があり，情報を共有して，どのような情報が問題を
解決するのに最良であるかを決めること（討論）が必要となる。 
調査問題はまた，社会において生産的であるために，フォーマルな学校での状況と仕事の場の
両方において若者のグループが解決しなければならないような問題のタイプも考慮している。
問題シナリオは，問題が適用される状況的文脈を提供する。例えば，合意形成の課題における例
として，授業でパワーポイントを使って発表を行う際にグループの生徒がそれぞれ異なる情報
を持ち寄る場合，どのように発表の準備を行えばよいかについて解決するといった教室シナリ
オがある。他にも，交渉（negotiation）の課題で，新しい学校をどこに建てるかについて討論す
るなど，ある文化におけるグローバルな市民政策に関係したシナリオもある。 
協同問題解決の調査問題の媒体は，豊富さ（richness），指示性（referentiality），基盤化
（grounding）のコストなどの側面を規定する。例えば，ある小問では図が豊富で，教室や職場
をシミュレートする没入環境が提供される場合もあれば，簡単なインターフェースに過ぎず，問
題に関するテキスト記述とグループでコミュニケーションする手段のみが提供される場合もあ
る。小問の文脈が外部の世界や現実の世界の文脈について高い指示性を持つ場合があるのに対
し，より抽象的で，外部の知識にほとんど関連していない場合もある。小問の基盤化に要するコ
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ストは，グループのメンバーが互いにコミュニケーションして共通基盤を見つけることがどの
程度容易かによって，高くなったり低くなったりする。最後に，共有文書で作業する場合など，
各チームメンバーの行為が明白に見える共有の問題空間を持つ小問もあれば，別々の課題に取
り組み，コミュニケーションチャンネルを通じてグループに折り返し報告する場合など，チーム
メンバーの行為に関する情報が暗示的なシナリオもある。 
PISA2012年調査の単独問題解決の枠組みは，不良定義問題／良定義問題や，静的問題／相互
作用的問題といった課題特性の側面を考察した構造になっている。協同問題解決には本質的に，
相互作用，相互依存，動的といった傾向がある（Blech and Funke, 2005, 2010; Klieme, 2004; 
Wirth and Klieme 2004）。解決に向けた進捗に対する制御性がほとんどなく，問題状態の可能性
が非常に広範で，問題状態の追跡が複雑になるほど，こうした傾向は調査手法に一層大きな課題
をもたらす。グループにいる個人が他の個人に依存する限り，課題に対する制御にはある程度の
不確実性が存在することになり，ほとんどの問題タイプを完全に定義することは難しくなる。そ
のため，ある問題がその問題の設計者の観点では良定義問題であると考えられても，一人あるい
は複数人のグループ参加者の観点からはある時点で不良定義問題となり得ることがある。また，
問題の大半あるいは全てにおいて，こうした文脈の側面における変化を反映し得る様々な局面
がある。 
図表 5－3 は図表 5－2 の略図を詳しくしたものであり，協同問題解決課題の難易度に影響を
与える文脈の側面と状態の概要を示している。PISA 調査の文脈において，図表 5－3 に示した
要因を全て評価することは不可能であり，ましてや要因の組合せを考えると膨大な数になる。そ
のため，協同問題解決の調査問題は多くの要因を固定しつつ，少しの要因を変化させることによ
って，総領域の抽出サンプルから構成されている。この枠組みが特定しているのは，協同問題解
決の定義にとって最も中核となる要因である。さらに具体的に述べると，PISA2015年協同問題
解決調査は，特定の問題を解決するのに必要な問題解決スキルよりも協同スキルの方に大きな
注意を向けている。その結果，問題の協同スキルに関する難易度は，低，中，高にわたって変化
し，問題解決スキルに関する難易度は，低から中の範囲で変動する。 
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図表 5－3 協同問題解決の文脈の側面 
 文脈 側面 状態 
問題シナリオ 
課題のタイプ 例：ジグソー，合意形成，交渉 
 状況 
私的／公的 
テクノロジー／非テクノロジー 
学校（フォーマル）／学校以外
（インフォーマル） 
 領域内容 例：数学，科学，読解，環境，コ
ミュニティ，政治 
チーム構成 グループの規模 二人以上（その生徒本人を含む） 
 対称／非対称 
 
役割の対称性：各チームメンバーに
とって可能な行為の範囲 対称／非対称 
課題特性 開放性（PISA2012年調査 問題解
決能力を参照） 良定義／不良定義 
 
情報の利用可能性：生徒は必要な情
報を一度に入手しているか？
（PISA2012年調査 問題解決能力
を参照） 
静的／相互作用的 
 
相互依存性：生徒 Aは生徒 Bの行
為がないと問題を解決できない 低～高 
 ゴールの対称性 グループ／個人 
 
解決までの距離（初期状態からゴー
ル状態まで） 小，中，大 
媒体 意味的豊富さ 低～高 
 外部の世界に対する指示性 低～高 
 
コミュニケーション媒体における基
盤化のコスト 
相互依存性：生徒 Aは生徒 Bの行
為がないと問題を解決できない 
低～高 
 問題空間：生徒が他のチームメンバ
ーの行為について情報を得るか？ 明示的／暗示的 
 
 
チームメンバーの地位の対称性 
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5.3. 協同問題解決能力の評価 
 
 
5.3.1. 調査の構造 
 
PISA2015 年本調査では生徒一人に対し，30 分間の「大問群」を四つ組み合わせた 2 時間の
テストフォームが一つ割り当てられる。各フォームには中心分野である科学的リテラシーの 1 時
間（大問群二つ）に加え，残りのもう 1 時間には，読解力，数学的リテラシー，協同問題解決の
うちの一つ，あるいは二つの領域がローテーション設計に従って割り当てられる。協同問題解決
の調査問題については，三つの大問群が開発されて本調査に含まれている。 
作用をするものである。コミュニケーション，行為，成果，問いかけへの解答に対する複合的な
測定は，それぞれの大問の中で実施され得る。こうした測定は個々の小問に対応するものと考え
られる。例えば，ある小問ではその問題における特定の時点で生徒が行う単一のコミュニケーシ
ョンや行為について測定する場合もあれば，生徒が行うより長い一連のコミュニケーションや
行動，あるいは生み出した解決の正確性を測定する場合もある。各大問からは 5 から 30 の測定
が別個に得られる。こうした個々の小問はそれぞれ，三つの協同問題解決能力のうち一つあるい
は複数の能力に対する得点を提供する。小問の採点と重みづけについては，後ほど詳述する。協
同問題解決調査はコンピュータを使用するため，予備調査で自動的に把握される時間的な情報
は，本調査の各大問及び大問群に含まれる小問の数を決定する際に使用される。 
単独問題解決（PISA2012年調査で焦点を当てたもの）の調査手法の開発における研究は充実
しているが，協同問題解決の調査及び訓練の手法については，それに比べて少ない。そのため，
協同の文脈における個人の問題解決に関する大規模調査の手法には，確立された信頼できるも
のはなく，国際的に普及している既存の調査もない。ATC21sは協同問題解決スキルを扱ってい
るが，個人レベルにおける測定はまだ報告されていない（Griffin et al., 2011）。 
PISA調査で使用されている包括的な行列抽出法の設計（overall matrix sampling design）を前
提とすると，領域ごとに推定される国レベルの能力（コンピテンシー）は評価領域にわたる共分
散構造に依存するが，個人におけるこの能力を観察する必要がある。個人レベルでの測定が得ら
れるのは，その個人以外の全ての変数が制御される場合のみである。グループレベルでの測定は，
グループ構成と参加者個人のスキルに大きく依存する（Kreijns, Kirschner, and Jochems, 2003; 
さらに，協同問題解決スキルの訓練や評価に対する，非常に精巧な国内基準や国際基準はほと
んど存在しない。しかし，協同問題解決の信頼性のある大規模調査の開発を導くような調査研究，
より小規模な調査，理論的な研究は数多く存在する。既存の枠組みと調査アプローチに関するよ
り詳細なレビューは付録 Bで示す。 
それゆえに，生徒一人一人を協同問題解決の状況に置き，その状況でその生徒が協同しなけれ
ばならないチームメンバーを完全に制御することにした。こうした制御は，コンピュータのエー
ジェントをプログラミングすることで達成される。 
協同問題解決の大問は 5分から 20分間で，特定の一つの問題シナリオにおいて協同的に相互
���������� � ��������）。各個人が表出する観察可能な行動は，他のグループメンバーの行動に
依存するため，メンバー全員が多様であり得るグループの中で作業する個人の能力（コンピテン
シー）レベルを適切に判定することは不可能である。�
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5.3.2. 協同スキルの測定 
 
PISA2015 年協同問題解決調査は，協同問題解決の文脈における個人を評価するものである。
PISA 調査の全体的な分析は生徒レベルで実施されるため，その設計はグループプロセスの全体
的なパフォーマンスよりも個人の能力（コンピテンシー）の測定を反映している。PISA2015 年
協同問題解決調査は，個人の認知的な問題解決スキルを特に測定するように設計されてはいな
いが，協同を通じて個人の問題解決スキルが表出する範囲内でその測定を行うものである。その
ため，2012 年の単独問題解決の調査とは間接的な繋がりがある。2015 年調査の測定では，特定
領域の知識よりも，協同問題解決スキルの基礎にある認知プロセスと社会的プロセスの評価の
方に焦点を当てている。 
コンピュータ使用型調査における協同状況で問題を解決するプロセスは，複雑なデータセッ
トを生み出し，それにはチームメンバーによる行為，グループメンバー間でのコミュニケーショ
ン行為，個人やグループが生み出す成果が含まれる。これらはそれぞれ各協同問題解決能力の習
熟度レベルと関連付けられる。個人に焦点が当てられるため，調査問題はその生徒のアウトプッ
トを測定するものであり，残りのグループメンバーからのアウトプットは問題解決プロセスの
状態に関する文脈的な情報を提供する。 
協同問題解決における先行の研究や調査は，問題解決の成果（すなわち，アウトカム）とプロ
セスの質を測定するために，数多くの異なる手法を用いてきた。こうした手法は行為，コミュニ
ケーション，成果を評価するための様々なアプローチを用いており，それに含まれるものは，協
ある問題に協同で作業している人々は，互いのコミュニケーションや行動によって，問題の状
態を変化させることができる。調査の目的のためには，行動とは個人の明確な行動であり，協同
置くこと，共同で設計した機械をスタートさせるボタンをクリックすること，他の参加者が見る
ことのできる画面上でカーソルを動かすこと，共有文書を編集することなどの個人行動が含ま
れる。それぞれの行動は問題解決の成功（もしくは失敗），または枠組みで示されたスキルに関
係しているため，得点の測定に記録される場合がある。例えば，パズルのピースを誤って置くこ
協同問題解決は本質的に相互作用する結合された二重らせんのプロセスであり，生徒がどの
ように問題を論理的に考えるか，また社会的プロセスを調整し，情報を交換するためにどのよう
に他者と相互作用するかを考察する。こうした複雑なプロセスであるため，個人や母集団が変わ
っても一貫して正確で信頼性のある測定ができるかは難しい課題となる。一層現実的な環境で
切実な問題状況を作り出そうとする場合は，環境との潜在的な協同相互作用の複雑性は増す。コ
ンピュータ使用型調査は，調査文脈を制御し，生徒のパフォーマンスを収集して分析するための
有効な手段を提供する。本節では，何が測定され，どのようにコンピュータ使用型アプローチが
同するときに生み出される解決と成果物の質の測定（Avouris, Dimitracopoulou and Komis, 
2003），ログファイル（コンピュータが生徒の活動記録を書き込むファイル）の分析，中間結果
の質，解決への経路（Adejumo et al., 2008），チームプロセスと相互作用の構造（O’Neil, Chung 
and Brown, 1997），協同コミュニケーションの質とタイプ（Cooke et al., 2003, Foltz and Martin, 
2008; Graesser et al., 2008），状況判断の質（McDaniel et al., 2001）である。協同問題解決に適
用された測定アプローチの研究については，付録 Bで詳述する。 
で取り組む問題の状態を変化させるもの，と定義される。こうした行動には，パズルのピースを
用いられるかについて焦点を当て説明する。�
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とは計画の実行（図表 5－1(C2)）の失敗を意味する。また一連の行動によって，問題解決プロ
セスに関する詳細な情報も提供される。例えば，生徒は最初の行動で問題の一部の状況を変化さ
せ，続いて解決策を検討し，その後適切な行動を取る。つまり，こうした一連の行動によって，
生徒が結果をモニタリング（点検）し進捗を評価するスキル（D2）が示されるのである。 
コミュニケーションは個人の協同スキルとして分類されることが多いが，コミュニケーショ
ンのアウトプットは，全ての協同スキルに関係する認知プロセスと社会的プロセスを知る手段
（window）を提供する。生徒は協同するためにコミュニケーションを行わなければならず，そ
ュニケーションの流れの内容と構造を分析することによって，視点を共有する，共通のゴールを
構築する，他のチームメンバーと交渉する，これらのゴールを達成するためのステップを踏むと
いった，受検者の能力を測定できる。例えば，生徒が画面上で自分が何を見たかを示すために取
るコミュニケーションは，共通表象の構築（B1）を示すものとなる。他のエージェントに問題の
一部を処理するよう率先して頼むことは，参加のルールに従うこと（C3）と計画を実行するこ
と（C2）に相当する。コミュニケーション行動と一連のコミュニケーション行動の流れ（シー
ケンス）は，生徒が実行しているスキルのタイプと質を測定するために分類することができる。 
チームの問題解決プロセスのアウトプットや成果は，生徒のパフォーマンスに対する第三の
指標を提供する。成果は問題解決プロセスへの中間的及び最終的な解決か，あるいは特定の状態
において生徒の状況理解を確認する「問いかけ項目（probe item）」のアウトプットに基づく場
合がある。これらは，協同問題解決の行動が正しく実行されており，グループが問題状態を適切
に前進させているといった進捗を測定するものである。また，成果は「問いかけ（probes）」に
基づくこともあり，これらは枠組みのスキルに関連する生徒の認知状態を評価するために大問
中に置かれている。問いかけは，シミュレーションを停止し，生徒に記述形式または多肢選択形
式で解答を問うことによって，知識状態，共通理解，他のグループメンバーのスキル・能力・視
点について生徒が理解しているかを評価するものである。問われる質問は，生徒の理解の状態を
簡単にテストするものから，生徒に自身をその文脈の中に位置付けて，管理者へ電子メールを書
くなどして問題状態を外部へ知らせることを求める状況判断課題まで多岐にわたる。以下に問
いかけの例を示す。 
 
のコミュニケーションの流れを捉えて分析することで，背後にあるプロセスが測定される。コミ
図表 5－4 問いかけの例 
問いかけ 評価されるスキル 
あなたの画面上のものについて Aは何を知っていま
すか? 
(A1) チームメンバーの視点と能力を見出す 
Bからどんな情報があなたは必要ですか? (C1) 実行予定／実行中の行動についてチームメ
ンバーとコミュニケーションをとる 
Aはなぜ Bに情報を提供しないのですか? (D1) 共通理解をモニタリング（点検）し，修正
する 
Bは次にどんな課題をするのですか? (B2) 達成すべき課題を明らかにし記述する 
誰が工場のインプットを制御しているのですか? (B3) 役割とチーム組織を記述する 
管理者に電子メールを書いて，次にすることについて
グループの合意があるのかどうか説明してください。 
(B1) 共通表象を構築し問題の意味を交渉する 
(B2) 達成すべき課題を明らかにし記述する 
あなたのグループ宛てに電子メールを書いて，問題を
解決するためにグループにはどんな行動が必要か説明
してください。 
(B2) 達成すべき課題を明らかにし記述する 
(C2) 計画を実行する 
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これらの明示的な問いかけは生徒の習熟度を評価する一つの方法だが，こうした知識状態を
明示的に問うことをしない特定の行動や発話行為からも多くのことが推測できる。例えば，生徒
が自分の画面上にあるものについて，他のグループメンバーが気付いているかどうか分からな
い場合には，生徒はそのメンバーに対し，その不確実性に的を絞った質問をすることができる。
あるいは，他のメンバーが画面上である行動を取り，その生徒が逸脱したコメントをするかどう
かを観察することもできる。共有された物理的空間における物理的な行動は，言葉や文章と同様
に，コミュニケーションの行動である。問いかけは，多肢選択形式（選択肢形式の解答）の場合
もあれば，自由記述形式（論述形式の解答）の場合もある。しかし，協同プロセスの間における
行動，コミュニケーション，成果物を通じてスキルが十分に評価できる場合は，こうした調査に
論述形式の解答を用いる必要性はない。問いかけ項目は後掲する二つの協同問題解決のサンプ
ル問題のために開発されたが，PISA2015 年調査に向けて開発された協同問題解決の大問には問
いかけ項目が含まれていない。 
パフォーマンスを測定するために，全ての行動，コミュニケーション，成果物，解答時間は，
問題解決プロセスを通して記録される。いかなる行動やコミュニケーションも，問題解決プロセ
スにおける特定の状態の表象と考えることができる。本枠組みの協同問題解決スキルのマトリ
ックス（図表 5－1）で定義したように，問題解決プロセスの各状態は，評価する必要のある特
定の協同スキルとも結び付けられる。したがって，大問中にある小問は，行動，コミュニケーシ
ョン，行動やコミュニケーションに起因する成果物のいずれかを通じて生徒が起こした状態の
 
例えば，問題の「表現・定式化」のプロセスにおいて「共通理解の構築・維持」を評価するた
めに，問題の状態には課題の共通基盤の構築（B1）に関するあらかじめ定められたコミュニケ
ーション行動がある。生徒が共通基盤を構築するために率先してコミュニケーション行動を起
こす場合，その生徒は協同のそうした側面において最も高いレベルのパフォーマンスを示して
いると考えられ，それが採点に反映される。エージェントに促された後にのみ共通基盤を構築す
る生徒は，そのスキルを習熟しているレベルにいると考えられる。文脈において不適切なコミュ
ニケーションを取る生徒や，いかなる共通理解も伝えない生徒は，習熟しているレベルより下に
いるものとして採点される。 
ログファイルを処理し，能力（コンピテンシー）に相当するパフォーマンスの重要な側面を特
定するために，パターンマッチング技術が用いられる。このアプローチによって，本枠組みの各
スキルに対する部分正答の採点を完全自動で行うことができる。本枠組みの各セルに示したス
キルにはそれぞれの指標（measures）があるものの，これらのスキルの得点は統合され，協同
問題解決能力の包括的な尺度を作り出す。 
生徒の物理的な行動，問いかけに対する答え，メニューから選択されたコミュニケーション行
動は，自動的に採点することができる。短い電子メールでのコミュニケーションなど，記述形式
の解答が求められる問いかけは，専門家によるコード化を必要とする。しかし，専門家がコード
化する解答はオフラインで評価されるため，採点ルーブリック（scoring rubric）は，評価される
特定のスキルや文脈を枠組みから特定し，コミュニケーションや行動の質を測定する必要があ
る。 
 
変化を捉えるものとなっている。�
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5.3.3. 会話エージェント 
 
協同問題解決の本質は，チームメンバーが互いに依存し合うことにある。解決に達することが
できるかどうかは，各チームメンバーが協同的な労力として何を提供するかに左右される。チー
ムメンバー全員からの貢献を必要とする問題解決に対し，メンバーの一人が何も提供しない場
合，その問題は解決されないことになる。そのため，無作為に生徒にペアを組ませることは，集
団の問題解決スキルを過小評価することに繋がると考えられる。なぜなら，各ペアの最も弱いメ
ンバーが，成功の可能性，解決の質，問題対処の有効性を決定することになるからである。 
研究によれば，グループ構成がパフォーマンスに重大な影響を及ぼすことが明らかになって
おり，具体的にはジェンダー（例：Bear and Wooley, 2011），能力（Wildman et al., 2012），個
性（例：McGivney et al., 2008），及びWebb（1995）が名付けた「地位特性（status characteristics）」
（例：家族の背景，人気，魅力，認められた知性）のバランスである。実生活において生徒は，
均一なグループや不均一なグループといった様々なタイプのグループの中で，また親しい人か
らそうでない人まで幅広いグループメンバーと一緒に効果的に取り組めるよう準備ができてい
なくてはならない。しかし，調査の状況においては，問題のあるグループに生徒が組み入れられ
た場合，その生徒のパフォーマンスに悪影響が及ぼされる恐れがあるため，調査の妥当性は損な
われてしまう。 
前段で提案したアプローチは，大規模な国際調査の文脈では実行不可能である。そのため，協
同スキルを評価する手段として，コンピュータ型のエージェントを用いて測定を操作できるよ
うにする。生徒は，一連のスキルと能力を持つチームメンバーの代わりに，コンピュータ型の対
話エージェントと協同する。このアプローチによって，測定に必要とされる高度な
の中での測定が可能になる。 
協同問題解決の各大問において，生徒は一人か二人のグループメンバーとともに問題解決に
取り組む。エージェントとしてコンピュータでプログラムされたグループメンバーは，同級生と
ほぼ同じような素振りや方法でインプットを提供する。大問ごとに，生徒が直面する協同問題解
決の状況に違いをもたらす目的で，エージェントは異なる役割，態度，能力（コンピテンス）の
レベルを模倣するようプログラムされている。生徒が様々な問題状態を進むにつれて，会話エー
同様に，ある生徒と協同するときは非常に刺激を受けるが，別の生徒と組むと意欲を失う生徒
がいる場合がある。したがって，個人の協同問題解決スキルの完全かつ妥当な推定を得る唯一の
方法は，協同問題解決に関連した異なる特性を持つ様々なチームメンバーと数多くのペアを組
ませることだと考えられる。公正な測定を確実にするためには，生徒個人をそれぞれ，同じ範囲
の特性を示す同数の生徒と組ませる必要がある。PISA調査は国際的な調査であるため，生徒が
持つ協同問題解決に関係する特性のばらつきが参加各国において同じになるよう注意しなくて
はならない。 
が可能となる。さらに，数多くの協同状況に生徒を置くことができ，調査実施における時間制約
生徒は指定された大問群において問題シナリオを提示される。各シナリオは，各調査問題の大
問に対応している。生徒は与えられた文脈において，エージェントと一緒に問題解決者の役割を
担うことによってシナリオに対処するよう求められる。協同問題解決スキルは多くの小問を通
じて測定され，各小問は問題解決プロセスにある課題や局面と関連しており，幾つかのステップ
を含んでいる場合がある。 
統制と標準化
123
123 
 
ジェントはあらかじめ決められた方法で生徒のコミュニケーションや行動と相互作用する。そ
れぞれの状態において，エージェントが実施し得る，あるいは生徒からのインプットとして予想
される，特定のコミュニケーション行動が規定されている。 
生徒が問題解決課題を進める際に，コンピュータは問題の現況をモニタリングする。コンピュ
ータは状態ごとに，生徒がエージェントのグループメンバーと対話するために利用できる，一連
のコミュニケーション行動の選択肢を変化させながら提供する。シミュレーションにおける状
態の変化（例：エージェントがパズルにピースを追加する）についても，対話における状態の変
化（例：エージェントが生徒からの情報の要求に応答する）についても，生徒の応答が異なれば，
エージェントからの行動も異なる場合がある。同様に，パズルのピースを置く，物を動かすとい
った，生徒が問題解決の最中に取る行動もまた，問題解決プロセスの進捗をたどり，問題状態の
現況に関する生徒の行動タイプを記録するために，コンピュータによってモニタリングされる。 
会話エージェントは，単なるチャットインターフェースから完全な表現力を持った仮想の語
り手の顔に至るまで，コンピュータ環境の中で様々な方法で現れる。PISA2015年調査において
は，高性能化したメニューに基づくチャットインターフェース，相互作用型シミュレーション
（例：チームメンバー全員が見て応答することのできる共有空間でカーソルを動かす），その他
の入り組んだアプリケーションによって，会話の文脈や協同の相互作用が幅広く提供される。 
生徒の協同問題解決スキルを十分に評価するには，評価に不可欠な構成概念を網羅するため
に，生徒が複数のタイプのグループと協力することが必要となる。PISA2015年調査におけるコ
ンピュータ環境は，構成概念の中で定義された側面の全範囲を含ませるために，生徒が様々なエ
ージェント，グループ，問題の制約と相互作用するように調整されている。例えば，ある状況に
おいて生徒がエージェントの作業の指揮をとるよう求められる場合，そこには役割の非対称が
存在する。他にも，エージェントとその生徒，協同志向があるエージェントのチームメンバー
（例：アイデアを出す，他のチームメンバーをサポートしたり褒めたりする），協同志向が低い
エージェントのチームメンバ （ー例：邪魔をする，他者の作業について否定的なコメントをする）
の間での意見の相違が課題に含まれるといった場合もある。 
人が協同するとき，協同問題解決活動の初期段階（例：「探索・理解」，「表現・定式化」）にお
ける導入部分（make introductions），課題の特性に関する議論，役割の割振りのほか，実行段階
におけるチームメンバーのモニタリング（点検）や確認には，相当の時間を要することが多い
（Marks, Mathieu and Zaccaro, 2001; Wildman et al., 2012; Zaccaro et al., 2011）。また，実行段
階の間に，人の集団は解決までの非生産的な経路を追うのに多くの時間を費やす危険性もある。
調査の状況においては，コンピュータエージェントが戦略的に対話を管理したり協同の文脈に
素早く引き込ませたりすることで協同の相互作用を厳密に統制し，テストの時間制約の中で十
分な数の調査事象を確保することができる。例えば，不毛な解決経路にあまりに多くの時間が費
やされると，「救助」エージェントがグループの行動方針を転換させる場合がある。 
特に調査実施の厳しい時間制約の中では，進捗を統制することにより，本枠組みの協同問題解
決スキルのマトリックス（図表 5－1）のセルで規定した各スキルにおける生徒の習熟度を評価
するための，十分な数の観察を生み出すことができる。 
PISA2015 年調査が他の生徒と協力する生徒を直接的にテストするものではないことは認め
られるものの，エージェントを用いたアプローチによって，協同に必要なスキルのテストを統制
された形で実施できる。統制された状況下においてこうしたスキルを対象にすることで，エージ
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ェントの使用は，重要な協同スキルの一般化を可能にする測定に向けた，十分に妥当なアプロー
チを提供する。付録 Aには，協同，問題解決，個人指導，グループ学習を評価するために，エー
ジェントに基づく環境がどのように利用されてきたかに関する事例の文献レビューを示す。 
 
5.3.4. 協同問題解決課題のタイプ 
 
この調査には協同問題解決の様々なタイプの課題が含まれており，これらは様々なタイプの
 
合意形成：グループは，様々なメンバーの見解，意見，論証（アーギュメント）を考察した後に，
意思決定をする必要がある。高圧的なリーダーがいると，十分な数の視点をグループで共有でき
ない場合があり，その結果，最適な決定には至らない恐れがある。また，「集団浅慮」，つまり問
題の複雑性を考慮せずにメンバー間で拙速な合意に至ってしまうと，決定の質が脅かされる場
合もある。 
ジグソー問題：これは問題解決者間の相互依存を確実にさせる手法であり，こうしたことは協同
を測定するための条件を作る。グループメンバーは一人一人異なる情報やスキルを持っている。
グループのゴールを達成するためには，グループは情報を出し合い，互いのスキルを補充する必
。 
交渉：グループメンバーは，それぞれが異なる量の情報と異なる個人的なゴールを持っている。
交渉を通じ，良質な情報を回すことによって，グループ全体のゴールを満たすような，互いに利
益のある最適化ができる場合がある。 
協同問題解決課題としてはこれら以外にも，行動を取るための基盤となるルールが必要な時
間制約のある協同活動を提供し，共通理解とチーム組織の両方を構築して維持するものであれ
ば，適切であるといえる。 
 
5.3.5. 大問と小問の配分 
 
大問は，この調査における協同問題解決活動に対する主要な文脈としての役割を果たす。図表
5－3 は協同問題解決の文脈の側面を示しており，協同問題解決の一部である一連の潜在的な文
脈，問題状況，媒体について説明している。全ての文脈の側面を操作すると，潜在的な協同問題
解決の調査活動に対し，大きな設計空間が生まれるだろう。そうした設計空間を小さくするため
に，専門家の意見の一致に基づいて一連の主要な文脈の側面を特定し，それによって協同問題解
決スキルの中心的な構成要素を評価する大問の開発が可能になる。協同問題解決活動のこうし
相互作用と問題解決の行動を引き出す。これらの課題の類型は，次のように分類され得る。（�）
グループ意思決定課題（決定に至るために議論（アーギュメンテーション），討論，交渉，また
は合意を必要とする課題），（�）グループ調整課題（協同作業，またはジグソーの隠されたプロ
フィールのパラダイムなど，独自の情報を共有しなければならない課題），（�）グループ成果課
題（新たな成果に向けた設計や報告書など，チームで成果を作り出さなければならない課題）。
小問開発の制約に応じて，このような区分を大間ごとに，あるいは一つの大間内のいくつかの段
階に設けられた小間に割り当てることが可能である。例えば，次のような協同問題解決の活動を
考えてみる。�
要がある。グループのゴールは，一人のメンバーだけでは達成することができない。社会的手抜
きをする者が一人でもいると，ゴールの達成が脅かされる場合がある。�
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た類型は，複数の大問間にわたって生じる四つの側面（例：一つの大問はその側面上で一つだけ
の意味（value）を持つ）と，一つの大問内において意味（value）が変化し得る二つの側面を用
いている。この類型について，以下で説明する。 
 
大問間にわたる側面 
•私的／公的 即時的に存在する問題状況とそれを解決しているグループのみが関係するシナリ
オの場合，問題の文脈は私的である。例えば，参加するグループメンバーが決まっている上でパ
ーティーの時刻について計画を立てる問題である。公的な文脈に含まれる問題解決には，より幅
広い共有文脈が存在し，それが外部の世界と関係している。例えば，設備が不足している地域に
おいて学校を建設するのに最適な場所をグループが決めるといった問題である。 
•テクノロジー／非テクノロジー テクノロジーに関する問題の文脈には，機械やコンピュータ
機器を用いて問題解決に協同して取り組むことが含まれる。例えば，あるものがどのように作動
するかを見出すこと（例：アラームをプログラムする）や，課題を完了するためにテクノロジー
を用いること（例：最適な数量の靴を製造する機械を操作する）といった問題である。非テクノ
ロジーの文脈は，テクノロジーに関係しない問題に指示対象（referent）がある（例：パーティ
ーを計画する）。 
•学校／学校以外 学校の文脈に含まれるのは，一般的に学校において直面する問題である。一
方，学校以外の文脈に含まれるのは，学校の文脈の外部（例：家庭，作業場など）で直面する可
能性のある問題である。 
•対称的な役割／非対称的な役割 役割が対称的な問題では，問題解決の文脈においてグループ
メンバーはそれぞれ同じ役割を持ち，全員が同等に参加する。役割が非対称的な問題では，人に
よって異なる役割が割り当てられる。例えば，あるグループメンバーはスコアを記録する係を割
り当てられ，別のメンバーは機械を制御する役割を割り振られる場合である。 
 
大問内における側面 
•課題のタイプ（例：ジグソー，合意形成，交渉） 前節で述べたとおり，課題のタイプによっ
•相互作用的／静的 PISA2012年調査の問題解決の枠組みは，静的な問題（例：問題解決者に対
し，全ての情報が開示される）と相互作用的な問題を区別している。相互作用的な問題は，問題
解決者の手が及ばない情報の変化と問題状態の変化を伴う。協同問題解決では，問題の文脈や他
のエージェントに関する情報を見出すため，問題の最初は相互作用的となる傾向がある。しかし，
問題の中盤で生徒とエージェントが行動の実行方法を見出し，グループの役割を理解すると，問
題は静的になる場合がある。そのため，大問内において，静的な問題解決の文脈と相互作用的な
問題解決の文脈の両方から生徒のパフォーマンスを追跡することができる。 
 
5.3.6. 小問と得点の重みづけ 
 
各問題シナリオ（大問）には，複数の課題が含まれる。課題（例：合意形成）は，そのシナリ
て異なる問題解決の行動と参加者間での相互作用が引き出される。特定の大問内において，課題
のタイプが変化することもある。例えば，最初は隠されたプロフィール（ジグソー）で始まるが，
全ての情報が共有されると合意形成の課題になる大問である。�
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オにおける特定の段階であり，始まりと終わりがある。課題はチームの参加者間における数多く
のターン（やり取り，チャット，行為など）で構成されている。各ターンの後に参加者は様々な
経路へ導く有限個の選択肢を利用でき，その一部が問題解決に向かうステップを構成する。課題
の終わりには，次の課題を始めるのに適切なポイントが形成される。参加者がこのポイントに辿
り着けなかった場合でも，必ず次の課題を開始できるようにするための「救助」がプログラムさ
れている。 
測定の観点から，各課題には採点可能な小問が一つ以上含まれる。小問のコード化基準に従っ
て，各小問は二つ（二値：0/1），またはそれ以上（多値：0，1，…，m）のカテゴリーにコード
化される。上述した救助によって，小問は確実に独立するようになっている。これらのコードは，
図表 5－1で説明したスキルのマトリックスと後掲の図表 5－8で説明する習熟度を反映する。 
小問はそれぞれ，図表 5－1 にある 12 のセルのうちの一つ（その小問が評価しようとするス
キルを示したセル）を取り上げている。後述する重みづけに従い，調査は 12のセル全てを対象
としている。例えば，共通基盤の探索（図表 5－1の A1）に重みを置いた小問もあれば，生徒に
役割を明確にすることを求める小問（B2），計画を実行させる小問（C2），グループで失敗した
ことを熟考させる小問（D3）もある。そのため，各小問の得点が寄与するのは，マトリックスに
あるセルのうち，一つのセルに対する得点のみである。 
図表 5－5は，小問開発において提案された，12のスキルのセルに対する重みづけの配分を示
したものである。最も重みが置かれているのは列 1「共通理解の構築・維持」で，その次は列 3
「チーム組織の構築・維持」である。なぜなら，これらの能力（コンピテンシー）は協同スキル
に特に焦点を合わせているからである。その一方で，列 2「問題解決に対する適切な行動」は，
協同の文脈における問題解決の行為（behaviour）の方により焦点を合わせている。行に対する
全体的な重みづけは，一般的なガイドラインとして与えられている。PISA2012年問題解決調査
において，「探索・理解」と「表現・定式化」の間でパフォーマンスを区別するのが困難である
ことが分かった（Greiff, et al., 2012）。そのため，この二つの行は統合し，共通で合計した重み
を与えている。この二つの行のいずれかに入るパフォーマンスのエビデンスは，この統合された
スキルに対する重みに配分される。 
 
図表 5－5 対象スキルごとの対象となる重み 
  
(1)共通理解の構築・
維持 
(2)問題解決に対する 
適切な行動 
(3)チーム組織の構築・
維持 
合計 
(A)探索・理解       
 
~40% 
(B)表現・定式化        
(C)計画・実行       ~30% 
(D)観察・熟考       ~30% 
合計 40%-50% 20%-30% 30%-35% 100% 
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5.3.7. エビデンスに基づく設計 
 
協同問題解決スキルを測定するには，コンピュータ使用型調査のログファイルで収集される
豊富なデータを処理できる体系的な測定方法が必要とされる。エビデンスに基づく設計（ECD）
の枠組み（Mislevy and Haertel, 2006; Mislevy, Steinberg and Almond, 2003）とそのコンピュー
タ使用型エクステンション（Clarke-Midura, et al., 2011）は，PISA2015 年調査において協同問
題解決スキルを測定するコンピュータ使用型パフォーマンス調査の開発の基礎を提供するもの
である。ECD の枠組みでは，調査を不完全なエビデンスから推論するプロセスと見なしており，
  
生徒の習熟度について推定されたものを証拠立てるために主張（claims）やエビデンスを用いる。
ECD のプロセスに含まれるのは，（a）生徒の習熟度を構成するものに関する潜在的な主張の特
定，（b）エビデンスの特定（どのような行動やパフォーマンスが評価されるスキルを引き出すの
か。例：生徒が選ぶもの，書くもの，行うもの，生み出すもので，主張のためのエビデンスを構
成するようなもの），（c）望ましいエビデンスを生み出すのに最適な機会を生徒に与える状況（課
題または小問）の特定である。その目的は，スキーマに基づく課題のオーサリングと，心理測定
モデルの適合や推定に向けた開発プロトコルに資するモデルを考案することにある。 
エビデンスの陳述は，（a）課題や小問が引き出す観察可能な成果における生徒のパフォーマン
スの測定に根拠を与え，（b）協同問題解決スキルの部分的な表出と完全な表出の区別を明確に
し，（c）PISA調査のデータを分析する研究者，教育者，カリキュラム開発者など，関心を持つ
ステークホルダーにとって有益な報告の側面を幅広く発展させる基礎にするために用いられる。
例えば，図表 5－6 は ECD の枠組みに基づいて，協同問題解決の課題モデルのテンプレート開
発を導く設計パターンの一部を記載したものである。 
  
128
 
128 
 
 
5.3.8. コンピュータでの実施に関する考察 
 
コンピュータエージェントに関する協同問題解決の枠組み案は，PISA2015 年調査のコンピュ
ータプラットフォームの現在の能力と互換性がある。コンピュータ画面に映し出される素材は
全て従来からの媒体で，図形，図，表，シミュレーション（例：チームメンバー全員が見て応答
することのできる共有空間），ウィンドウ，予め準備された電子メールのメッセージ，アイコン，
多肢選択項目といったものである。生徒はコミュニケーションメニューによって応答できるチ
ャットウィンドウを通じて，エージェントと相互作用する。生徒のインプットについてもまた，
やはり従来からのインターフェースの構成要素があり，マウスクリック，定量的尺度を操作する
ためのスライダー，ドラッグアンドドロップ，カットアンドペースト，テキスト入力のインプッ
トといったものがある。 
こうした標準的な相互作用は全て，コンピュータ使用型調査のプラットフォームである TAO
の中にある問題とテストの相互運用のオーサリングツールによってサポートされており，自動
的に採点することができる。これらは生徒が調査と相互作用するための簡単な手段を提供し，主
要な ICT スキルを超えた専門的な知識は必要としない。 
協同問題解決のインターフェースの重要な特徴の一つは，生徒とエージェントがコミュニケ
ーションするためのインターフェースと言えるかもしれない。そのプラットフォームは，模造の
電子メール，ウェブ，チャットといったコミュニケーションモードをサポートすることができる。
例えば，チャットコミュニケーション用のインターフェースには，エージェントに送信できるメ
図表 5－6 エビデンスに基づく設計の枠組みに基礎を置いた設計パターン 
属性 説明 
根拠 
この設計パターンが主要なスキル／能力（コンピテンシー）に関する
エビデンスを提供する方法／理由 
主要な協同問題解決スキル 
この設計パターンが対象とする主要な協同問題解決スキル（例：共通
理解の構築・維持） 
付加的なスキル 
この設計パターンの下で課題が必要とする可能性のあるその他のスキ
ル（例：探索・理解） 
潜在的な観察 
実際に生徒が行い，作り上げたもので，生徒がスキルに関するエビデ
ンスを生み出す可能性のあるもの（例：エージェントの主張を支持す
る生徒の論証） 
潜在的な作業の成果 
協同問題解決スキルを示すために生徒が生み出す可能性のある成果
（例：正しいホットスポットの選択，多肢選択，記述形式の解答） 
課題の特質的な特徴 
課題の変動的な特徴 
望ましいエビデンスを引き出すために必要となる調査状況の側面
（例：興味深くて魅力ある文脈やシナリオが生徒に与えられること，
2015年の協同問題解決調査の枠組みから取られた特定の協同問題解
決スキルとの対応関係が識別できること） 
難易度や焦点を変動させる目的で変えられる調査状況の側面（例：内
容や足場かけの難易度） 
129
 
129 
 
ッセージの選択肢がコミュニケーションウィンドウに表示される。コミュニケーションウィン
ドウには，あらかじめ定められた発話行為の選択肢が三つから五つあり，生徒がこれを選ぶ（ク
リックする）ことによってコミュニケーション行為が記録される。これらの発話行為は，協同問
題解決の枠組みのマトリックスにおける各セルに対する習熟度レベルの記述（後掲の図表 5－8）
に応じて定義される場合がある。例えば，エージェントに対し，メッセージが曖昧であったので
明確にするよう求める行為（曖昧さの検出の失敗）や，そのエージェントが行うことになってい
る行為を実行しているかどうかを尋ねる行為である。事前に定められたメッセージの選択肢の
数は限られているという事実から，こうしたコミュニケーション機能は，調査における従来の多
肢選択項目と類似したものになっている。 
メッセージを伝えることは別に，生徒はその他のインターフェースに基づいて，その他のタイ
プの行為を実行することもできる。例えば，ある行為が他のエージェントによって取られたかど
うかをその環境において検証することや，他のエージェントが実行できなかった行為を実行す
ることなどである。その結果，協同問題解決のプロセスを通じて起こり得る一連のメッセージコ
ミュニケーション，行為，言語的に表出された熟考を収集することができ，これらはコンピュー
タのログファイルに保存される。送られたメッセージや実行された行為の多くは，自動的に採点
できる。�
�
������� 小問の難易度に影響する要因�
�
協同問題解決における生徒の包括的な習熟度は，各小問で評価される特定の行動，及びその行
動がどんな条件下で実行されるのかが定義されたのち，コード化され，採点され，尺度化され，
測定される。これらの行動や条件は，様々な協同のプロセスに関する小問の難易度を決める要因
を図表 �－� から特定する。図表 �－� は，習熟した行動と小問の難易度を作り出すためにこう
した行動を操作できる条件を示したものである。�
� �
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5.3.10. 質問調査に関する考察 
 
生徒の特性，協同問題解決の先行経験，協同問題解決に向けた態度は，協同問題解決能力のパ
フォーマンスに対する情動的要素と見なされる（図表 5－2）。しかし，協同問題解決に対する一
般的な態度は協同問題解決調査の認知的なテストの中で直接評価されるのではなく，背景に関
する質問調査の中で評価される。PISA2012 年調査では，単独問題解決に関連する生徒の気質の
協同のプロセス 習熟した （要約） 小問の難易度を決定する条件 
(1) 共通理解の 
構築・維持 
・他者の能力を見出し，自分自身の能
力について情報を伝える 
 
・問題について話し合う―質問する，
他者の質問に応答する 
 
・グループの取組についてモニタリン
グ（点検）し決断する際にコミュニケ
ーションを取る 
・他者に関する明示的な既有情報の量 
 
・グループの規模 
 
・問題の開放性（良定義／不良定義） 
 
(2) 問題解決に 
対する適切な
行動 
・必要な相互作用のタイプを理解し，
誰が何をするかを確実に認識する 
 
・課題や課題の割振りについて記述
し，話し合う 
 
・他者と共に計画を実行し，割り振ら
れた役割の行為を行う 
 
・他者の取組をモニタリング（点検）
し，評価する 
・相互依存性 
 
・問題の本質的な複雑さ 
 
・問題のゴールの明確さ 
 
・問題の開放性（良定義／不良定義） 
 
・解決までの距離 
 
・問題空間：グループメンバーの行為
に関する明示的または暗示的な情報 
(3) チーム組織の 
構築・維持 
・役割について承認し探究する 
 
・参加のルールに従う―計画に従う，
他者が確実に計画に従うようにする 
 
・チーム組織をモニタリング（点検）
する―問題点に気が付き，それを修正
する方法を提案する 
・役割の対称性 
 
・問題空間：グループメンバーの行為
に関する明示的または暗示的な情報 
 
・グループメンバーの協調性 
行動
・率先して会話しなくてはならない／
話すように促される 
一部が測定された（学習の柔軟性，忍耐力，問題解決方略）。2015年調査では，生徒の協同に関
する経験と気質を組み入れるために，一連の構成概念が更新され，開発された。 
2015年の質問調査では，心理測定と教育の目的における関心事項として，次の三つの一般的
な構成概念が定義された。 
生徒の特性：協同グループにおける性格タイプの構成，特に外向性は，パフォーマンスの重要
な予測因子であることが示されている（McGivney, 2008）。生徒の性格特性を知ることとエージ
ェントのパートナーの特性を制御することは，「主要 5因子」性格タイプ（開放性，誠実性，外
向性，協調性，神経症傾向）がパフォーマンスにどのような影響を及ぼすかを確かめるために，
更なる研究が実施され得ることを意味している。 
図表  5－7 習熟した行動と小問の難易度の決定要素との関係 
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経験と実践：協同問題解決は学校の教科として明示的に教えられるものではなく，教室内にお
ける実践として埋め込まれているという点で，従来からある領域ではない。生徒の協同に対する
なじみ深さの程度は，����調査参加国によって異なると考えられる。それゆえ，以下の文脈に
おいて，生徒が協同問題解決にどの程度親しんでいるかに関する参考データを揃えておくこと
は重要である。�
�
•教育的文脈（例：教室や評価における経験）�
•学校以外の文脈（例：家庭での生活と趣味）�
•テクノロジーに特有な文脈（例：ビデオゲームをすること）�
�
協同問題解決への気質：生徒が協同問題解決と特に自身の自己効力感についてどのように認
識しているかという点も，パフォーマンスに影響を及ぼすことがある。そのため，以下の分野も
関心の対象となる。�
�
•協同への関心と協同の喜び�
•協同スキルの価値�
•協同問題解決能力についての自己認識�
�
背景質問調査の手配上及びスペースの制約から，測定されるのはこれらの構成概念の一部だ
けである。それに加え，���活用調査，教師質問調査，保護者質問調査など，国際オプションの
質問調査を通じて収集される情報もある。�
�
��������協同問題解決における習熟度の報告�
�
単一の得点は協同問題解決における生徒の包括的な習熟度を要約したものである。その得点
が意味するものを示すために，����調査は学習を計量的に示す基準を開発し，調査結果を報告
するアプローチを採用している。その基準は，教育的に洗練されていく過程を記述するいくつか
の次元から構成されている。いくつかのレベルに分けられ，生徒が一般的に何を知り，何をでき
るかという観点からこれらの尺度を説明している。�
協同問題解決に関する包括的な報告尺度において，図表 �－�では四つの習熟度レベルを特定
し，説明している。これによって，生徒のパフォーマンスについて参加各国・地域間及び参加各
国・地域内で比較することが可能になる。これらの説明は，各レベルの生徒が一般的にできる，
またはできないとされる小問を反映しており，協同問題解決スキルはこれらの小問と関連付け
られている。�
� �
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図表 5－8 協同問題解決における習熟度尺度の説明 
習熟度 
レベル 
生徒の特徴 
4 
習熟度レベル 4の生徒は，複雑で高度な協同を伴う複合的な問題解決の課題をうまくこなす
ことができる。関連する背景情報に留意しながら，複数の制約のある複合的な問題状況下に
ある問題を解決することができる。グループ・ダイナミックスを意識し続け，メンバーの行
動が合意のとれた役割に沿ったものとなるよう行動する。同時に，与えられた課題の解決ま
での進捗をモニターし，乗り越えるべき障壁又は埋めなければならない溝を明らかにする。
レベル 4の生徒は率先して，障壁を乗り越える，あるいは不一致や対立を解決する行動を取
ったり，人に要請したりする。協同する側面と与えられた課題の問題解決の側面との調和を
図り，解決に至る効率的な道を特定し，問題を解決する行動を取ることができる。 
3 
2 
習熟度レベル 2の生徒は，難易度が中程度の問題空間の中で，協同的な取組に貢献すること
ができる。実行される行為についてチームメンバーとコミュニケーションを取りながら，問
題の解決を促進することができる。他のメンバーから要求されなくても，情報を自発的に提
供できる。レベル 2の生徒は，チームメンバー全員が同じ情報を持っているわけではないこ
とを理解し，様々な視点を考慮することができる。チームが問題解決に必要なステップにつ
いての共通理解を構築できるよう促すことができる。こうした生徒は，与えられた問題を解
決するのに必要な追加情報を求め，取るべきアプローチについての合意や確認をチームメン
バーに求めることができる。レベル 2の上位層にいる生徒は，問題を解決するために率先し
て筋の通った次のステップを提案すること，あるいは新しいアプローチを提案することがで
きる。 
1 
習熟度レベル 1の生徒は，問題があまり複雑でなく，限定された複雑性の協同の課題を完了
することができる。求められた情報を提供し，促されれば計画を実行するための行動を起こ
すことができる。 
レベル 1の生徒は，他者が行った行為や提案を確認することができる。グループ内における
個人的な役割に焦点を当てる傾向がある。チームメンバーからのサポートがあり，一つの問
題空間において問題解決に取り組む場合は，こうした生徒は問題解決に貢献することができ
る。 
習熟度レベル 3の生徒は，複雑な問題解決の必要性，あるいは複雑な協同からの要求のいず
れかを伴う課題をやり遂げることができる。生徒は，複数の手順を必要とする課題をこなす
ことができる。こうした課題は，多くの場合，複雑で動的な問題空間の中にあり，複数の情
報を統合することが必要となる。チーム内の役割をまとめ，問題解決に向けて個々のメンバ
ーが必要とする情報を特定する。レベル 3の生徒は，問題を解決するのに必要な情報を認識
し，それを適切なチームメンバーに要求し，提供された情報に誤りがあった場合は見つける
ことができる。対立が生じた際は，チームメンバーを助け交渉により解決策に到達させるこ
とができる。
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5.4. 要約 
 
協同問題解決は，2015 年に初めて PISA 調査に導入される。本書で説明した 2015 年調査にお
ける定義は，2012 年調査の単独問題解決の調査に基づいているが，個人とグループの認知に関
する理論的基礎を組み込むことで，協同の領域まで広げられている。2012 年調査の単独問題解
決の枠組みにおける四つのプロセスは維持したまま，協同問題解決スキルのマトリックスを作
るために協同問題解決用に特定された三つの主要な能力（コンピテンシー）が加味されている。
る。これにより，習熟度レベルを測定することで，協同問題解決における生徒のパフォーマンス
を定量化できるようになる。 
こうした各スキルは，調査によって測定される習熟度レベルと共に定義される。 
PISA2015 年調査における協同問題解決能力の定義は，15 歳の生徒が教室の内外で直面する
問題のタイプと協同相互作用のタイプに関する考察のほか，職場やさらなる勉学における「人生
への準備」に関する考察を端緒としている。グループの参加者それぞれが持つコミュニケーショ
ン，争いの対処，チームの組織，合意形成，進捗管理の能力は，成果を収める上で重要である。
こうしたスキルの測定は，調査で報告する尺度を形成する三つの能力（コンピテンシー）の中心
を占めるものである。 
本枠組みが記述し，説明するものは，PISA2015年調査で評価される協同能力（コンピテンシ
ー）と問題解決スキル，調査で考慮する知識と生徒の特性のほか，コンピュータ使用型調査の基
礎となる文脈，チーム構成，課題のタイプである（図表 5－2）。本枠組みでは，生徒の協同スキ
ルの測定を実行可能にするコンピュータエージェントの使用に関する論理的根拠も説明してい
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1. ICTへのなじみについて 
PISA2015 年調査では，生徒の情報通信技術（ICT）へのなじみについて評価するた
めに，ICT活用調査の結果に基づいて三つの指標を構築した。すなわち「生徒の学校に
おける ICT利用」指標（ICTSCH），「生徒の ICT能力の自己評価」指標（COMPICT），
「社会的相互作用におけるトピックとしての ICT利用」指標（SOIAICT）である。 
PISA調査の指標（PISA Index）は原則として OECD加盟国の平均値を 0，標準偏差
を 1 となるように標準化されているが，OECD は今回の分析に当たり，生徒の回答の
仕方36には文化的バイアスがあり，一部の国ではより肯定的（否定的）に回答した可能
性があると指摘している。特に日本を含む東アジア諸国では，この三つの指標値が極め
て低い結果となっており，文化的・社会的バイアスの影響の強さを想起させる（OECD
（2017），Chapter3, Box V 3.3）。 
そこで以下では，基礎的なデータとして，生徒の ICT 利用状況や ICT に対するなじ
みには，各国間でどの程度（どのような）違いが生じているのかを，ICT活用調査の結
果から整理する。初めに前提となるデータとして，学校質問調査の結果を用いて各国に
おける学校の ICT環境について提示する（1.1）。その上で，学校における ICT利用（1.2），
ICT能力の自己評価（1.3），社会的相互作用における ICT（1.4）について報告する。 
 
1.1. 学校の ICT環境の違い  
図表付 1－1 は，学校質問調査問 4（SC004）の結果を用いて，生徒用コンピュータ
1台当たりの生徒数（A欄）及び，インターネットに接続している生徒用コンピュータ
1 台当たりの生徒数（B 欄）の各国の平均値及び標準偏差を示したものである37。図表
の国名は，生徒用コンピュータ 1台当たりの生徒数の平均値の小さい順に上から並んで
いる。 
まず A 欄を見ると，最も小さいのがオーストラリア（0.93 人／台）であり，最も大
きいのがブラジル（16.2人／台）である。日本は，3.96人／台となっており，ICT活用
調査に回答した 47か国中 34番目であった。OECD平均は 3.12人／台である。次に B
欄を見ると，最も小さいのがオーストラリア（0.94人／台）であり，最も大きいのがブ
ラジル（16.8 人／台）である。日本は，4.24 人／台であり，47 か国中 34 番目であっ
                                                  
36 図表付 1―2に示すように，日本のように，大半の生徒が学校で ICTを利用していない（利
用頻度が著しく低い）国に対して，ICT能力の自己評価を尋ねたとしても，そこから得られる
結果には自ずと限界があることに留意する必要がある（たとえば，90％の生徒が ICTをほとん
ど利用していないと回答している場合，ICT能力の自己評価に対する厳密な意味で有効な回答
は，10％の生徒からしか得ることができない。全体の 1割を分母として，その内訳を詳細に見
たとしても，有効な推計結果を得られない可能性がある）。 
���図表付 �－�は，��������（����調査の対象学年の生徒数）÷��������（生徒用コンピュ
ータ数）から，生徒用コンピュータ �台あたりの生徒数を求めたものである。また，��������÷
��������（生徒用コンピュータのうちインターネットに接続している台数）から，生徒用のイ
ンターネットが利用可能なコンピュータ台数 � 台あたりの生徒数を求めている。�������� で
は対象となる年齢の生徒が最も多く在籍する学年の生徒数（�����������）を利用しており，各
国の学校制度（特に学級編制の差異）によって，実際のコンピュータを利用した授業の状況を反
映した数値ではない場合もあることに留意が必要である。�
付録 1　ICT へのなじみについて
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た。OECD平均は 3.33人／台であった。 
標準偏差からは，各国内での ICT 環境の整備度合いのばらつきを見ることが可能で
ある。A欄を見ると，最も標準偏差が小さいのはオーストラリア（0.57人／台）であり，
大きいのはブラジル（37.6人／台）である。日本は 2.87人／台であり，OECD平均は
3.80 人／台である。同様に B 欄においても，最も標準偏差が小さいのはオーストラリ
ア（0.58人／台）であり，最も大きいのはブラジル（40.9人／台）である。日本は 3.41
人／台であり，OECD平均は 4.03人／台である。 
各国における学校の ICT 環境にはこのような差があることをふまえた上で，次に学
校における ICT利用について整理する。 
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図表付 1－1 各国における生徒用コンピュータの整備状況 
 
平均値 標準誤差 標準偏差 標準誤差 平均値 標準誤差 標準偏差 標準誤差
オーストラリア 0.93 0.03 0.57 0.06 0.94 0.03 0.58 0.07
アイスランド 1.02 0.00 0.71 0.00 1.06 0.00 0.72 0.00
ラトビア 1.18 0.04 0.74 0.04 1.20 0.04 0.75 0.04
チェコ 1.31 0.05 0.89 0.07 1.32 0.05 0.90 0.07
マカオ 1.32 0.00 1.45 0.00 1.33 0.00 1.44 0.00
ニュージーランド 1.37 0.09 1.11 0.14 1.39 0.09 1.13 0.15
シンガポール 1.37 0.02 0.97 0.01 1.38 0.02 0.97 0.01
デンマーク 1.38 0.06 0.86 0.06 1.39 0.06 0.86 0.06
スウェーデン 1.43 0.09 1.22 0.32 1.50 0.10 1.40 0.31
香港 1.48 0.07 0.84 0.12 1.50 0.07 0.87 0.12
オーストリア 1.59 0.12 1.90 0.38 1.68 0.15 2.35 0.52
リトアニア 1.60 0.06 1.01 0.08 1.65 0.06 1.06 0.07
イギリス 1.64 0.11 1.66 0.24 1.69 0.11 1.67 0.24
スロバキア 1.68 0.12 1.99 0.62 1.78 0.13 2.20 0.57
エストニア 1.79 0.09 1.64 0.29 1.81 0.09 1.64 0.29
ルクセンブルク 1.83 0.00 2.20 0.01 1.87 0.01 2.20 0.01
コロンビア 1.87 0.13 1.98 0.33 3.06 0.31 3.71 0.86
ベルギー 1.92 0.09 1.54 0.17 2.03 0.10 1.72 0.17
フランス 2.06 0.12 1.84 0.20 2.22 0.16 2.77 0.69
アイルランド 2.08 0.15 1.77 0.56 2.13 0.15 1.78 0.56
ハンガリー 2.14 0.13 1.66 0.27 2.15 0.13 1.66 0.27
ロシア 2.16 0.10 1.46 0.19 2.75 0.19 2.91 0.58
フィンランド 2.28 0.12 1.66 0.16 2.94 0.15 1.91 0.24
スペイン 2.37 0.21 2.98 0.56 2.49 0.22 3.23 0.54
ブルガリア 2.43 0.11 1.49 0.12 2.52 0.12 1.67 0.15
スイス 2.44 0.25 2.51 1.08 2.48 0.26 2.56 1.06
オランダ 2.65 0.30 3.36 1.23 2.62 0.30 3.36 1.25
チリ 2.67 0.18 2.17 0.29 2.77 0.20 2.33 0.42
スロベニア 3.07 0.01 2.66 0.01 3.08 0.01 2.66 0.01
OECD平均 3.12 0.12 3.80 0.37 3.33 0.13 4.03 0.36
イタリア 3.29 0.18 2.67 0.45 3.54 0.25 4.12 1.20
ドイツ 3.38 0.86 7.39 4.54 3.44 0.87 7.38 4.57
ポーランド 3.42 0.28 3.51 1.14 3.44 0.28 3.51 1.14
台湾 3.85 0.19 3.48 0.58 4.02 0.19 3.51 0.59
日本 3.96 0.13 2.87 0.17 4.24 0.18 3.41 0.47
コスタリカ 4.07 0.28 3.79 0.61 4.94 0.46 5.40 0.94
イスラエル 4.36 0.43 5.08 1.05 4.86 0.52 5.88 1.10
タイ 4.59 0.31 4.08 0.53 4.92 0.33 4.41 0.52
ペルー 4.95 0.39 5.81 0.85 13.03 1.75 22.06 4.36
ポルトガル 5.01 0.49 6.12 0.76 5.24 0.49 6.29 0.73
クロアチア 5.08 0.43 5.35 1.21 5.54 0.57 7.08 1.75
北京・上海・江蘇・広東 5.63 0.44 5.73 0.94 6.20 0.60 7.41 1.49
ギリシャ 5.79 0.29 4.08 1.02 5.91 0.29 4.10 1.02
韓国 6.10 0.83 9.73 4.39 6.17 0.83 9.75 4.39
メキシコ 8.26 0.74 9.90 2.01 8.99 0.85 10.15 2.26
ドミニカ共和国 11.99 2.17 19.95 4.26 14.33 2.62 23.84 4.36
ウルグアイ 15.48 1.10 36.64 1.28 15.57 1.03 36.53 1.21
ブラジル 16.15 2.05 37.58 12.49 16.76 2.41 40.88 13.59
（注）１．灰色の網掛けはOECD非加盟国を示す。
　　　２．生徒用コンピュータ1台当たりの生徒数の平均値が小さい順に上から国を並べている。
　　　３．協同問題解決能力調査及びICT活用調査に参加した47か国を取り上げている
出所：OECD PISA 2015データベースより国立教育政策研究所が作成。
生徒用コンピュータ
1台当たりの生徒数（A）
生徒用コンピュータのうち，
インターネット接続が可能な
コンピュータ1台あたりの生徒数（B）
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1.2. 生徒の学校における ICT 利用 
 
                                                  
38 ICT 活用調査の問 11 では，これ以外に八つの項目について尋ねている。具体的には，（1）
「学校でインターネットのチャットをする」（2）「学校で E メールを使う」（3）「学校の勉強の
ためにインターネットを見る」（4）「校内のウェブサイトを見たり，そこからファイルやプロ
グラムをダウンロードやアップロードする（例：イントラネット）」（5）「学校のウェブサイト
に課題を提出する」（6）「シミュレーションゲームで遊ぶ」（7）「外国語や数学などのドリルや
勉強をする」（8）「学校のコンピュータで宿題をする」である。 
ここでは，ICT 活用調査の結果のうち，「生徒の学校における ICT 利用」指標に用い
られた質問項目の結果を報告する。「生徒の学校における ICT 利用」指標は，ICT 活用
調査の問 11（IC011）で生徒に対して行われた質問調査の計 9項目を利用して作成され
ている。その中から特に協同問題解決能力に関連した共同作業と ICTに関する項目（9）
（IC011Q09）を取り上げたい（図表付 1－2）38。 
ICT活用調査の問 11では生徒に対して，「あなたは，次のことをするために学校で IT
機器（デジタル機器）をどのくらい利用していますか（携帯電話での利用も含む）。」と
尋ね，計九つの項目ごとに利用頻度について回答を求めた。（9）では「ほかの生徒と共
同作業をするために，コンピュータを使う」という質問に対して「毎日」「ほぼ毎日」
「週 1～2回」「月に 1～2回」「まったくか，ほとんどない」の 5件法で回答を求めた。
図表付 1－2 は，利用頻度が高い（「毎日」「ほぼ毎日」）生徒の割合の多い順に上から
（国を）並べている。 
日本（1.2％）は，47 か国中 47 番目であり参加国中「ほかの生徒との共同作業をす
るために，コンピュータを使う」頻度が最も低い国である。頻度が高い国は，タイ
（20.8％），オーストラリア（20.2％），チェコ（19.8％），デンマーク（19.7％），ブル
ガリア（17.8％）となっており，OECD平均は 8.4％であった。 
参加国全体を通じて，学校において共同作業に ICT（ここではコンピュータ）を利用
する頻度は高いとは言えず，最も高い国においても全体の 2割程度の生徒に留まってい
ることがわかる。また，ここで問われたのは頻度であり，その用途は多岐にわたること
にも留意しなければならない。例えば，ある国では頻度が低くともアクティブ・ラーニ
ングでの活用，プレゼンテーションでの活用がなされているかもしれない一方で，ある
国では筆記用具の代替的なツールとしての利用を意味している可能性もある。この項目
が明らかにするのは，あくまで各国，各学校の文脈の中で「共同作業のためのコンピュ
ータの利用頻度」に限定されることに留意する必要がある。 
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日本
韓国
台湾
ドイツ
北京・上海・江蘇・広東
フィンランド
アイルランド
スイス
マカオ
ペルー
香港
ベルギー
エストニア
ブラジル
ポーランド
イスラエル
スロベニア
フランス
オーストリア
アイスランド
クロアチア
OECD平均
シンガポール
スペイン
イギリス
ルクセンブルク
イタリア
ハンガリー
チリ
リトアニア
メキシコ
コスタリカ
ポルトガル
ラトビア
オランダ
スロバキア
ドミニカ共和国
ウルグアイ
ギリシャ
ニュージーランド
コロンビア
スウェーデン
ロシア
ブルガリア
デンマーク
チェコ
オーストラリア
タイ
毎日 ほぼ毎日 週に1～２回 月に１～２回 まったくか，ほとんどない 無回答・その他
（注）「毎日」及び「ほぼ毎日」と回答した生徒の割合が多い順に上から国を並べている。
出所：OECD PISA 2015データベースより国立教育政策研究所で作成。
図表付 1－2 ほかの生徒と共同作業をするために，コンピュータを使う 
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1.3. 生徒の ICT 能力の自己評価 
 
ここでは，「生徒の ICT 能力の自己評価」指標を構成する質問項目に対する結果を報
告する。 
「生徒の ICT 能力の自己評価」指標は，ICT 活用調査の問 13（IC014）で生徒に対し
て行われた質問調査の計 5項目を利用して作成されている。ICT活用調査の問 13では，
「IT 機器（デジタルメディア，デジタル機器）を使った経験について，次のことはあな
たにどのくらいあてはまりますか。」「（ここで IT 機器（デジタル機器）とは，携帯電話，
デスクトップ・コンピュータ，ノートパソコン，スマートフォン，タブレット型コンピ
ュータ，ゲーム機，インターネットに接続しているテレビなど様々なものを指します。）」
と尋ね，4 件法（「まったくその通りだ」「その通りだ」「その通りでない」「まったくそ
の通りでない」）で回答を求めている。 
ここでは，そのうち ICT 機器の問題に対処する自信に裏付けられた他者への関わり
方に関する項目として（5）「友達や家族・親戚の IT 機器に何か問題があれば，彼らを
助けることができる」（IC014Q09）を取り上げたい39。図表付 1－3 の国名は肯定的回
答（「まったくその通りだ」「その通りだ」）の割合の多い順に上から並んでいる。 
日本の肯定的回答をした生徒の割合は 28.9％であり，47 か国中 47 番目であった。
この項目の OECD 平均は 58.9％であり，最も割合が多いのはポルトガル（82.2％）で
あった。 
冒頭述べたように，このような自信に係る質問項目では，文化的バイアスの影響が見
受けられる。強い肯定を意味する「まったくその通りだ」と回答した生徒の割合は，同
じ東アジア圏の香港（13.9％），マカオ（11.1％），台湾（13.5％），北京・上海・江蘇・
広東（7.3％），韓国（6.9％）となっており，日本（6.3％）と同様に OECD 平均を下回
る低い水準にある40。 
 
 
                                                  
39 ICT活用調査の問 13では，これ以外に四つの項目について尋ねている。具体的には，（1）
「めずらしい IT機器を使うのは気分が良い」（IC014Q03），（2）「友達や家族・親戚が新しい
IT機器やアプリケーションを購入する際に，アドバイスすることができる」（IC014Q04），
（3）「家で IT機器を使っていると気分が良い」（IC014Q06），（4）「IT機器に何か問題が起こ
っても，それを解決できると思う」（IC014Q08）である。 
40 もっとも香港，マカオ，台湾については，「その通りだ」と回答した生徒の割合が多く，全
体で見れば高水準である。北京・上海・江蘇・広東と韓国についても，「その通りだ」と回答し
た生徒の割合が 4割程度あり，日本（22.6％）とは大きな差があるといえる。 
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図表付 1－3 友達や家族・親戚の IT 機器に何か問題があれば，彼らを助けることができる 
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（注）「まったくその通りだ」及び「その通りだ」と回答した生徒の割合が多い順に上から国を並べている。
出所：OECD PISA 2015データベースより国立教育政策研究所で作成。
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1.4. 社会的相互作用におけるトピックとしての ICT 利用 
41 図表付 1－4 で取り上げた以外の四つの項目は，それぞれ（1）「IT 機器について何か新しい
ことを学ぶために，友達とそれらについて話をするのが好きだ」（IC016Q01），（3）「友達と集
まってコンピュータやビデオゲームで遊ぶのが好きだ」（IC016Q04），（4）「IT 機器に関する情
報を友達と話し合うのが好きだ」（IC016Q05），（5）「友達や家族・親戚と話をするとデジタル
メディアについて多くのことが学べる」（IC016Q07）である。ICT 活用調査問 15 において，
日本は（1）（4）（5）で 47 か国中 47 番目であった。日本が OECD 平均を上回った唯一の質問
項目は（3）「友達と集まってコンピュータやビデオゲームで遊ぶのが好きだ」の結果のみであ
った（日本：45.6％，OECD 平均：43.4％）。
ここでは，「社会的相互作用におけるトピックとしての ICT利用」指標を構成する質
問項目に対する結果について報告する。「社会的相互作用におけるトピックとしての
ICT利用」指標は，ICT活用調査の問 15（IC016）の五つの質問項目から構成されてい
る。問 15では，生徒に「IT機器（デジタルメディア，デジタル機器）を使った経験に
ついて，次のことはあなたにどのくらいあてはまりますか。」と尋ねているが，ここで
はその中から（2）「IT機器の問題を解決するために，インターネットで他の人と意見や
情報を交換するのが好きだ」（IC016Q02）の結果について取り上げる41。
PISA2015年の協同問題解決能力の調査では，チャットを通じて複数名のエージェン
トとの間で問題解決が行われる。この質問項目は，こうした協同問題解決能力のコンピ
ュータ使用型調査の特性をふまえたときに，協同問題解決の文脈における ICT 機器へ
のなじみの問題を検討する基礎データと捉えることもできる。
図表付 1－4によると，日本の肯定的回答（「まったくその通りだ」「その通りだ」）を
した生徒の割合は 31.6％であり，47か国中 46番目であった。OECD平均は 39.6％で
あり，最も割合が多かったのはタイの 70.9％であった。ここでは東アジアのうち韓国
（31.8％）と日本の値が小さく，台湾（58.2％），北京・上海・江蘇・広東（54.8％），
香港（52.6％）が OECD 平均を大きく上回っており対照的な結果となっている。一方
で，ドイツ（30.7％）は日本を下回って参加国中最も割合が少なかった。
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図表付 1－4  IT 機器の問題を解決するために，インターネットで 
他の人と意見や情報を交換するのが好きだ
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（注）「まったくその通りだ」及び「その通りだ」と回答した生徒の割合が多い順に上から国を並べている。
出所：OECD PISA 2015データベースより国立教育政策研究所で作成。
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2. 3 分野の経年図表
図表付 2－1  PISA 調査における科学的リテラシーの平均得点の国際比較（経年変化） 
2006年 平均得点 2009年 平均得点 2012年 平均得点 2015年 平均得点
1 フィンランド 563 上海 575 上海 580 シンガポール 556
2 香港 542 フィンランド 554 香港 555 日本 538
3 カナダ 534 香港 549 シンガポール 551 エストニア 534
4 台湾 532 シンガポール 542 日本 547 台湾 532
5 エストニア 531 日本 539 フィンランド 545 フィンランド 531
6 日本 531 韓国 538 エストニア 541 マカオ 529
7 ニュージーランド 530 ニュージーランド 532 韓国 538 カナダ 528
8 オーストラリア 527 カナダ 529 ベトナム 528 ベトナム※ 525
9 オランダ 525 エストニア 528 ポーランド 526 香港 523
10 リヒテンシュタイン 522 オーストラリア 527 カナダ 525 北京・上海・江蘇・広東 518
11 韓国 522 オランダ 522 リヒテンシュタイン 525 韓国 516
12 スロベニア 519 台湾 520 ドイツ 524 ニュージーランド 513
13 ドイツ 516 ドイツ 520 台湾 523 スロベニア 513
14 イギリス 515 リヒテンシュタイン 520 オランダ 522 オーストラリア 510
15 チェコ 513 スイス 517 アイルランド 522 イギリス 509
16 スイス 512 イギリス 514 オーストラリア 521 ドイツ 509
17 マカオ 511 スロベニア 512 マカオ 521 オランダ 509
18 オーストリア 511 マカオ 511 ニュージーランド 516 スイス 506
19 ベルギー 510 ポーランド 508 スイス 515 アイルランド 503
20 アイルランド 508 アイルランド 508 スロベニア 514 ベルギー 502
21 ハンガリー 504 ベルギー 507 イギリス 514 デンマーク 502
22 スウェーデン 503 ハンガリー 503 チェコ 508 ポーランド 501
23 ポーランド 498 アメリカ 502 オーストリア 506 ポルトガル 501
24 デンマーク 496 チェコ 500 ベルギー 505 ノルウェー 498
25 フランス 495 ノルウェー 500 ラトビア 502 アメリカ 496
26 クロアチア 493 デンマーク 499 フランス 499 オーストリア 495
27 アイスランド 491 フランス 498 デンマーク 498 フランス 495
28 ラトビア 490 アイスランド 496 アメリカ 497 スウェーデン 493
29 アメリカ 489 スウェーデン 495 スペイン 496 チェコ 493
30 スロバキア 488 オーストリア 494 リトアニア 496 スペイン 493
31 スペイン 488 ラトビア 494 ノルウェー 495 ラトビア 490
32 リトアニア 488 ポルトガル 493 ハンガリー 494 ロシア 487
33 ノルウェー 487 リトアニア 491 イタリア 494 ルクセンブルク 483
34 ルクセンブルク 486 スロバキア 490 クロアチア 491 イタリア 481
35 ロシア 479 イタリア 489 ルクセンブルク 491 ハンガリー 477
36 イタリア 475 スペイン 488 ポルトガル 489 リトアニア 475
37 ポルトガル 474 クロアチア 486 ロシア 486 クロアチア 475
38 ギリシャ 473 ルクセンブルク 484 スウェーデン 485 ブエノスアイレス※ 475
39 イスラエル 454 ロシア 478 アイスランド 478 アイスランド 473
40 チリ 438 ギリシャ 470 スロバキア 471 イスラエル 467
41 セルビア 436 ドバイ 466 イスラエル 470 マルタ※ 465
42 ブルガリア 434 イスラエル 455 ギリシャ 467 スロバキア 461
43 ウルグアイ 428 トルコ 454 トルコ 463 ギリシャ 455
44 トルコ 424 チリ 447 アラブ首長国連邦 448 チリ 447
45 ヨルダン 422 セルビア 443 ブルガリア 446 ブルガリア 446
46 タイ 421 ブルガリア 439 チリ 445 アラブ首長国連邦 437
47 ルーマニア 418 ルーマニア 428 セルビア 445 ウルグアイ 435
48 モンテネグロ 412 ウルグアイ 427 タイ 444 ルーマニア※ 435
49 メキシコ 410 タイ 425 ルーマニア 439 キプロス 433
50 インドネシア 393 メキシコ 416 キプロス 438 モルドバ※ 428
51 アルゼンチン 391 ヨルダン 415 コスタリカ 429 アルバニア※ 427
52 ブラジル 390 トリニダード・トバゴ 410 カザフスタン 425 トルコ 425
53 コロンビア 388 ブラジル 405 マレーシア 420 トリニダード・トバゴ※ 425
54 チュニジア 386 コロンビア 402 ウルグアイ 416 タイ 421
55 アゼルバイジャン 382 モンテネグロ 401 メキシコ 415 コスタリカ 420
56 カタール 349 アルゼンチン 401 モンテネグロ 410 カタール 418
57 キルギス 322 チュニジア 401 ヨルダン 409 コロンビア 416
58 カザフスタン 400 アルゼンチン 406 メキシコ 416
59 アルバニア 391 ブラジル 405 モンテネグロ 411
60 インドネシア 383 コロンビア 399 ジョージア※ 411
61 カタール 379 チュニジア 398 ヨルダン※ 409
62 パナマ 376 アルバニア 397 インドネシア※ 403
63 アゼルバイジャン 373 カタール 384 ブラジル 401
64 ペルー 369 インドネシア 382 ペルー 397
65 キルギス 330 ペルー 373 レバノン※ 386
66 チュニジア 386
67 マケドニア※ 384
68 コソボ※ 378
69 アルジェリア※ 376
70 ドミニカ共和国 332
OECD平均 500 OECD平均 501 OECD平均 501 OECD平均 493
（注）１．2015年調査において国際基準を満たさなかったアルゼンチン，カザフスタン，マレーシアは除く。
　　２．※は，2015年調査において，コンピュータ使用型調査の実施ではなく，筆記型調査で実施した国を示す。
出所：国立教育政策研究所（2016）22ページ。
国　名  OECD加盟国
国　名  非OECD加盟国
平均得点
 OECD平均よりも統計的に
 有意に高い国・地域
平均得点
 OECD平均と統計的に
 有意差がない国・地域
平均得点
 OECD平均よりも統計的に
 有意に低い国・地域
付録２　3 分野の経年図表
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図表付 2－2  PISA 調査における読解力の平均得点の国際比較（経年変化） 
2000年 平均得点 2003年 平均得点 2006年 平均得点 2009年 平均得点 2012年 平均得点 2015年 平均得点
1 フィンランド 546 フィンランド 543 韓国 556 上海 556 上海 570 シンガポール 535
2 カナダ 534 韓国 534 フィンランド 547 韓国 539 香港 545 香港 527
3 ニュージーランド 529 カナダ 528 香港 536 フィンランド 536 シンガポール 542 カナダ 527
4 オーストラリア 528 オーストラリア 525 カナダ 527 香港 533 日本 538 フィンランド 526
5 アイルランド 527 リヒテンシュタイン 525 ニュージーランド 521 シンガポール 526 韓国 536 アイルランド 521
6 韓国 525 ニュージーランド 522 アイルランド 517 カナダ 524 フィンランド 524 エストニア 519
7 イギリス 523 アイルランド 515 オーストラリア 513 ニュージーランド 521 アイルランド 523 韓国 517
8 日本 522 スウェーデン 514 リヒテンシュタイン 510 日本 520 台湾 523 日本 516
9 スウェーデン 516 オランダ 513 ポーランド 508 オーストラリア 515 カナダ 523 ノルウェー 513
10 オーストリア 507 香港 510 スウェーデン 507 オランダ 508 ポーランド 518 ニュージーランド 509
11 ベルギー 507 ベルギー 507 オランダ 507 ベルギー 506 エストニア 516 ドイツ 509
12 アイスランド 507 ノルウェー 500 ベルギー 501 ノルウェー 503 リヒテンシュタイン 516 マカオ 509
13 ノルウェー 505 スイス 499 エストニア 501 エストニア 501 ニュージーランド 512 ポーランド 506
14 フランス 505 日本 498 スイス 499 スイス 501 オーストラリア 512 スロベニア 505
15 アメリカ 504 マカオ 498 日本 498 ポーランド 500 オランダ 511 オランダ 503
16 デンマーク 497 ポーランド 497 台湾 496 アイスランド 500 ベルギー 509 オーストラリア 503
17 スイス 494 フランス 496 イギリス 495 アメリカ 500 スイス 509 スウェーデン 500
18 スペイン 493 アメリカ 495 ドイツ 495 リヒテンシュタイン 499 マカオ 509 デンマーク 500
19 チェコ 492 デンマーク 492 デンマーク 494 スウェーデン 497 ベトナム 508 フランス 499
20 イタリア 487 アイスランド 492 スロベニア 494 ドイツ 497 ドイツ 508 ベルギー 499
21 ドイツ 484 ドイツ 491 マカオ 492 アイルランド 496 フランス 505 ポルトガル 498
22 リヒテンシュタイン 483 オーストリア 491 オーストリア 490 フランス 496 ノルウェー 504 イギリス 498
23 ハンガリー 480 ラトビア 491 フランス 488 台湾 495 イギリス 499 台湾 497
24 ポーランド 479 チェコ 489 アイスランド 484 デンマーク 495 アメリカ 498 アメリカ 497
25 ギリシャ 474 ハンガリー 482 ノルウェー 484 イギリス 494 デンマーク 496 スペイン 496
26 ポルトガル 470 スペイン 481 チェコ 483 ハンガリー 494 チェコ 493 ロシア 495
27 ロシア 462 ルクセンブルク 479 ハンガリー 482 ポルトガル 489 イタリア 490 北京・上海・江蘇・広東 494
28 ラトビア 458 ポルトガル 478 ラトビア 479 マカオ 487 オーストリア 490 スイス 492
29 ルクセンブルク 441 イタリア 476 ルクセンブルク 479 イタリア 486 ラトビア 489 ラトビア 488
30 メキシコ 422 ギリシャ 472 クロアチア 477 ラトビア 484 ハンガリー 488 チェコ 487
31 ブラジル 396 スロバキア 469 ポルトガル 472 スロベニア 483 スペイン 488 クロアチア 487
32 ロシア 442 リトアニア 470 ギリシャ 483 ルクセンブルク 488 ベトナム※ 487
33 トルコ 441 イタリア 469 スペイン 481 ポルトガル 488 オーストリア 485
34 ウルグアイ 434 スロバキア 466 チェコ 478 イスラエル 486 イタリア 485
35 タイ 420 スペイン 461 スロバキア 477 クロアチア 485 アイスランド 482
36 セルビア・モンテネグロ 412 ギリシャ 460 クロアチア 476 スウェーデン 483 ルクセンブルク 481
37 ブラジル 403 トルコ 447 イスラエル 474 アイスランド 483 イスラエル 479
38 メキシコ 400 チリ 442 ルクセンブルク 472 スロベニア 481 ブエノスアイレス※ 475
39 インドネシア 382 ロシア 440 オーストリア 470 リトアニア 477 リトアニア 472
40 チュニジア 375 イスラエル 439 リトアニア 468 ギリシャ 477 ハンガリー 470
41 タイ 417 トルコ 464 トルコ 475 ギリシャ 467
42 ウルグアイ 413 ドバイ 459 ロシア 475 チリ 459
43 メキシコ 410 ロシア 459 スロバキア 463 スロバキア 453
44 ブルガリア 402 チリ 449 キプロス 449 マルタ※ 447
45 セルビア 401 セルビア 442 セルビア 446 キプロス 443
46 ヨルダン 401 ブルガリア 429 アラブ首長国連邦 442 ウルグアイ 437
47 ルーマニア 396 ウルグアイ 426 チリ 441 ルーマニア※ 434
48 インドネシア 393 メキシコ 425 タイ 441 アラブ首長国連邦 434
49 ブラジル 393 ルーマニア 424 コスタリカ 441 ブルガリア 432
50 モンテネグロ 392 タイ 421 ルーマニア 438 トルコ 428
51 コロンビア 385 トリニダード・トバコ 416 ブルガリア 436 コスタリカ 427
52 チュニジア 380 コロンビア 413 メキシコ 424 トリニダード・トバゴ※ 427
53 アルゼンチン 374 ブラジル 412 モンテネグロ 422 モンテネグロ 427
54 アゼルバイジャン 353 モンテネグロ 408 ウルグアイ 411 コロンビア 425
55 カタール 312 ヨルダン 405 ブラジル 410 メキシコ 423
56 キルギス 285 チュニジア 404 チュニジア 404 モルドバ※ 416
57 アメリカ（注３）   m インドネシア 402 コロンビア 403 タイ 409
58 アルゼンチン 398 ヨルダン 399 ヨルダン※ 408
59 カザフスタン 390 マレーシア 398 ブラジル 407
60 アルバニア 385 インドネシア 396 アルバニア※ 405
61 カタール 372 アルゼンチン 396 カタール 402
62 パナマ 371 アルバニア 394 ジョージア※ 401
63 ペルー 370 カザフスタン 393 ペルー 398
64 アゼルバイジャン 362 カタール 388 インドネシア※ 397
65 キルギス 314 ペルー 384 チュニジア 361
66 ドミニカ共和国 358
67 マケドニア※ 352
68 アルジェリア※ 350
69 コソボ※ 347
70 レバノン※ 347
OECD平均 500 OECD平均 494 OECD平均 492 OECD平均 493 OECD平均 496 OECD平均 493
（注）１．2000年調査において国際的な実施基準を満たさなかったオランダは除く。
　２．2003年調査において国際的な実施基準を満たさなかったイギリスは除く。
　３．2006年調査において，アメリカは調査実施後に評価問題の冊子の組み方に不備が明らかとなったため，読解力の結果の分析から除かれている。
　４．2015年調査において国際基準を満たさなかったアルゼンチン，カザフスタン，マレーシアは除く。
　５．※は，2015年調査において，コンピュータ使用型調査の実施ではなく，筆記型調査で実施した国を示す。
出所：国立教育政策研究所（2016）23 ページ。
国　名  OECD加盟国
国　名  非OECD加盟国
平均得点
 OECD平均よりも統計的に
 有意に高い国・地域
平均得点
 OECD平均と統計的に
 有意差がない国・地域
平均得点
 OECD平均よりも統計的に
 有意に低い国・地域
注）１. 2000年調査において国際的な実施基準を満たさなかったオランダは除く。
 ２. 2003年調査において国際的な実施基準を満たさなかったイギリスは除く。
 ３. 2006年調査において，アメリカは調査実施後に評価問題の冊子の組み方に不備が明らかとなったため，読解力の結果の分析から除かれている。
 ４. 2015年調査において国際基準を満たさなかったアルゼンチン，カザフスタン，マレーシアは除く。
 ５. ※は，2015年調査において，コンピュータ使用型調査の実施ではなく，筆記型調査で実施した国を示す。
 出所：国立教育政策研究所（2016）23 ページ。
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図表付 2－3  PISA 調査における数学的リテラシーの平均得点の国際比較（経年変化） 
 
 
 
 
2003年 平均得点 2006年 平均得点 2009年 平均得点 2012年 平均得点 2015年 平均得点
1 香港 550 台湾 549 上海 600 上海 613 シンガポール 564
2 フィンランド 544 フィンランド 548 シンガポール 562 シンガポール 573 香港 548
3 韓国 542 香港 547 香港 555 香港 561 マカオ 544
4 オランダ 538 韓国 547 韓国 546 台湾 560 台湾 542
5 リヒテンシュタイン 536 オランダ 531 台湾 543 韓国 554 日本 532
6 日本 534 スイス 530 フィンランド 541 マカオ 538 北京・上海・江蘇・広東 531
7 カナダ 532 カナダ 527 リヒテンシュタイン 536 日本 536 韓国 524
8 ベルギー 529 マカオ 525 スイス 534 リヒテンシュタイン 535 スイス 521
9 マカオ 527 リヒテンシュタイン 525 日本 529 スイス 531 エストニア 520
10 スイス 527 日本 523 カナダ 527 オランダ 523 カナダ 516
11 オーストラリア 524 ニュージーランド 522 オランダ 526 エストニア 521 オランダ 512
12 ニュージーランド 523 ベルギー 520 マカオ 525 フィンランド 519 デンマーク 511
13 チェコ 516 オーストラリア 520 ニュージーランド 519 カナダ 518 フィンランド 511
14 アイスランド 515 エストニア 515 ベルギー 515 ポーランド 518 スロベニア 510
15 デンマーク 514 デンマーク 513 オーストラリア 514 ベルギー 515 ベルギー 507
16 フランス 511 チェコ 510 ドイツ 513 ドイツ 514 ドイツ 506
17 スウェーデン 509 アイスランド 506 エストニア 512 ベトナム 511 ポーランド 504
18 オーストリア 506 オーストリア 505 アイスランド 507 オーストリア 506 アイルランド 504
19 ドイツ 503 スロベニア 504 デンマーク 503 オーストラリア 504 ノルウェー 502
20 アイルランド 503 ドイツ 504 スロベニア 501 アイルランド 501 オーストリア 497
21 スロバキア 498 スウェーデン 502 ノルウェー 498 スロベニア 501 ニュージーランド 495
22 ノルウェー 495 アイルランド 501 フランス 497 デンマーク 500 ベトナム※ 495
23 ルクセンブルク 493 フランス 496 スロバキア 497 ニュージーランド 500 ロシア 494
24 ポーランド 490 イギリス 495 オーストリア 496 チェコ 499 スウェーデン 494
25 ハンガリー 490 ポーランド 495 ポーランド 495 フランス 495 オーストラリア 494
26 スペイン 485 スロバキア 492 スウェーデン 494 イギリス 494 フランス 493
27 ラトビア 483 ハンガリー 491 チェコ 493 アイスランド 493 イギリス 492
28 アメリカ 483 ルクセンブルク 490 イギリス 492 ラトビア 491 チェコ 492
29 ロシア 468 ノルウェー 490 ハンガリー 490 ルクセンブルク 490 ポルトガル 492
30 ポルトガル 466 リトアニア 486 ルクセンブルク 489 ノルウェー 489 イタリア 490
31 イタリア 466 ラトビア 486 アメリカ 487 ポルトガル 487 アイスランド 488
32 ギリシャ 445 スペイン 480 アイルランド 487 イタリア 485 スペイン 486
33 セルビア・モンテネグロ 437 アゼルバイジャン 476 ポルトガル 487 スペイン 484 ルクセンブルク 486
34 トルコ 423 ロシア 476 スペイン 483 ロシア 482 ラトビア 482
35 ウルグアイ 422 アメリカ 474 イタリア 483 スロバキア 482 マルタ※ 479
36 タイ 417 クロアチア 467 ラトビア 482 アメリカ 481 リトアニア 478
37 メキシコ 385 ポルトガル 466 リトアニア 477 リトアニア 479 ハンガリー 477
38 インドネシア 360 イタリア 462 ロシア 468 スウェーデン 478 スロバキア 475
39 チュニジア 359 ギリシャ 459 ギリシャ 466 ハンガリー 477 イスラエル 470
40 ブラジル 356 イスラエル 442 クロアチア 460 クロアチア 471 アメリカ 470
41 セルビア 435 ドバイ 453 イスラエル 466 クロアチア 464
42 ウルグアイ 427 イスラエル 447 ギリシャ 453 ブエノスアイレス※ 456
43 トルコ 424 トルコ 445 セルビア 449 ギリシャ 454
44 タイ 417 セルビア 442 トルコ 448 ルーマニア※ 444
45 ルーマニア 415 アゼルバイジャン 431 ルーマニア 445 ブルガリア 441
46 ブルガリア 413 ブルガリア 428 キプロス 440 キプロス 437
47 チリ 411 ルーマニア 427 ブルガリア 439 アラブ首長国連邦 427
48 メキシコ 406 ウルグアイ 427 アラブ首長国連邦 434 チリ 423
49 モンテネグロ 399 チリ 421 カザフスタン 432 トルコ 420
50 インドネシア 391 タイ 419 タイ 427 モルドバ※ 420
51 ヨルダン 384 メキシコ 419 チリ 423 ウルグアイ 418
52 アルゼンチン 381 トリニダード・トバゴ 414 マレーシア 421 モンテネグロ 418
53 コロンビア 370 カザフスタン 405 メキシコ 413 トリニダード・トバゴ※ 417
54 ブラジル 370 モンテネグロ 403 モンテネグロ 410 タイ 415
55 チュニジア 365 アルゼンチン 388 ウルグアイ 409 アルバニア※ 413
56 カタール 318 ヨルダン 387 コスタリカ 407 メキシコ 408
57 キルギス 311 ブラジル 386 アルバニア 394 ジョージア※ 404
58 コロンビア 381 ブラジル 391 カタール 402
59 アルバニア 377 アルゼンチン 388 コスタリカ 400
60 チュニジア 371 チュニジア 388 レバノン※ 396
61 インドネシア 371 ヨルダン 386 コロンビア 390
62 カタール 368 コロンビア 376 ペルー 387
63 ペルー 365 カタール 376 インドネシア※ 386
64 パナマ 360 インドネシア 375 ヨルダン※ 380
65 キルギス 331 ペルー 368 ブラジル 377
66 マケドニア※ 371
67 チュニジア 367
68 コソボ※ 362
69 アルジェリア※ 360
70 ドミニカ共和国 328
OECD平均 500 OECD平均 498 OECD平均 496 OECD平均 494 OECD平均 490
（注）１．2003年調査において国際的な実施基準を満たさなかったイギリスは除く。
　　　２．2015年調査において国際基準を満たさなかったアルゼンチン，カザフスタン，マレーシアは除く。
　　　３．※は，2015年調査において，コンピュータ使用型調査の実施ではなく，筆記型調査で実施した国を示す。
出所：国立教育政策研究所（2016）24 ページ。
　 国　名  OECD加盟国
国　名  非OECD加盟国
平均得点
 OECD平均よりも統計的に
 有意に高い国・地域
平均得点
 OECD平均と統計的に
 有意差がない国・地域
平均得点
 OECD平均よりも統計的に
 有意に低い国・地域
注）１. 2003年調査において国際的な実施基準を満たさなかったイギリスは除く。
 ２. 2015年調査において国際基準を満たさなかったアルゼンチン，カザフスタン，マレーシアは除く。
 ３. ※は，2015年調査において，コンピュータ使用型調査の実施ではなく，筆記型調査で実施した国を示す。
出所：国立教育政策研究所（2016）24 ページ。
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